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はしがき
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序章　　　　本研究の目的と方法

山崎　博敏

本研究の申請時の大きな目的は、第１に、アメリカを中心とする大学評価の尺度（パフ

オマンス・インジケータ）を網羅的に収集し、教育・研究や社会貢献などの活動がどのよ

うに測定され、どのように運用され、さらには政府から大学への予算配分にどのように使

用されているかを明らかにするとともに、第２に、それらを参考にして我が国の大学のパ

フォーマンス・インジケータ体系を構築し、日本の高等教育の質を国際的視点から評価す

ることにあった。

山崎は１９９７年８月から１９９８年３月まで、文部省在外研究員としてアメリカ合衆国ミシ

ガン大学教育学部の高等・中等後教育研究センターに滞在し、大学評価やＩｎｓｔｉｔｕｔｉ。ｎａｌ

Ｒｅｓｅａｒｃｈ（大学の調査研究部門の活動）に関する複数の大学院博士課程の授業に出席する

機会を得た。授業を通して、アメリカの大学評価の最近の動向に接し、驚くべき進展を遂

げていることを知った。

これまで我が国では、広島大学教育学部の安原義仁教授らを中心としてイギリスの大学

評価が広く紹介され、文教政策の参考とされているが、意外にも、アメリカの大学評価に

ついては、それほど十分には知られていない。これまで主として紹介されてきたのは、大

学基準協会や喜多相和之教授などによる、地域的資格認定団体による大学の点検評価活動

が中心である。１９８０年代以降大きな比重を占めるようになった州政府による大学評価や、

比較的長い歴史を持っ大学自身の自己点検活動については我が国ではほとんど知られてい

ないのが実態である。

アメリカでは、大学評価は、教育と学習の改善、学力の向上をねらって国家を挙げて実

施されているといっても過言ではない。これは初等中等教育でも同様であり、１９８０年代に

アメリカ経済再生のために国家を挙げて取り組んだ教育改革の一環である。日米の経済状

況が逆転し、大学全入時代を迎えた今、日本こそ教育の質やアウトプットに関心を持たね

ばならなくなった。これまで、初等中等教育は日本が優れているが、高等教育はアメリカ

が優れているといわれてきた。これは真実なのであろうか。国際比較可能な尺度を用い、

我が国の高等教育の水準、特に教育面での水準を評価すべきである。もし日本の高等教育

の質やアウトプットが劣っているとすれば、改善策が講じられなければならないだろう。

我が国では、１９９１年の大学審議会答申以来、大学による自己点検評価が行われてきたが、

手探りの状態で行われてきたといってよい。現在、大学評価・学位授与機構では、第三者

による新しい評価体系の構築の途上にある。教育・研究・社会サービスの機能を客観的に
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評価する方法論は未熟である。先進的・合理的なアメリカにおける大学評価の体系を我が

国にも導入し、大学生の学力低下がささやかれている我が国の大学教育の水準を客観的に

把握し、大学の教育研究活動の改善に役立てていくことが必要であると思われる。

そこで、具体的には、第１に、アメリカにおいて、大学の教育・研究・社会サービスな

どの活動が、どのような目的で、どのような尺度によって測定されているかを、大学レベ

ル・連合体レベル（地域的資格認定団体や専門職資格認定団体など）・州や連邦政府レベル

で明らかにしようとした。第２に、それらが大学・学部レベルにおいて教育研究活動の改

善にどのように活用されているかを主要な大学について事例的に明らかにしようとした。

第３に、さまざまなレベルでの大学評価の結果が大学等への経費配分に際してどのように

使われているかを調査する。特にテネシー州、サウス・カロライナ州、コロラド州など「パ

フォーマンス・フアンディング」を実施している州については詳細に明らかにする。

これらを実施するために、大学評価に関する図書を購入するとともに、インターネット

により各種資料類を入手した。さらに、２００１年３月、安原教授とともにコロラド州デンバ

ーにある州高等教育行政管理者連合会（ＳＨＥＯＯ）と各州教育委員会連合会（ＥＣＳ）

を訪問し、コロラド大学ポルダー校の計画・予算・分析室とキャンパス横のリサーチパー

クにある全国高等教育管理運営システム研究センター（ＮＣＨＥＭＳ）も訪問した。

さらに、アメリカのパフォーマンス・インジケータを参考にして、我が国の大学評価体

系、特に教育面での水準評価を行うに必要なインジケータとしてどのようなものがあるか

を考察するとともに、大学生の卒業率・非卒業率と学力水準を実際に測定しようとした。

これを用いて、我が国の大学教育の水準を日米比較の観点から客観的に評価しようとした。

３年間にわたる研究の結果をまとめると、つぎのようになろう。

第１に、英米を中心とする大学評価の指標を網羅的に収集し、教育・研究や社会貢献な

どの活動が、だれによって、どのように測定され、どのように運用されているかを整理し

考察した。その結果、英米では、インプット、アウトプット、プロセス、アウトカムなど

広範囲の指標が提案されている。最もよく使われているのは卒業率・非卒業率である。こ

の他、アメリカでは全国標準テストが使われており、大学レベルの自己点検評価システム

の個性も大きい。第２に、よく使われる中退率や卒業率など、既存の統計データから計算

可能なインジケータについて日本の高等教育について試算した。その結果、日本の四年制

大学の非卒業率は約８．８％で、英国（１４．４％）の３分の２，米国の大学（３６％）の４分の１と、

かなり低いことが明らかとなった。第３に、アメリカにおける制度レベルでの教育の達成

度を我が国の大学と比較したところ、日本の大学生の数学の学力は大学・学部間の格差が

大きいが、平均値はアメリカよりもかなり高かった。

これらの結果をみると、我が国の大学教育の水準は低くないと言えよう。ただ、各指標

は大学制度の違いを大きく反映しており、値を単純に国際比較するには若干の困難がある。

日本の大学教育のアセスメントにふさわしい指標開発が求められる。
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第１章　高等教育におけるパフォーマンス１インジケータの概念

山崎　博敏

１．問題の背景

この章では、高等教育における教育研究活動の評価の内容と方法の枠組みをパフォーマ

ンス・インジケータの側面から全体的に検討し、欧米と比較可能な教育の達成水準の物差

しを検討する。

パフォーマンス・インジケータは、英米の高等教育でよく利用されている。アメリカに

おいては、大学教育の質の低さは最大の国内問題の一つである。１９８０年代以降、ＳＡＴ得点

の長期低落、国際学力テストの順位の低さ、高すぎる学校や大学からの中退率に危機感を

感じた関係者は、経済の活性化をはかるには大学教育の「底上げ」が必要との認識に達し、

連邦・州・大学レベルで様々な施策を講じてきた。近年のアメリカの大学評価は、教育に

焦点が置かれており、学力向上をねらった初等中等レベルの教育改革と基盤を共有してい

る。そして、大学の教育活動の成果を測定するべく、その物差しとなるパフォーマンス・

インジケータ（以後、ＰＩと略称）が州および機関レベルで構築され、その結果が政府か

らの資金配分とリンクしている州もある。

大学全入時代を迎えた今、日本でも教育の質に関心が持たれている。我が国の大学評価

では、教育面での評価を充実し、教育の改善につなげていくことが必要になっている。従

来の教育評価は、インプットやプロセスを中心としていた。

例えば、各大学の自己点検評価に大きな影響を与えた大学基準協会「自己点検・評価マ

ニュアル」をみると、評価項目の例として、教員の配置状況、教員一人あたり学生数、シ

ラバスの作成状況、授業内容・方式に対する意見の反映、教授方法の工夫などがあげられ

ている。平成５年度より実施されている大学評価・学位授与機構の教育評価では、分野別

教育評価において６項目（アドミッション・ポリシー、教育内容面での取組、教育方法及

び成績評価面での取組、教育の達成状況、学生に対する支援、教育の質の向上及び改善の

ためのシステム）が設定されており、このうち教育の達成状況では、単位取得、卒業及び

資格取得、進学や就職など進路の状況などから判断して意図する教育の成果がどの程度達

成されているかについて評価することになっている。

しかし、近年、初等中等教育を中心に学力、すなわち教育の達成水準のうち認知的事項

に関心が高まっている。これは１９９９年度頃から「分数ができない大学生」という書物が反

響を呼んでいるように、高等教育でも同様である。初等中等教育では日本の教育水準は国
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際的に高く、アメリカよりも高いことは大方の認めるところであろうが、高等教育では日

本の教育水準はどのようであろうか。日本はアメリカよりも初等中等教育は優れているが、

高等教育はアメリカの方が優れているのだろうか。高等教育でも教育の達成状況を批判的

に検討する必要があろう。日本の高等教育の評価においても成果のアセスメントが不可欠

の要素になり、高等教育の教育水準の国際的評価も必要になっていると言えよう。

以後、まず、アメリカとイギリスを中心とする高等教育におけるパフォーマンス・イン

ジケータを検討し、我が国への適用を考察する。

２・英米におけるパフォーマンス・インジケータの発展

アメリカでは、１９７０年代末から８０年代にかけて、アカウンタビリティの声の拡大と学

力低下の懸念が高まった。高等教育では、伝統的なアクレディテーションの有効性への批

判が高まり、テネシー州（１９７８）など南部諸州を皮切りに、１９８０年代末から１９９０年代にか

けて州政府（高等教育委員会）が州立大学の教育の成果を測定し、場合によってはそれを

予算にリンクする動きがはじまった。それは、１９７０年代以降行われたいくつかの大学にお

ける自己点検評価の優れた取組に州知事たちが影響をうけたものでもあった。南部の州知

事たちは、州立高等教育機関の教育の改善のために、州レベルで教育の成果を測定し、高

等教育機関に教育の改善を期待したのである。

各州の高等教育委員会の連合体であるＳｔａｔｅＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎＥｘｅｃｕｔｉｖｅＯｆｆｉ。ｅｒＳは、

１９９７年に各州でどのように高等教育のパフォーマンスが使われているかを全国調査した。

その結果は次のようである。

０４分の３に当たる３７州で何らかの形でパフォーマンス・インジケータが使われている。

○そのうち２６州は最近３年間に実施したばかりである。

○実施しているほとんどの州は、アカウンタビリティーを目的として実施している。

○最も頻繁に使われているのは卒業率であり、続いて転入率、教員の授業負担、学生の満

足度、外部研究資金、補習活動とその効果、資格試験合格率、学位授与数、就職率、入学

試験成績、学生の授業時間等である。

バークら（１９９８）の調査によると、パフォーマンス・フアンディングを採用している１１

州で数多く採用されているインジケータの上位３つは、残留率・卒業率、就職状況、短大

から大学への編入で、過半数の州で採用されている。しかし、それ以外のインジケータは

州間の多様性が大きい。

イギリスでは、１９８０年代に学長委員会（ＣＶＣＰ）がパフォーマンス・インジケータの導

入を模索し、１９８６年に政府はＣＶＣＰとＵＧＣと協力して成果に基づく大学への資源配分を

検討し、ＰＩのリストを提案した。ポロテクニク側ではモリス委員会がマクロ及び個別機関

レベルのＰＩを提案した。一元化後、合同パフォーマンス・インジケータ策定委員会

（ＪＰＩＷＧ）は、１９９４年に５カテゴリーＢ８個のＰＩを中間提案し、それを受け継いだＨＥ
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ＭＳグループは、１９９６年に４グループ６９個からなる「管理運営統計」ＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ

ＭａｎａｇｅｍｅｎｔＳｔａｔｉｓｔｉｃｓを公表した。

３．パフォーマンス・インジケータの概念とカテゴリー

概念

パフォーマンス・インジケータの概念は多義的で、一つの決定的な定義はない。いくつ

かの定義をあげると、つぎのようなものがある。

「一つのシステムの定性的ないし定量的なパフォーマンスを測定するものさし」

（Ｃｕｅｎｉｎ，１９８６，ｐ．７１）

「管理運営や組織体に必要な情報で、審査を受ける遂行単位よりも高いレベルの外部

の意志決定機関によって使用される」（Ｆｒａｃｋｍａｎ，１９８７，Ｐ．１６１）

「公的な営みの状態又は結果についての具体的な情報であり、定期的につくられ、公

的に報告され、州やシステムレベルでの計画や監査、資源配分のために体系的に使用さ

れるもの。高等教育の場合、トレンドや状態を正確かつ効果的に反映することをねらっ

て、しばしば代理となるものさしを使って間接的な概観を提供するのに使われる」（Ｅｗｅｌｌ

ａｎｄＪｏｎｅｓ，１９９４，Ｐ．７）

ケイブらは、パフォーマンス・インジケータは「主観的な判断の複雑さを単純で客観的なもの

さしにしたもの」であり、高等教育のパフォーマンス・インジケータは、「高等教育機関の活動の

一つの側面に関する、多くの場合数量的な形でのものさし」と定義し、序数（１位、２位など）や基数

（１，２など）であったり、絶対値や比較可能な数値である、と述べている（Ｃａｖｅｅｔａｌ，１９９３，ｐ．２４）。

カテゴリー

高等教育における活動は多岐にわたる。したがって、様々な複雑な活動を数量的に表現

するパフォーマンス・インジケータは、単一のインジケータではあり得ない。英語で

ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ　と複数になっているのは、パフォーマンス・インジケータは、多数のものさし

から成り立っていることを示している。

様々な個別インジケ∵タは、いくつかの類型に分かれる。最も一般的な分類は、インプ

ット・アウトプット・プロセスの３分類である。この場合、高等教育のシステムは、イン

プットをアウトプットに変換するプロセスとしてとらえられることになる。それぞれにつ

いてパフォーマンス・インジケータが存在することになる。しかし、実際には、パフォー

マンスを評価するためのインジケータも考えられるため、やや複雑なカテゴリーがつくら

れる。

パフォーマンスを評価するためのインジケータの例として、表１に示すように、経済性・

効率性・有効性というインジケータ（Ｃｕｌｌｅｎ，１９８７）がある。
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表１　キューレン（Ｃｕ＝ｅｎ１９８７）による類型

経済性 インプットの実際値と目標値を比較し、インプットの節約分を測定した

．（ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ　ｏｆｅｃｏｎｏｍｙ） もの。例えば、経済性指標＝インプットの目標値一現買値

効率性 インプットとアウトプットを （ふつう実際の数値で）比較したもの。

（ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ　ｏｆ　ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ） 例 ：教員学生比率 （＝学生数／教員数）

有効性 政策の目的が達成されているかどうかを示したもの。

（ｅｆｆｅｃｔｉｖｅｎｅｓｓｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ） 有効性指標＝アウトプットの現実値／設定目標値

インプット・アウトプット・プロセスの他にパフォーマンスを評価するためのインジケ

ータを加えたカテゴリーとして、アメリカの州立高等教育を対象とする分類を３つ紹介し

よう。表２はユール（Ｅｗｅｌｌ，１９９４）、表３はリチャードソン（Ｒｉｃｈａｒｄｓｏｎ，１９９４）、表４は

バークら（Ｂｕｒｋｅｅｔａｌ，１９９７）の分類である。

表２　ユール（１９９４）によるインジケータの類型

授業イ ンプ ッ ト 入学者の ＡＣＴ／ＳＡＴ得点 、州標準テス ト得点、補習を受 けた学生数、

授 業プ ロセ ス／資源 の 教育プログラムの提供数、授業に使われた経常経費、学生教員比率、提供総単位数、学

利用 生 との接触時間、授業の需要分析、教育課程の使命 との関連性、教員の授業負担、教室

の活用度、クラス規模、教員の教養課程授業数、卒業率、 １年次残留率、卒業平均年数

授業 のア ウ トカム 卒業率、残留率、資格試 験成績 、卒業生 ・雇用主の満足度 、就職状況、ＡＣＴ－Ｃｏｍｐ、

専門領域テス ト得 点、

効率性 ・生産性 学生教員比率、教育課程の費用、教員の授業負担、教員 １人あた り単位数、委託研究

財政状況 学生 １人 あた り収入、卒業生等か らの私的寄付 、学生 １人あた り州支出、教員

１人あた り外部 ・委託研究資金、教員平均給与 、認 定を受 けた教育課程 の割合

多様性・アクセス・公平 人種民族別卒業率、奨学金の獲得状況、教員の多様性、マイノリティ学生の入学状況

初等中等教育との接続 転入率、転入学生の達成状況、達成状況の高校への通知、初等中等教育へのサービス

州のニーズへの対応 教育課程 と就職状況の関連性、理工学等 の卒業者数、州経済へのイイパ ク ト

表３　リチャードソン（１９９４）によるインジケータの類型

インプ ッ ト 教育プ ログラムの提供、教員の平均給与、教員 の多様性、教育へ の財政支出額 、

学 生一人 あた り州政府支出額、教養課程開講授業数、平均クラス規模

ア ウ トプ ッ ト 入 学 ・進学 ・残留 ・卒業率、補習教育を受 けた学生数、大学提供単位数 、短大

か ら大学への転学、学位授与数、外部 ・委託研 究資金

ア ウ トカム 入学水準、資格認定を受けた課程数、専門職試験合格率、学生のアセスメン ト結果、全

国的試験での学生の達成状況、学生 ・卒業生 ・親 ・雇用主の満足度、就職状況

費用便益 か らみた質 学位授 与数 、授業提供単位数、短大か ら大学への転学

プロセスか らみた質 入学者の学力水準、資格認定 を受けた教育課程

生産物か らみた質 卒業率、資格試験合格率、外部 ・委託研究資金

消費者か らみた質 学生 ・卒業生 ・親 ・雇用主の満足度
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表４　バークら（１９９８）によるインジケータとモデルの類型

類

型

インプット 短大から大学への編入、新入生の準備状況

プロセス 教員授業負担、授業選択の自由度 、職 業訓練 、初等中等教育との連携

アウトプット 残留率 ・卒業率、短大から大学への編入 、卒業必要単位・年数

アウトカム 就職状況、資格試験成績、教職員の多様性 、満足度調査、学力テスト得点

価

値

効率 残留率 ・卒業率、就職状 況＿、短大から大学への編入、卒 業必 要単位 ・年数 、教員授 業負担、

資格試験成績 、職 業訓練、学力テスト得点

質 資格試験成績 、初等中等教育との連携 、新入 生の準備 状況、満足度調査、学力テスト得点

公平 教職員の多様性 、初等中等教育との連携

選択 授業選択の自由度

関■外部 残留率 ・卒業率 、就職状 況、短大から大学への編入、卒業必 要単位 ・年数 、教員授業負担、

心 資格試験成績 、職 業訓練、教職員の多様性、初等 中等教育との連携、学力テスト得点

内部 授業選択の自由度 、新入生の準備状況

モ

、．．．＿－ヾ、フ‾

評判 授業選択の自由度 、新入生の準備状況

戦 略 的 投 残留率 ・卒業率、卒業必要単位 ・年数、教員授業負担 、資格試 験成績、職業 訓練、教職員 の

ル 資 多様性、初等 中等教 育との連携 、計画 目標 の達成度、学力テスト得点

顧客志向 残留率・卒業率、就職状況、教員授業負担、資格試験成績、初等中等教育との連携、満足度調査

授業の成果、アウトカム、多様性・アクセス・公平、初等中等教育との接続、州のニーズ

への対応、費用便益からみた質、プロセスからみた質、生産物からみた質、消費者からみ

た質など、様々な評価にかかわるカテゴリーが設定されている。そこには、評価しようと

している高等教育システムに対する価値観が反映していると見ることができよう。多様性・

アクセス・公平、初等中等教育との接続、州のニーズへの対応などは、州立大学システムで

あるからこそ、設定された評価基準であるといえる。アウトカムとして、学力が取り上げ

られているのは、州立高等教育に対する州民の期待が込められている。バークらは、分類

に止まらず、価値、関心、モデルという角度からもインジケータを検討している。

なお、アウトプットとアウトカムという概念が区別して使われている。両概念の定義の

例は以下の通りである。

アウトプット：

ある機関が生産した財やサービスの数量（Ｒｉｃｈａｒｄｓｏｎ，１９９４，Ｐ．１３４－１３５）

顧客に提供された物やサービスの量および提供した回数（山谷１９９７、ｐ．４９）。

アウトカム：

ある機関の行為によって生じた実際のインパクト（Ｒｉｃｈａｒｄｓｏｎ，１９９４）

付加価値として測定されるアウトプット（Ｅｗｅｌｌ ａｎｄＪｏｎｅｓ，１９９４，Ｐ．１１）

サービスを提供することによって発生した成果、結果、効果、インパクト（山谷）
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パフォーマンス・インジケータの性質

アメリカに大きな影響を受けてパフォーマンス・インジケータが議論されているイギリ

スでも、注目すべき研究は多い。コーガンら（Ｋｏｇａｎｅｔａｌ，１９９７）は、表５に示すように、

イギリス高等教育を念頭に置いて、パフォーマンス・インジケータの性質を検討している。

表５　１４個のパフォーマンス・インジケータの特性
類型 意味 曖昧さ 数値の取り扱

いやすさ

データ収集の

費用

集計レベ

ル

◆教

太目

１ 入学時の インプットの 需要の強さのも 入学時の点数が 例えば資格が 比較可能なヂ 学科、大
資質 質 のさし 高い者は付加価

値が低くなる傾向

がある

標準的でない学

生だけを分析す

るなど取り扱い
やすい

一夕は入手可
能

学

２ 学位 の成 質で調整さ 高等教育の教，’優秀な学位の成績 優秀な学生の データは入手 学科、大
績 れたアウト 育機能に関す は入学時の点数 数や評価基準 可能 学（専門

プットのもの るものさし の高さを反映する は学科や大学 領域で調

さし 傾向がある によって異なる

こともある

整する必

要あり）

３ 学生一人あ 生産性のも 費用の配分と 学生一人あたり費 消耗率で修正 データは入手 学科、大
たり費用又 のさし（質 いう難しい問題 用の高さは良質の し「入学が過剰 可能 学（専門
は教職員学 の調 整 な を含んでいる 教育と高いアウトプ に容易な」こと 領域で調
生比率 し） ットを反映する の影響を排除

する必要あり

整する必

要あり）

４ 付加価値 インプットと 正味のアウトプ ふつう資格の違い テストのやり方 主要なものさし 学科、大
質で調整さ 　　　　 †

ットがインプット・によって測定され によっては、授 だけを使用し、 学
れたアウトプ データと結合し る。増加の金銭的 業や成績評価 概念上の問題を

ットのものさ て「生産性」の な価値は不明 を歪めることが 引き起こすことも

し 指標となりうる ある ある。追跡調査

が必要
５ 収益率 質で調整さ アウトプットの最 私的及び社会的 追跡調査が必 学問分野

れた生産性 適な評価を前 収益率が計算され 要なため、デー
のものさし 提とし、消費的

な便益を無視

する

る。大きさはふつう

異なる

タ収集の費用

な膨大

６ 消 耗 率 と 「消耗したイ 選抜のプロセス 入学時の学生の 試験を行う大学 データはすで 学科、大
非卒業率 ンプット」の なのか教育の：質を無視してい に依存する に入手されてい 学

ものさし プロセスなのか

という識別の問

題あり

る。 る

７ 卒業 時又 アウトプット 長期の雇用や 卒業時の就職率 大学 （の主体 卒業直後の就 学　科 、

は５年後の の「質」のも 雇用の経済的 の高さは、調査期 的な報告）に 職状況は分か 大学
就職率 のさし 価値を捉えな

し＼

間の短さを反映

し、「職業とのマッ
チング」の低さを意

味しうる

依存する るが、その後の

雇用状況につ

いては多額の
費用が必要

８ 学生と教員 アウトプット 主観性という よい授業とは何 学生の授業評 既に実施され 教 員 個
による授業 とプロセス 重要な問題を’：かという問題があ 価質問紙から ている大学は 人 、学

評価 の質のもの

さし

含んでいる る 操作可能 あるが、採用さ

れている方法

は異なる

科（？）

１研 究学生 イ　ンプ ッ 学生 の需 要 学科の規模や学 デー タはす 学科
数 トの質 の強 さの も

のさし

問の違いを考慮

する必要がある

で に入手 さ

れている
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研

究

２ 論 文 数 や 研 究 ア　ウ 研 究 上 の ア 教員一人あたり 大多数の大学 学 科 又
特許 ト　プ ッ ト ウ トプ ッ ト に換算する時に でデータは既 は個人

の 量 の も が 分 野 間 で 教育専任か研究 に入手されて
のさし 異 な る 問題

がある。

専任かを考慮す

る問題がある
いるが、調査方

法が異なる
（ａ）費用 膨 大３

４

数被引用数 質 で 調 整 完 全 な サ ン （ａ）独創 的な研 「引用　しあ 個人、学
ｂ）やインパ され た ア プル を収 集 究物でなく誤 り う仲間集団」 で、時間的ラ 科
クトファク ウ トプ ッ す る　こ　とが や総説を引用す を作り出す グがある、（ｂ）
タ㈲などに トの も の 困難である る問題、（ｂ）「平 イ　ンパ ク ト
よる研究の

質

さし 均的な」価値を

はかっている
フ ァ ク タ は
引 用 索 引 か

ら入手可能
研 究 費 獲 インプット リサーチカウ 学科の規模を適 学問的に 「価 デ ー タは 入 学科
得額 と 「競争性」 ンシルや商業 切に標準化する 値のない」研 手可能

のものさし など契約の種

類で分類可能
とい う問題があ

る

究 を増 加 さ

せる

５

６

研 究 の　ピ 質 で 調 整 主観 性 とい 調 査 の頻 度 学科、個
ア　レ　ビ ュ され た ア う重 要 な 問 に よ っ て 費 人

ウ トプ ッ

トの も の

さし

題 を 含 ん で

いる
用は異なる

評 判 上 の 質で調整さ 主 観 性 とい 回収率の低さの 匿 名 の 質 問 学科
地位 れたアウト う重 要 な 間 問題、ヒステ リ 紙 に 起 因 す

プットのも 題 を含 ん で ツクな回答が含 る 共 謀 の 危
のさし いる まれる 険性

４・我が国における教育のパフォーマンス・インジケータ

アメリカとイギリスを見る限り、多種多様なインジケータが提案され、実際に使用され

ている。それらは、インプット、プロセス、アウトプット、アウトカムなど広い範囲にわ

たっている０細かくみれば、人によって、同じインジケータでも異なったカテゴリーに分

類されているなど、一義的でないところもある。

両国で、卒業率・非卒業率がよく使用されている。それは広く公開され入手可能なマク

ロな統計資料であり、教育の効率や達成状況を外部の者でも知ることができる簡便なイン

ジケータであるからである。アメリカでは、アウトカムの全国標準テストを使った達成度

のアセスメントが１９８０年代以降行われるようになっている。これは初等中等教育におけ

るアセスメントと全く同一の文脈で実施されている。教育の質の向上に対する国民の関心

は、高等教育を含めた教育全体に拡がっているのである。

それらのインジケータの多くは日本にも適用可能である。しかし、留意すべき事項があ

る。まず、各国の教育システムの違いがある。高等教育機関への入学資格試験があり、入

学者や大学教育の質が全国的に一定の水準に保たれているイギリスでは、各大学の卒業

率・非卒業率は教育のアウトカムの指標として相互に比較可能である。しかし、日米のよ

うに機関間の多様性が大きいシステムでは、機関間の直接比較はやや困難である。何らか

の方法論上の工夫が必要となる。さらに、各国の教育システムが異なっているから、各国
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の数字そのものを直接比較することは危険が大きいと言えよう。例えば、日本では成績評

価の基準や退学の基準は、欧米よりも厳格ではないから、卒業率の数値が大きくなると考

えられる。せいぜい、国内の同種の機関間（例えば４年制大学セクターなど）ではある程

度、数字の比較が可能であろう。

最後に、主要なパフォーマンス・インジケータについて、我が国で適用が可能なものとし

て、さしあたり表６に示すインジケータが考えられる。

表６　既存統計や調査から計算可能なパフォーマンス・インジケータ

カテゴリー 全国レベル ・セ クター レベル 個別機関レベル

インプット 大学入学難易度

プロセス 学生一人あたり費用

教員学生比率

教員学生比率

アウトプット 収益率

卒業率 ・中退率 卒業率 ・非卒業率 。中退率

学位授与数 学位授与数

科学研究費助成金交付件数 ・交付額

アウトカム 就職率 就職率

失業率 司法試験合格者数

医師国家試験合格率

教員就職率

在学生 ・卒業生ゐ満足度

学力テスト 学力テスト
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第２章　大学生のアウトカムの分類論とインストラメント

作田　良三

１　学生アウトカムの分類論

学生アウトカムは、「高等教育機関がその教育課程や教育実践をつうじて影響を及ぼす

（及ぼそうとする）種々の学生の発達」（Ａｓｔｉｎ，Ａ．Ｗ．１９９３ｂ ｐ．３８）である。大学教育の評

価という点でいえば、このような学生アウトカムがどのように分類され捉えられてきたの

かを整理しておく必要があろう。

学生のアウトカムは、各研究者によってさまざまな分類がなされているが、ここでは、

レニング、ボーエン、アスティン、メントコウスキーの４名を取り上げることとする。

（１）レニング（Ｌｅｎｎｉｎｇ，０，Ｔ．）

レニングは、アウトカムに関する文献を分析し、アウトカムを「ニーズ（ｎｅｅｄｓ）」とい

う観点に立って、大きく５つのカテゴリーに分類している（表１）。

表１　レニングによるアウトカム分類

・（１）経済的アウトカム （ｅｃｏｎｏｍｉｃｏｕｔｃｏｍｅｓ）

●経済生活へのアクセスや経済的独立　 ●経済的資源やコスト　 ●経済的生産性 、－ノ●その他の経済的アウトカム

（２）人間特性アウトカム （ｈｕｍａｎｃｈａｒａｃｔｅｒｉｓｔｉｃｏｕｔｃｏｍｅｓ）

－　●アスビレーション　 （興味関心 ・モチベーション等）

●コンピテンス・スキル　 （コミュニケーシ ョンスキル、リーダーシップ、職業スキル等）

●モラール、満足、情緒的特性　 （態度 ・価値観、信条 ・人生観、行動基準など）

●知覚的特性　 （自己理解、他者理解、事態把握など）

●パーソナリティ特性　 （独創力、自立性、適応力、忍耐力など）

●身体上の特性　 （身体的適性、身体上の健康など）

●ステイタス、認識　 （評判、資格、就職 ・進学、仕事上の成功など）

●社会的活動、社会的役割　 （職業上の活動、家族活動、市民活動など）

●その他

（３）知識 ・技術 ・芸術的なアウ トカム （ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ，ｔｅＣｈｎｏｌｏｇｙ，ａｎｄａｒｔｆｏｒｍ ｏｕｔｃｏｍｅｓ）

●一般知識や理解　 （一般的な事実や用最 ・理論等に関する知識 ・理解）

●専門的知識や理解　 （専門的な用語 ・理論等に関する知識 ・理解）

●学問 ・研究　 （学問的知識、研究上の生産性）

●芸術的技能　 （建築、ダンス、音楽、絵画、彫刻など）

（４）資源やサービスの提供に関するアウトカム （ｒｅｓｏｕｒｃｅａｎｄｓｅｒｖｉｃｅｐｒｏｖｉｓｉｏｎｏｕｔｃｏｍｅｓ）

●施設やイベ ントの提供　　　 ●直接的サービスの提供　　　 ●その他

（５）その他のアウ トカム （ｏｔｈｅｒｍａｉｎｔｅ、ｎａｎｃｅａｎｄｃｈａｎｇｅｏｕｔｃｏｍｅｓ）

●審美的 ・文化的活動　　　　 ●組織的活動　　　　　　　　 ●その他

出拠：Ｌｅｎｎｉｎｇ，０・Ｔ・１９８０“ＮｅｅｄｓａｓａＢａｓｉｓｆｏｒＡｃａｄｅｍｉｃＰｒｏｇｒａｍＰｌａｎｎｉｎ㌢，Ｎ白ｗＤｈ・ｅＣｔＩｏＤＳＲ）ｒｈ＄ｔＩｔｕｔＩｏＤａｌ

ガｅβｅ∂でＣム，Ｎｏ．２８，ｐ．１７．より作成
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「（１）大学生は知識や技能から利益を得る。（２）だが、知識や技能がない状態では不満

足な状態にある」（Ｌｅｎｎｉｎｇ，０．Ｔ．１９８０、Ｐ．１２）。換言すると、何らかの利益を得るために

は知識や技能が必要となるが、大学入学生は満足いく知識や技能を有しておらず、在学中

に種々の知識・技能を獲得することを欲し、高等教育機関に対して何らかの要求をもって

いるのである。このような要求をもつがゆえに、学生はこれらの要求に応じたアウトカム

を生成しうるのである。この観点から学生アウトカムの分類がなされているのである。

（２）ボーエン（Ｂｏｗｅｎ，Ｈ．Ｒ．）

ボーエンは、アメリカ中の大学要覧等から高等教育の目標に関する記述を１５００以上集

め、表２のように分類している。このうち、高等教育が有する「Ⅰ学生個人に対する目

標」が学生アウトカムといえよう。レニングが学生のニーズに着目して分類したのに対し

て、ボーエンは高等教育の目標に着目して分類したのである。

表２　 ボーエンによる高等教育の目標の分類
Ⅰ　学生個人に対する目標

Ａ　 知的能力 （Ｃｏｇｎｉｔｉｖｅｌｅａｒｎｉｎｇ）
（１）言語操作能力 （２）数量操作能力■（３）知識 （４）合理性 （５）知的寛容
（６）審美的感受性 ．（７）創造力 （８）．知的誠実 （９）英知 （１０）生涯を通じた学習能力

Ｂ　 情緒的 ・道徳的発達 （ＥｍｏｔｉｏｎａｌａＬｄＭｏｒａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）

（１）個人の自己発見 （２）心理的安定 （３）人間理解 （４）価値観 ・道徳 （５）宗教的関
心 （６）噂好 ・行動 ・態度の洗練性
Ｃ　実用的能力 （ＰｒａｃｔｉｃａｌＣｏｍｐｅｔｅｎｃｅ）

（１）実生活上の一般的な諸価値を実行する能力
［（ａ）率先実行力 （ｂ）未来志向性 （ｃ）順応性 ・適応力 （ｄ）指導性］

（２）公民性 （３）経済的生産性 （４）健全な家庭生活 （５）消費者としての生活能力
（６）余暇の活用 （７）健康の保持

Ｄ　 大学教育から得られる直接的な満足やよろこび
（ＤｉｒｅｃｔＳａｔｉｓｆａｃｔｉｏｎｓａｎｄＥｎｊｏｙｍｅｎｔｓｆｒｏｍＣｏｌｌｅｇｅＥｄｕｃａｔｉｏｎ）
（１）大学在学中
（２）大学卒業後

Ｅ　学生個人にとってマイナス結果の回避能力

（Ａｖｏｉｄａｎｃｅｏｆｎｅｇａｔｉｖｅｏｕｔｃｏｍｅｓｆｏｒｉｎｄｉｖｉｄｕａｌｓｔｕｄｅｎｔｓ）
Ⅱ　 社会に対する目標

Ａ　 知識の増進
（１） 文化的遺産の保存と普及 （２）新しい知識や思想の発見と普及
（３）知識、技術、思想、芸術の増進によって国民が得る直接的な満足感やよろこび

Ｂ　 才能の発見と奨励
Ｃ　社会的幸福の増進
（１） 経済の効率化と成長 （２）国家の威信及び力の向上 （３）社会問題の提示と解決への進歩

（４）一般国民の動機、価値、アスビレーション、態度、行動の”改善”
（５）長期的視野からの社会進歩へめ貢献

Ｄ　 社会にとってマイナスの結果となるものの回避

出拠‥Ｂｏｗｅｎ，Ｈ・Ｒ・：ｈｖｅｓｔｍｅＤｔｌｂＬｅａｎｍｉ㌫１９７７，ｐｐ．５５－５９．（訳は、喜多相和之『現代の大学・高等教育』１９９９年、

１２２貢より）

ボーエンの分類の特徴のひとつは、マイナスの効果も考慮に入れている点である。高等

教育のもたらすアウトカムは、往々にしてそのプラスの面ばかりが強調されがちであるが、
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ボーエンは必ずしも良いものばかりとは限らないと指摘している。たとえば、高等教育が

詐欺や不正行為等の知能犯・校滑犯を産出する可能性、倣慢・横柄といったパーソナリテ

ィ特性をはぐくむ可能性、薬物乱用やタバコ・アルコールの過剰摂取をうながす可能性等

は十分に考えられるというのである。これらについては、特に「マイナス結果」として位

置づけて異論の少ないものと言えよう。だが、プラスーマイナスの結果を考える場合、次

のようなケースをどう考えるのか。たとえば、高等教育で社会や経済の構造等を学ぶこと

によって、現状に対する批判を高め政治的自由主義者・革新主義者になる学生が現れる可

能性がある。また他方で、現状肯定感を高めさらに保守的態度を形成する学生もいるだろ

う。この二項対立的な政治的態度でいえば、どのような観点に立って評価するか、またど

ちらの態度を高等教育の目標としているかで片方はプラス、もう片方はマイナス結果とし

て位置づけられてしまうのである。ボーエンは、学生個人にとってのマイナス結果の回避

能力をアウトカムのひとつとして挙げる一方、このような例を挙げ、その取り扱いの難し

さを指摘しているのである。

（３）アスティン（Ａｓｔｉｎ，Ａ．Ｗ．）

アスティンは、ボーエンと同じく高等教育の目標を考慮したうえで、学生アウトカムを

３つの軸で分類している。すなわち、①アウトカムのタイプ、②データのタイプ、③時間

である。

まずアスティンは、学生アウトカムは認知的（ｃｏｇｎｉｔｉｖｅ）一情緒的（ａｆｆｂｃｔｉｖｅ）という

二つのタイプに分けられるという。認知的アウトカムとは、高度な論理思考や知識に関連

するもので、情緒的アウトカムとは態度や価値観、社会関係などに関するものである。

さらに、評価のために実際に収集されたデータの種類によって心理的（ｐｓｙｃｈｏｌｏｇｉｃａｌ）

一行動的（ｂｅｈａｖｉｏｒａｌ）に分類される。心理的なデータとは内部の感情状態や個人の特性

に関するもので、行動的データとは調査者からでも直接観察できるような活動に関するも

のである。これら二つの軸によって表３のような２×２の４類型ができ、それぞれ情緒的・

心理的アウトカム、情緒的・行動的アウトカム、認知的・心理的アウトカム、認知的・行

動的アウトカムと表現される。

表３　アスティンによる学生アウトカムの分類

データのタイプ

心理的 行動的

ア
認知的

知識 キャリア発達

…董

の

技能 学歴
批判的思考力 職業達成

情緒的
価値観 リーダーシップ
態度 余暇の活用
自尊感情 キャリア選択

出処：Ａｓｔｉｎ，Ａ．Ｗ．１９７７，８貢より。
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さらに、この４類型は、時間軸が加わることによって８つに分類される。すなわち、大

学在学中（あるいは大学卒業直後）にみられる短期的なアウトカムと、大学卒業後数年経

過してからみられる長期的なアウトカムとである。アスティンは、表４のように一例を挙

げて示している。

表 ４　 長 期 的 効 果 と短 期 的 効 果 の 一 例

長 期 （卒 業 後 ）

仕 事 に対 す る満 足

地 方 ・中央 政 治 へ の参 加

法律 委 員 会 の 成績

収 入

ア ウ トカ ム 短 期 （在 学 中）

情 緒 的 †心理 的 大学 に対 す る満 足

情 緒 的 ・行 動 的 学 生 自治 体へ の参加

認 知 的 ・心 理 的 ロースクール入 学選 考 テスト （ＬＳＡＴ） の 成績

認 知 的 ・行 動 的 大 学在 学 継 続 （も し くは退 学 ）

出処 ‥　Ａｓｔｉｎ，Ａ．Ｗ．１９７７，９頁 よ り。

このようなアスティンのアウトカム類型は、それまでの調査文献をふまえており、その

点でレニングやボーエンと共通している。ただアスティンは、３つの軸を設定するという

分類枠を設けた点が優位な特徴といえる。たとえば、学生アウトカムに関するパスカレラ・

テレンツイニ（１９９１）による大規模なレビューは、このアスティンの分類に沿って構成さ

れており、一般的な分類枠組みとして汎用性の高いものである。

（４）メントコウスキー（Ｍｅｎｔｋｏｗｓｋｉ）

上述の３名の研究者が学問研究としてアウトカムを分類したのに対し、メントコウスキ

ーらによる分類は、大学の経営やアカウンタビリティという実務的関心から発達したとい

える。このアウトカム分類は、アルバーノ大学（ＡＩｖｅｒｎｏＣ。ｌｌｅｇｅ）というリベラルアーツ

課程の女子大学において、学生の実際のアウトカムを測定し、その結果を大学教育内容の

吟味・再考に活用するうえで設定されたものである。アルバーノ大学では１９７３年以降、

アウトカム中心のリベラルアーツ課程が導入され、教育目標の定義や評価が行われており、

そのカリキュラムは能力ベースカリキュラム（ａｂｉｌｉｔｙ・ｂａｓｅｄｃｕｒｒｉｃｕｌｕｍ）と呼ばれる。そ

のアウトカムは、表５に示すように８つに分類されている。

　　　 表５　 アルバーノ大学における能力ベースの学習アウトカム

、コミュニケーション能力

分析能力

問題解決能力

他者とのあいだに意味を構築する関係をとりむすぶ能力

明瞭に批判的に考える能力

何が問題で、その問題を引き起こしている原因が何かを見出す能力
評価能力 自身の倫理をつよく保持したなかで、異なる価値体系を認識する能力

他者の見解を引き出し結論導出の手助けをし、グループ内の物事を処社会的相互作用能力

国際的視野の発達

有効な市民性

理する能力

経済的 ・社会的 ・生物学的に相互依存している国際社会を理解 し、行

動する能力

コミュニティの今日的問題や歴史的背景を認識し、行動する能力

さまざまな芸術に従事し 芸術的表現の音味や価値を理解する地力芸術への従事

　　　　　　　　　　　　 、　　　 ＝⊥、　　　 半　 日ヒ
出処‥ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ａｌｖｅｒｎｏ・ｅｄｕ／ａｂｏｕｔ＿ａｌｖｅｒｎｏ′ａｂｉｌｉｔｙ．ｈｔｍｌより。
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これらは、レニングのいう「人間特性アウトカム」に大きく当てはまるものであり、ボ

ーエンの「情緒的・道徳的発達」「知的能力」「実用的能力」をカバーするものである。こ

のような分類は、（アルバーノ大学という）その大学の教育目標と非常に合致したものであ

り、その大学運営に関わる人々にとっては有用なものといえるが、反面、その大学で重要

視されるアウトカムに制限されるため、別の観点から重要視されるようなアウトカムを見

落とす危険性も否定できない。

なお、このアルバーノ大学のような個々の大学レベルでの取り組みは非常に興味深いた

め、アウトカム分類とは逸れるが若干の補足をしておく。まず、これらのアウトカムがア

ルバーノ大学の教育目標であるかというとそうではなく、大学としては、個々の学生を次

のような特性をもつ教養ある成人に発達させるという究極的目標を掲げている。

・自分の学習、およびその学習を継続する能力や意欲に関する責任感

・自分のパフォーマンスを的確かつ批判的に評価する能力や自覚

・さまざまな文脈で知識や能力を適用させる方法の理解

すなわち、このような教育理念のもと、可視的に捉えられうる具体的な能力として先の

８つのアウトカムを設定しているのであり、じつに実践的である。

また、これらのアウトカムにおける学習度合いの捉え方は、アルバーノ大学教員によっ

て断続的に検討されているが、メントコウスキーら（Ｍｅｎｔｋｏｗｓｋｉｅｔ．ａｌ．２０００ｐｐ．４１９・４２３）

によると、現時点では、それぞれ６段階の尺度が設定されている。「有効な市民性」を一例

に挙げると、次のようである。

レベル１：地域の問題について考えたり行動する際の、自身の知識・技能を評価できる

レベル２：コミュニティの問題を分析したり、事情に通じたストラテジーを開発できる

レベル３：相互の目的遂行を促進する個人的・組織的な特性・スキル・ストラテジーを評価できる

レベル４：コミュニティの実状に、自己の市民性スキルを適用できる

レベル５：社会的・専門的領域において、有効的な変更プランを立てる能力を発揮できる

レベル６：社会的・専門的な問題を処理する際にリーダーシップを発揮できる

大体のアウトカムについて当てはまることだが、レベル１～２においては、その能力に

関する自己理解や現状把握、レベル３～４においては一般的な行動・適用、さらにレベル

５～６ではより高度で専門的な領域での実行・適用の状態を指している。

２　学生アウトカム測定のインストラメント

次に、実際にアメリカで学生アウトカムがどのように測定されているのかを探る。前節

のように、学生アウトカムの分類はさまざまであるが、アスティンが指摘するように、伝

統的には「認知的アウトカム」と「情緒的アウトカム」とに大きく分類されるものである

（Ａｓｔｉｎ，Ａ・Ｗ１９９３ｂｐ．４３）。本節では、便宜上この２つに分けて測定インストラメントを
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整理したいと考える。

（１）認知的アウトカムに関する測定インストラメント

まず、認知的アウトカムについては、その主要な学力測定尺度（Ｃｏｇｎｉｔｉｖｅ Ｏｕｔｃｏｍｅ

Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ）として、アメリカ大学テスト・プログラム（Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｃｏｌｌｅｇｅ Ｔｅｓｔｉｎｇ

Ｐｒｏｇｒａｍ）や教育テストサービス（ＥｄｕｃａｔｉｏｎａｌＴｅｓｔｉｎｇＳｅｒｖｉｃｅ）等の全国的なテスト機

関で行なわれている、全国的に標準化された試験を中心に取り上げることとする。

ここでは、ジャコピら（Ｊａｃｏｂｉｅｔ．ａｌ．１９８７）が行なっている分類をベースとしながら、

（ａ）一般教養・大学授業科目に関するテスト、（ｂ）特定のスキルに関するテストという

２つに分けて整理している。なお、ジャコピらが取り上げたテストのなかには、今日その

名称や内容が変更しているものもいくつかある。そこで、インターネット等で、より新し

い情報を得ることでいくらか補足している。

（ａ）一般教養．大学授業科目に関するテスト

ー般教養・大学授業科目に関する主なテストは、表６（１・２年対象）、表７（３・４年）、

表８（全学年対象）のようにまとめられる。一般教養に関するものとしてはＡＣＴ、ＳＡＴＩ、

ＡＣＴ ＣＰＭＰなど、大学授業科目に関するものとしてはＧＲＥ（科目テスト）、ＣＬＥＰなど

がある。

アメリカにおいて、「学部教育課程を持つ大学にとっての第一の義務は、文章と口頭で表

現する能力を学生に身につけさせることである。（中略）英語を効果的に用いるということ

を強調するのは、学生の言語能力が向上するにしたがって、彼らは自分の思考をみがき、

知的にも社会的にも豊かになっていくと信じるからである」（Ｅ．Ｌ．ポイヤー（喜多相和之・

舘昭・伊藤彰浩訳）１９９６　２６４頁）。このような考えが背景にあるため、一般教養に関する

テストのほとんどに、読文力（ｒｅａｄｉｎｇ）や英作文（Ｅｎｇｌｉｓｈｃｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎ）、語句解読（ｖｅｒｂａｌ）

といった英語能力に関するテストが含まれていると考えられる。

それでは、いくつかのテストについて若干説明を加えることとする。まず、１－２年時

のテストのうちＡＣＴ・ＳＡＴは、大学入学の際の選考基準となるものであり、ＡＣＴは毎年

１００万人以上、ＳＡＴは毎年約１６０万人が受験する。ＡＣＴはそもそも一般学力テスト、人

物像調査、興味調査から構成されるものである。

ＡＣＴの出題分野は４つあり、そのうち英語は７５問出題（４５分）であり、表現力や書き

取り能力を測定する内容であり、スペルやボキャブラリーを問う問題は含まれていない。

数学は６０間出題（６０分）であり、代数・幾何や三角関数など、基本的な知識および応用

力を測定しようとするものである。読文力は４０問出題（３５分）であり、文章の内容理解

や一般化に関する能力を測定するため、人文社会や自然科学などのトピックが取り上げら

れている。科学は４０問出題（３５分）であり、概念の認識・理解、および情報から結論を

導出させる力を測定しようとするものである。
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ｓＡＴは１９９５年４月に新プログラムが導入されており、ＳＡＴＩは、かつて進学適性テス

ト（ＳｃｈｏｌａｓｔｉｃＡｐｔｉｔｕｄｅＴｅｓｔ）と呼ばれていたもの、ＳＡＴＩＩをｊ：学力テスト（Ａｃｈｉｅｖｅｍｅｎｔ

恥ｓｔ）と呼ばれていたものに対応している。ＳＡＴＩは言語と数学に関するテストがそれぞ

れ７５分あり、前者は読解、文章完成、類推について、後者は演算、代数・幾何、統計・

確率についての問題で構成されている。ＳＡＴⅡは、１科目６０分で行われる科目別（英語、

数学、歴史、科学、外国語のいずれかに関係する２２の科目）の学力テストである。

．なお大学進学科目テスト（ＡＰプログラム）は、高校生に大学レベルのカリキュラムを

提供し、その学習内容を一層充実させるものであり、１９９８年時点で、アメリカの５４％の

高校で設定されるに至っている。

表６　一般教養・大学授業科目に関するテスト（１・２年）

テ　 ス　 ト　 名 内　　　　　　 容

ＡＣＴ ＡＣＴＡｃａｄｅｍｉｃＴｅｓｔ（ＡＣＴ） 英語、数学、読文力、科学

ＳＡＴＩ ＳｃｈｏｌａｓｔｉｃＡｐｔｉｔｕｄｅＴｂｓｔ（ＳＡＴ） 言語 （７８問）、数学 （６０問）

ＳＡＴⅡ ＡｃｈｉｅｖｅｍｅｎｔＴｅｓｔ 英語 （文学、文筆）、数学 （レベルＩＣ・Ⅱｅ）、

歴史（アメリカ史、世界史）、科学 （生物、化学、

物理）、外国語 （中国語、フランス語、ドイツ語、

日本語など）

大学進学科 目テス ＡｄｖａｎｃｅｄＰｌａｃｅｍｅｎｔＰｒｏｇｒａｍ 生物学、化学、物理学、フランス語、ドイツ

ト （ＡＰ） 語、ラテン語、スペイン語、数学、音楽、コ

ンピュータ科学、英語、歴史、教養

スタンフォード ＳｔａｎｆｏｒｄＴｅｓｔｏｆＡｃａｄｅｍｉｃ 読解力、語秦、英語、数学、科学、社会科学、

学業スキルテスト Ｓｋｉｌｌｓ（ｍ ＳＫ） 情報活用

一方、３－４年時のテストは、上級学部・大学院に進学する際の選考基準となるもので

ある。ただし、医学大学院入学テスト（ＭＣＡＴ）や教員能力テスト（ＰｒａｘｉｓⅡ）は、他の

テストと比べて、専攻に関する能力の問題を設定する傾向にある。

ここではまず、大学院入学資格試験（ＧＲＥ）について補足説明を加えることとする。ＧＲＥ

一般テストについていえば、２００２年１０月１日以来、語句解読（ｖｅｒｂａｌ）・数学

（ｑｕａｎｔｉｔａｔｉｖｅ）・分析的記述（ａｎａｌｙｔｉｃａｌｗｒｉｔｉｎｇ）という３つの領域で構成されている。

このうち語句解読（ｖｅｒｂａｌ）は３０問（３０分）で、文章の各要素間の関係や単語と概念と

の関係を認識させることで、出題内容を分析・評価する能力を測定するものである。その

間題領域は、人文科学や科学などの学問的関心から日常生活の活動に及ぶまで幅広い。数

学（ｑｕａｎｔｉｔａｔｉｖｅ）では２８問出題（４５分）され、算術、代数・幾何、データ分析などの、

→般に高校で学習される基本的数学能力が測定される。また分析的記述（ａｎａｌｙｔｉｃａｌ
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ｗｒｉｔｉｎｇ）では３５問出題（６０分）され、複雑な概念を明瞭に効果的に述べたり焦点がクリ

アな議論を継続させたりする能力が測定される。この分析的記述は、以前、分析的論証

（ａｎａｌｙｔｉｃａｌｒｅａｓｏｎｉｎｇ）という領域であり、構造的な関係を理解したり問題や仮説を把握

したりする能力を測定するものであった。「分析的記述（ａｎａｌｙｔｉｃａｌｗｒｉｔｉｎｇ）」へと変更し

たのは、（１）受験生の批判的思考力や分析的文章スキルを評価し入学選抜に役立てること、

（２）大学院生に必要な議論する能力を評価することを志向したためである。

ＧＲＥ科目テストは、学生の各科目の知識を測定するために、８つの領域が設定されてい

る。これらは、大学院教育の準備として多くの学部教育で強調されている科目であり、各々

の試験時間は２時間５０分である。

学業到達水準テスト（ＡｃａｄｅｍｉｃＰｒｏ丘１ｅ）は、問題数１０８問・試験時間１２０分の標準形

式と、問題数３６問・試験時間４０分の短縮形式とがある。このテストは人文科学、社会科

学、自然科学の初歩的な内容に関する問題を含むが、特定情報の記憶量を問うものではな

い。読解力や公正な判断力、批判的思考力といった能力をとらえようとするものである。

表７　一般教養・大学授業科目に関するテスト（３・４年レベル）

テ　 ス　 ト　 名 ■内　　　　　　 ■容

大学院入学資格試験 ＧｒａｄｕａｔｅＲｅｃｏｒｄＥｘａｍｉｎａｔｉｏｎ 語句解読 （３０問）、数学 （２８間）、分

（ＧＲＥ）一般テス ト （ＧＲＥ）ＧｅｎｅｒａｌＴｂｓｔ 析的記述 （３５問）

大学院入学資格試験 ＧＲＥＳｕｂｊｅｃｔＴｂｓｔ 生理化学、生物学、英文学、化学、数学、

（ＧＲＥ）科目テス ト コンピュータ科学、物理学、心理学

学業到達水準テス ト ＡｃａｄｅｍｉｃＰｒｏ丘１ｅ 読文力、文筆力、批判的思考力、数学

人文科学、社会科学、自然科学

経営学大学院入学テ Ｇｒａｄｕａｔｅ　　　 Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ 一般的な語句解読・数学に関する多項

ズ ト ＡｄｍｉｓｓｉｏｎｓＴｂｓｔ（ＧＭＡＴ） 選択式テスト

医学大学院入学テス Ｍｅｄｉｃａｌ Ｃｏｌｌｅｇｅ　Ａｄｍｉｓｓｉｏｎ 科学の知識 （生物 ・科学 ・物理）、問

ト 恥ｓｔ（ＭＣＡＴ） 題解決能力、批判的思考力、文筆力

ロースクール入学テ Ｌａｗ　ＳｃｈｏｂｌＡｄｍｉｓｓｉｏｎ　Ｔｂｓｔ 英作文、分析的論証など

ス ト （ＬＳＡＴ）

教員 能力 テス トⅠ Ｐｒａｘｉｓ‾Ｉ ：Ａｃａｄｅｍｉｃ　Ｓｋｉｌｌｓ 読文力、文筆力、数学

（一般学力） Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ

教員 能力 テス トⅡ ＰｒａｘｉｓＩＩ：ＳｕｂｊｅｃｔＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔ 科目の知識及びその教育 ．（多項選択

（教科専門科目） 式）

全学年レベルのテストのうち、大学教育成果評価プロジェクト（ＡＣＴ ＣＯＭＰ：Ｃｏｌｌｅｇｅ

ＯｕｔｃｏｍｅＭｅａｓｕｒｅｓＰｒｏｇｒａｍ）は、社会制度、科学技術、教養科目といった３つの領域の
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知識・技能をテストするものである。このテストには、コミュニケーション、問題解決、

価値の明確化という３つのプロセスがあり、学生はテキストだけでなくオーディオテープ

や映像などに対しても答える必要がある。テスト内容としては、知識をいかに応用するか

という問題に重点が置かれている。なお、テストは２つの形式があり（２時間半のものと

４時間に及ぶもの）、内容が若干異なる。つまり、前者が多項選択式問題であるのに対し、

後者はそれだけでなく、論述やスピーチも含むのである。

大学レベル試験プログラム（ＣＬＥＰ）は各９０分の試験であり、最も広く受け入れられて

いる「試験による単位認定」プログラム（ｃｒｅｄｉｔ・ｂｙ・ｅＸａｍｉｎａｔｉｏｎｐｒｏｇｒａｍ）で、２９００以

上の大学で採用されている。たとえば、一般テストの問題は、大学入学後２年間でほとん

どの学生が履修する授業内容をカバーしたものであり、多くの高校生が受験できる。この

試験の成績優秀者には、それに相当する大学の単位が与えられるのである。

また、習熟度試験プログラム（ＰＥＰ：ＰｒｏｆｉｃｉｅｎｃｙＥｘａｍｉｎａｔｉｏｎＰｒｏｇｒａｍ）は、客観テス

ト（３１）、論述式テスト（７）、両者組み合わせのテスト（１１）といった４９のテストから構

成されている。これは、社会人を対象として、大学以外の学習機会で得た知識や経験を単

位として認定しようというプログラムである。換言するならば、社会人学生の習熟度を測

定するのに適しているといえよう。

表８　一般教養．大学授業科目に関するテスト（全学年）

テ　 ス　 ト　 名 内　　　　　　 容

大学教育成果評 ＡＣＴ　　 Ｃｏｌｌｅｇｅ　　 Ｏｕｔｃｏｍｅｓ 社会制度、科学技術、教養科目

価プロジェク ト ＭｅａｓｕｒｅｓＰｒｑｊｅｃｔ（ＡＣＴＣＯＭＰ）

大学 レベル試験 Ｃｏｎｅｇｅ－Ｌｅｖｅｌ　　 Ｅｘａｍｉｎａｔｉｏｎ 作文・文学 （アメリカ文学、英作文など）、外

プログラム Ｐｒｏｇｒａｍ（ＣＬＥＰ） 国語 （フランス語 ・ドイツ語・スペイン語）、

（ＣＬＥＰ） 歴史・社会科学（心理学入門、アメリカ史など）、

科学・数学 （生物学、化学など）、ビジネス （マ

ーケティング入門、商法入門など）

習熟度試験 プロ ＡＣＴ　Ｐｒｏｆｉｃｉｅｎｃｙ‾　ＥｘＡｍｉｎａｔｉｏｎ 会計・財政・マーケテイング、看護や教育など

グラム Ｐｒｏｇｒａｍ の専門知識、アメリカの歴史・地理など

マ クバー行動イ ＭｃＢｅｒ　　 Ｂｅｈａｖｉｏｒａｌ　　 Ｅｖｅｎｔ イニシアチブ、リーダーシップ、影響力など

ンタビュー Ｉｎｔｅｒｖｉｅｗ（ＢＥＩ）

（ｂ）特定のスキルに関するテスト

表９には、特定のスキルに関する主なテストを挙げている。測定対象のスキルは、読文

力や文筆力、批判的思考力、分析的推論・論証などさまざまである。このうち批判的思考

力に関する２つのテスト（ワトソン・グレイサー批判的思考力評定、コーネル批判的思考
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カテスト）について補足を加えると、どちらも多項選択式になっているという特徴がある。

批判的思考力に関するテストとしては、これらのほかにも教育テストサービスによって実

施されているものがあるが、それは論述式で行われているのである。また、批判的に思考

する筋道に合わせて、ワトソン・グレイサー批判的思考力評定は５領域、コーネル批判的

思考力テストは７領域に分け、その領域毎に問題が設定されている。どちらのテストにお

いても、この設定された各領域の能力だけでなく、次の５つの批判的思考力についても情

報を提供してくれるものである。すなわち、（１）問題設定能力、（２）問題解決に必要な

情報を選択する能力、（３）記述された／記述されていない前提を読み取る能力、（４）仮

説を見定め選択する能力、（５）妥当な結論を導出したり推論の妥当性を判断したりする能

力、である。

なお、表９中の文筆力習熟度プログラムや西ミシガン英語資格試験などは、二時点にお

いて実施されるものである（たとえば３年時と４年時）。そのため、その２つの試験結果を

比較することによって、その期間における能力の変化が測定可能である。

表９　特定のスキルに関するテスト

テ　 ス　 ト　 名 内　　　　　　 容

１

●
２
年

論文式英作文テスト Ｃｏｌｌｅｇｅ Ｂｏａｒｄ Ｅｎｇｌｉｓｈ

ＣｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎＴｂｓｔｗｉｔｈｅｓｓａｙ

論述式問題、６０問の多項選択式問題

ネルソン・アニー読　、．＿．ヾ

文カテスト

Ｎｅｌｓｏｎ－ＤｅｎｎｙＲｅａｄｉｎｇＴｂｓｔ 読解力、語秦力、読書速度

文筆力習熟度テスト ＷｒｉｔｉｎｇＰｒｏｆｉｃｉｅｎｃｙＰｒｏｇｒａｍ 多項選択式と論述式

３

●
４
年

西ミシガン英語資格 Ｗｅｓｔｅｒｎ　 Ｍｉｃｈｉｇａｎ　Ｅｎｇｌｉｓｈ 文法 （３０）、句読法 （４５）、文章構造 （３０）、

試験 Ｑｕａｌｉｆｙｉｎｇ　 Ｅｘａｍｉｎａｔｉｏｎ

（ＥＱＥ）

スペル （３０）、語法 （３０）、読解・修辞 （３０）

ドッペルト数学的論 Ｄｏｐｐｅｌｔ　　　 Ｍａｔｈｅｍａｔｉｃａｌ５０間の多項選択式

証テスト ＲｅａｓｏｎｌｎｇＴｂｓｔ

ミラー類推テスト ＭｉｌｌｅｒＡｎａｌｏｇｉｅｓＴｂｓｔ（ＭＡＴ） １００間の多項選択式

全

ワトソン・グレイサ Ｗａｔｓｏｎ－Ｇｌａｓｅｒ　　　 Ｃｒｉｔｉｃａｌ推論 ・仮説の認識 ・演緯・解釈・議論の

ー批判的思考力評定 ＴｈｉｎｋｉｎｇＡｐｐｒａｉｓａｌ 評価 （各１６間）多項選択率

コーネル批判的思考 ＣｏｒｎｅｌｌＣｒｉｔｉｃａｌＴｈｉｎｋｉｎｇ 帰納法 ・演鐸法 ・価値判断 ・観察 ・信

学
年
カテスト Ｔｅｓｔ 頼性の判断 ・仮説の把握 ・意味の理解

（５２項目）多項選択式

ゴイヤー概念構成 Ｇｏｙｅｒ　 Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ　 ｏｆ 多項選択式

テスト ＩｄｅａｓＴｅｓｔ（ＧＯＩＴ）

ー２１－



（２）情緒的アウトカムに関するインストラメント

情緒的アウトカムにかんしては、各研究者によって個別に実施される調査は数多い。し

かもそれらの多くは、リーダーシップ能力や対人関係能力といったスキルに関するもので

ある。だが一方、全国規模の包括的な測定インストラメントはほとんど見当たらず、ＣＩＲＰ

（ＣｏｏｐｅｒａｔｉｖｅＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌＲｅｓｅａｒｃｈＰｒｏｇｒａｍ）による調査くらいである。ＣＩＲＰの調査

は、大学新入生の価値観を測定するため、１９６６年にスタートした。と同時に、このＣＩＲＰ

調査を受けた入学生に対して、その入学後３か月から９年間のあいだに（近年は、大学入

学から２年後と４年後に）追跡調査を行なってきている。つまり、同一学生に対して時系

列的に調査を実施することにより、大学教育・大学生活が学生の価値観の変容に及ぼす効

果を測定できるのである。その調査結果はアスティン（１９７７，１９９３ａ）によってまとめら

れている。

３　アメリカにおける学生アウトカム測定インストラメントの特徴

本節で挙げた学力測定尺度のうち、認知的アウトカム測定にかかわる学力テストを中心

に、いくつかの特徴を挙げておく。まずこれらのテストは主に、大学や大学院入学の際の

選定基準として利用されているものである。また、高校生に対する大学レベルのテストに

は、成績優秀者に大学授業の単位を認定し、昇級させるという意図もある。近年では学生

の学力を測定する尺度として利用されてきているものの、これらの各テストは、「もともと

学生の「一般教養」の測定を目的につくられているわけではない」（Ｅ．Ｌ．ポイヤー（喜多村和

之・舘昭・伊藤彰浩訳）１９９６　２６６頁）ものである。

テストの内容に注目すると、一般教養や基礎学力を重視していることがうかがえる。

ＧＲＥやＧＭＡＴ、ＬＳＡＴといった上級学部・大学院の入学選考に関わるテストにおいても、

高校レベルの基礎学力が問われているのである。ほとんどのテストは、問題用紙に書かれ

た問題に対して解答していくというかたちであり、そのため、例えば語学能力の測定に関

しては、読文力（ｒｅａｄｉｎｇ）と文筆力（ｗｒｉｔｉｎｇ）が中心にならざるを得ない。だが、先に

述べたように、大学には文章と口頭で表現する能力を学生に身に付けさせる義務があると

考えられており、アメリカ合衆国大学入試協議会（中島直忠編訳１９９１）も、大学進学の

ために高校生が学習すべき内容の一つとして、「英語を話す力・聴く力」を挙げている。そ

のため、インタビューや視聴覚機材（ＶＴＲやオーディオテープ等）の利用によって、この

ような「話す・聴く」力の測定を行っているテストもいくつかある。また、科目内容に関

するテストにおいては、単に知識を記憶しただけで対応できるという類の問題だけでなく、

むしろその知識の応用に関する問題の方が重視される傾向にある。

ただ、アメリカの測定インストラメントは実に多種多様であり、改良が加えられてきた

経緯があるけれども、「最良の測定尺度は、各大学の目的やカリキュラム構造に最もマッチ
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したものである」（Ｊａｃｏｂｉ，Ｍｅｔａｌ．１９８７，３７頁）ことも事実であろう。つまり、大学生の

学力が大学の成果（Ｃｏｌｌｅｇｅ Ｏｕｔｃｏｍｅ）である以上、各大学の目的やカリキュラムを抜き

に語れないのである。その点で言えば、アルバーノ大学の実践はまさに先駆的な事例であ

る。また、いくつかの「特定のスキルに関するテスト」（文筆力習熟度プログラム、西ミシ

ガン英語資格試験）にみられるように、同一テストを複数回受験させ、大学在学中に「付

加」された学生アウトカムを捉える（ひいては大学教育の効果を捉える）ことも重要であ

ろう。
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第３章　州レベルのパフォーマンスインジケータと資金配分

山崎　博敏

ここでは、アメリカの南部を中心とする諸州の公立高等教育で実施されている、州政府

から州立高等教育機関への成果に基づく高等教育費の配分方式の実態を報告する。従来、

アメリカの大学評価については地域別資格認定団体を中心とする自己点検評価が主に紹介

されてきた。しかし、１９８０年代以降、アカウンタビリティーの強化、教育の質の向上の政

策の中で州政府による大学評価への関与が強まり、幾つかの州では予算配分と大学評価が

リンクされるようになり、大学評価も新しい段階を迎えている。

我が国でも、大学審議会答申で、従来の自己点検評価への批判、第三者評価機関の創設、

評価に基づく財源配分が言及され、新しい段階に入りつつある。評価に基づく財源配分に

ついては、これまで主にイギリスの制度が紹介され、参考にされてきたが、アメリカにつ

いては江原（１９８４）による論考があるが、近年の動向はほとんど知られていないといってよ

い。アメリカでは大学教育の質の向上に最も力点がおかれている。評価のしかたや配分方

式は各州様々でありそれらを比較検討することは、我が国にとって大いに参考になろう。

１．アメリカにおける大学評価の進展

アクレディテーション

１９世紀末には大学や中等学校を資格認定の試みが始まったが、１９３０年代になって地域的

資格認定団体が創設され教育機関の評価が行われるようになった。そこでは必要な最低水

準を満たしていることを示し、各機関が自己の使命と目的をどのように達成しているかを

示す自己評価を行うとともに、認定団体の専門家による訪問調査も行われている。同様に、

医学や経営学、、心理学、教員養成など専門的資格認定団体による学科の教育課程等の資格

認定も行われている。

評価の義務づけ

１９６５年の教育法（ＥＳＥＡ）および高等教育法（ＨＥＡ）によって、教育機関への連邦政府の大

規模な援助が始まるとともに、グラントを得た者は連邦政府の資金を使用することにより

どのような結果が得られたかを示す評価報告書を提出することが義務づけられた。１９５０

年代から１９６０年代あたりから、各大学に急速にＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌＲｅｓｅａｒｃｈ Ｏｆｎｃｅが設置さ

れはじめた。これは、連邦・州政府への報告書提出の増大に対応するものであったといわ

れている。
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アセスメント運動

１９７０年代から１９８０年代初頭にかけて大学主導で学生の学習に対する評価を行おうとす

る努力が始まった。以下のような試みがある。しかし、ミラーによれば、これらの諸大学

の試みは１９８０年代になるまで全米に知られることがなかったという（Ｍｌｌｌｅｒ，１９９０，ｐ．１６６）。

アルベルノカレッジ（ウィスコンシン）：

大学で身につける能力到達度の明確化と形成的評価（１９７３）

ノースイーストミズーリ州立大学：

４年間の学習の成果測定、付加価値アプローチ（１９７３）

テネシー大学ノックスビル校：

パフォーマンス・フアンディングの実験的試行とデータ収集（１９８２）

キングスカレッジ（ペンシルベニア）：

アウトカムベースのコアカリキュラム

マイアミ・デード短大：

達成度の標準化とコンピュータによる成績警告・指導システム（１９７８）

アステンと学術団体

１９８０年代半ば、高等教育研究者アスチンは、学生一人あたりの支出額、図書館蔵書数、

教員の博士号所有率、学生の能力水準といったインプットに関する資源に関する指標で高

等教育の質を測るのは誤りで、質の真の尺度は、大学が達成した結果、つまり大学が提供

した経験が大学生の学習にどの程度の貢献したかという「付加価値」に求められる、と主

張した。この考えは、教育界や学術諸団体に大きな影響を与えた。

学術諸団体もこのころ、学部教育改革に関する提言を行っている。例えば次のようなも

のがある。

ｈｖｏＩｖｅｍｅＤｔｉｚ２Ｌｅａｍｉｚ２ｇ（ＮａｔｉｏｎａｌＩｎｓｔｉｔｕｔｅｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ）：学生を学習に関与させ、

期待水準を高くし、評価結果を学習にフィードバックさせる。アスチンはこの提言に指導

的に関わった。

ｈ２ｔｅｇＺｉｂ，ｉｚ２ｔｈｅＣｂｌｌｅｇｅＣｕｎｊｃｕｌｕｍ（ＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎｏｆＡｍｅｒｉｃａｎＣｏｌｌｅｇｅｓ）：授業のイン

パクトの測定を提案。

アカウンタビリティーと教育の質の向上への取組

１９７０年代末から各州の税収は乏しくなり、教育課程の削減、教員数の削減が行われた。

消費者は高等教育への投資に見合うだけの成果の証拠を示すことを要求しはじめた。その

後『危機に立つ国家』（１９８３）の影響もあって、アカウンタビリティの声は、教育の質の向

上へと拡大した。

１９８６年に全米知事会（ＮＧＡ）は、テネシー州知事Ｌ．アレクサンダーを長とする乃血ｅゐｒ
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戯βぴノね・●ｒ治ｅＧｏ作ｊⅥＯｒｇ′Ｊタβ　点ｑｐｏｒ ｏ刀属甘びＣβ〟０月　という書物を刊行し、その中の大学

教育の質部会は、先述の諸大学のアセスメントの実践を高く評価し、大学にアセスメント

を始めるように提案した。

その後、多くの州が公立大学にアセスメントを行いその結果を報告することを法令によ

って義務づけた。ＡＣＥの調査によれば、回答のあった大学の８１％で何らかのアセスメン

トが行われているという（Ｅｌ・ＫｂａｗａｓＥ．，（詣呼びβ乃℃月み，１９９１）。

アセスメントの方法は各州によってさまざまである。バージニアのように各大学が使命

と顧客の多様性に応じてアセスメントを行う州もある。全国的な標準テストを用いて一般

教育や専攻領域の達成度を客観的に測定する州もある。しかし、それは大学のカリキュラ

ムとどのように関係しているかが問題である。そこで、各大学で独自のアセスメントの方

法を開発する方法も採られている。１９９１年現在、６９パーセントの大学がこの方法を採用し

ているという。

なお、１９９８年には、連邦教育省が、地域的および専門的資格認定団体に、資格認定を行

った大学や学科等から学生の達成度（ａｃｈｉｅｖｅｍｅｎｔ）に関する情報を得ることを求め’た。

その結果、近年ではアクレディテーションでも達成度を取り入れるようになっている。

２．州政府による評価と資源配分

パフォーマンスのアセスメントと資金配分

アカウンタビリティの声が大学教育の質を問題にするようになった時、アクレディテー

ションの有効性への批判の高まりもあって、南部諸州を中心に、州立大学への予算配分を

大学教育の成果にリンクする動きがはじまった。テネシー州はその先駆けとなった。

高等教育でパフォーマンス・インジケータを採用している州は多い。その中でいくつか

の州は評価を予算配分とリンクさせている。各州の高等教育管理団体の全国組織である

ＳＨＥＥＯ（ＳｔａｔｅＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎＥｘｅｃｕｔｉｖｅＯｆｆｉｃｅｒｓ）は、１９９７年に４８の州の組織を対象

とした全国調査を行った。

その結果は、４分の３に当たる３７州は何らかの形でパフォーマンス・インジケータが

使われている。そのうちの２６州は最近３年間に実施したばかりであるが、現在よりも拡

大したりより洗練したいと考えている。実施しているほとんどの州はアカウンタビリティ

を目的として実施している。２３州は消費者に高等教育に関する情報を提供するためにパ

フォーマンス・インジケータを使用している。２３州は高等教育への州政府の資金を何ら

かの形で分配するために使っている。

最も頻繁に使われているインジケータは、卒業率であり、続いて転入率、教員の授業負

担、学生の満足度追跡調査、外部研究資金、補習活動とその効果、資格試験への合格率、
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学位授与数、卒業生の就職率、入学試験成績、学生の授業時間数などとなっている。（在学

生の学力テストを行う州もある）

何らかの形で優れた評価結果を示した大学に報いるように資金を配分している　２３州の

うち、８州はパフォーマンスと予算を直接的に結びつけている（表１）。残る１５州は直接

的なリンクづけしていないが、うち９州では２年以内に実施する計画を持っている。なお、

調査でパフォーマンス・フアンディングを実施中と答えた８州のうち、調査終了後の１９９７

年中にアーカンソーとケンタッキーの両州は、高等教育管理団体と政治の変化によりパフ

ォーマンス・フアンディングを廃止した。代わってワシントン州は１９９８・２０００年度に実施

することを決定した（以上、ＳＨＥＥＯ，１９９８）。

表１パフォーマンス・インジケータと予算が直接リンクしている州（ＳＨＥＥＯ調査）
州 と実施 しているセ クター 法 令 上

の 義 務

化

実施年 １９９７年度 ＰＦへ

の配分予算

予算 全 体 に 占め る割

合

テネ シー （大学 ・短大） な し １９８１年度 ２５００万 ドル ４％
コロラ ド （大学 ・短 大） あ り １９９４年度 ６００万 ドル ２％

ミズー リ （大学 ・短 大） な し １９９４年度

短大 は １９９５年度

１１００万 ドル ２％

オハイオ （短大のみ） あ り １９９６年度 ３００万 ドル １％
フロ リダ （短大のみ） 歳出法 １９９７年度 １２００万 ドル １％
サ ウスカ ロライナ（大学 ・短大） あ り １９９８年度 ２０００年度 １００％予定

（出所：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｈｅｅｏ．ｏｒｇ／ＳＨＥＥＯ／ｐｕｂ－ｎｎ－ｆｂｂ９８．ｈｔｍｌ１９９９年２月２２日現在をもとに作成）

なお、最近Ｊ．Ｂｕｒｋｅ　らは、各州の実施状況を詳細に調査した論文を公表している

（Ｂｕｒｋｅ，１９９８）。それによれば、パフォーマンス・フアンディ．ングを実施している州の数

はもっと多い。パフォーマンス・フアンディングを採用している１１州あり、各州のイン

ジケータの数は、表２の通りである。

表２　各州のインジケータの数

州 対象 と数

アーカンソー 大学 と短大　 各 １６

コロラ ド 大学 と短大　 各 １９

フロリダ 大学 ３　　　 短大３

ケンタッキー 大学 と短大　 各 １５

ルイジアナ 大学 ３　　　 短大４、

ミネソタ 大学 ５　　　 短大５

ミズー リ 大学 ７　　　 短大７

オハイオ 短大、地域大学、大学の うち２校　　 計 ９

サウスカロライナ 大学 ３７　　 短大 ３４

テネシー 大学 ９　　　 短大１０

ワシン トン 大学 ５　　　 短大 ４

（注：Ｂｕｒｋｅ，１９９８，ｐ．７をもとに作成）
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頻繁に使われているインジケータ

既に述べたように、ＳＨＥＥＯの調査によれば、最も頻繁に使われているインジケータは

卒業率であり、続いて編入率、教員の授業負担、学生の満足度（追跡調査）、外部研究資金、

補習活動とその効果、資格試験の合格率、学位授与数、卒業生の就職率、入学試験成績、

学生の授業時間数などであった。

バークら（１９９８）によれば、パフォーマンス・フアンディングを採用している１１州に

ついての集計結果は表３のようになっている。上位３つは、残留率・卒業率、就職状況、

短大から大学への編入となっており、これらは過半数の州で採用されている。

表３　パフォーマンス・フアンディング採用の１１州で採用されているインジケータ

Ｎｏ 州数 類型 価値 関心 モデル

１残留率・卒業率 １０Ｏｐ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
２就職状況 ８Ｏｃ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
３短大から大学への編入 ７Ⅰ／Ｏｐ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
４卒業必要単位・卒業必要年数 ５Ｏｐ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ
５教員授業負担 ５Ｐ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
６選択の自由度 ４Ｐ Ｃｈ Ｉｎｔ Ｒ
７資格試験成績 ４Ｏｃ Ｑｕ／Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
８職業訓練、職能開発 ４Ｐ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ

９教職員の多様性 ３Ｏｃ Ｅｑ Ｅｘｔ Ｓｉ
１０初等中等教育との連携 つＵＰ Ｅｆ／Ｑｕ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｑｔ
１１新入生の準備状況 ３Ⅰ Ｑｕ Ｉｎｔ Ｒ
１２事務職員の数と費用 ３Ｐ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ
１３教育課程の重複 ３Ｐ／Ｏｐ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ
１４満足度調査（学生、卒業生、雇用主） ３Ｏｃ Ｑｕ Ｅｘｔ／Ｉｎｔ Ｃｔ
１５外部研究費 ３Ｏｐ Ｑｕ／Ｅｆ Ｉｎｔ Ｓｉ／Ｒ
１６テスト得点、一般教育と専攻分野 ３Ｏｃ Ｑｕ／Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ
１７編入生の卒業率 ・３Ｏｐ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
１８テクノロジーの利用、テレコミュニケーション、遠隔学習 ３Ｐ Ｅｆ／Ｅｑ／ＱｕＥｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
１９計画目標の達成度 ２Ｏｐ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ
２０授業料と納付金 ２Ⅰ －、Ｅｑ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
２１学生の学習のアセスメント ２Ｐ Ｑｕ Ｉｎｔ Ｓｉ
２２聴講可能な授業科 目 ２Ｐ Ｑｕ／Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
′２３管理運営の有効性 ＿ ２Ｐ Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ
２４教育課程の外部評価 ２Ｐ Ｑｕ／Ｅｆ Ｉｎｔ Ｒ
２５教授団の評価 ２Ｐ Ｑｕ／Ｅｆ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
２６大学院教育 ２Ｐ／Ⅰ Ｑｕ Ｉｎｔ Ｒ
２７大学間の協同 ２Ｐ Ｅｆ／Ｑｕ Ｅｘｔ Ｓｉ

２８教職員の数と費用 ２Ｐ Ｅｆ／Ｑｕ Ｅｘｔ／Ｉｎｔ Ｓｉ／Ｃｔ

２９マイノリティーや非代表集団の卒業率 ２Ｏｐ Ｅｑ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ

３０マイノリティーの学士課程アクセス ２Ⅰ Ｅｑ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ
３１Ａｔｒｉｓｋ学生の学位証書等取得数 ２Ｏｐ Ｅ〃Ｅｑ Ｅｘｔ Ｃｔ
３２教育課程の資格認定 ２Ｏｃ Ｑｕ Ｉｎｔ Ｒ
３３学生のアクセス ２Ⅰ Ｅｑ Ｅｘｔ Ｓｉ／Ｃｔ

３４教員養成 ２Ｐ Ｑｕ Ｅｘｔ Ｓｉ
凡例 Ⅰ：インプット、 Ｅｆ：効率 Ｅｘｔ：外部 Ｒ：評判

（注：Ｂｕｒｋｅ，１９９８，ｐｐ．９５・９８をもとに作成）

各州のパフォーマンス・インジケータはサウスカロライナを除いて比較的少数である。

学士課程の教育水準（の向上度）や退学率（の減少度）を採用する州が多いが、州の間

で多様性が大きい。日本と異なり研究よりも教育が中心となっているのは、州政府の関
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心が教育の質の向上にあるからであろう。

大学と短大ではやや異なっている。大学では授業選択の自由度、残留率と卒業率、短大

では就職に重点がある。

表４　大学と短大の違い

４年制大学 短大

残留率と卒業率（１０） 残留率と卒業率（８）

就職（８）

短大から大学への編入（６） 短大から大学への編入（６）

教員の授業負担（５） 教員の授業負担（４）

選択の自由度（５）

卒業単位数 と卒業に要する年数（４） 卒業単位数 と卒業に要する年数（４）

資格試験テス ト成績（４） 資格試験テス ト成績（４）

編入生の卒業率（４）

職業訓練、職能開発（４） 職業訓練、職能開発（４）

（注：Ｂｕｒｋｅ，１９９８，Ｐ．５３）

３　パフォーマンス・フアンディング、バジェッティング、レポーティング

パフォーマンスとアカウンタビイティーのシステムには様々な形態があり得る。よく使われる分類は、

パフォーマンス・フアンディング、パフォーマンス・バジェッティング、パフォーマンス・レポーティ

ングである。

バーク（１９９８）によると、達成された結果に基づく資金配分には２種類がある。パフォ

ーマンス・フアンディング（ＰＦ）は、資金配分が結果とタイトに直接的に関連する。各

インジケータの得点が配分額を規定する。パフォーマンス・バジェッティング（ＰＢ）は、

ルースに間接的に結びつくもので、知事や議会が各大学への配分額を決定する時に文脈上

の諸要因として大学の報告を考慮するものである。

この他に、パフォーマンス・レポーティング（ＰＲ）もある。これは、資金配分と結び

つかず、消費者に結果が示されるだけである。

１９９７年現在での状況は下の表５の通りである。これら３つを採用していない州も１０州

程度ある。パフォーマンス・フアンディングとパフォーマンス・バジェッティシグを実施

している州が南部に多いのは、伝統的に保守的な風土であること、経済的に裕福でないこ

と、南部諸州地域高等教育委員会連合が緊密な連携をとっていることにあると思われる。

表５　パフォーマンス・インジケータと資金配分の関連（１９９７年）

パ フォ ー マ ン ス ・ コ ロラ ド、 コネ チ カ ッ ト、 フ ロ リダ、 ケ ン タ ッキー 、 ミネ ソタ、 ミズー リ、 オ

フ ァ ンデ ィン グ ハ イ オ 、 サ ウスカ ロ ライナ 、テ ネ シ ー 、 ワ シ ン トン （１０州）

パ フォ ー マ ン ス ・ ア ラバ マ 、 フ ロ リダ 、ハ ワイ 、ア イ ダ ホ 、カ ンザ ス、ネ ブ ラ スカ 、 ロー ドア イ

バ ジ ェ ッテ ィ ン グ ラ ン ド、 テ キサ ス （８州 ）

パ フ ォー マ ン ス ．

、レポ 、－ テ ィン グ

２３州 以 上

（ＢｕｒｋｅａｎｄＳｅｒｂａｎ，１９９８，ｐ．７より作成。重複あり）
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パフォーマンス・フアンディング

高等教育におけるパフォーマンス・フアンディングは、「複数の個別的なインジケータに

基づいて公立大学のパフォーマンスに対して直接的かつタイトに、特定の州政府資金を配

分しようとすること」と定義できる。それは、次のような長所と欠点がある。

表６　パフォーマンス・フアンディングの長所と欠点

長 所 欠 点

結果や成果 が重視 される 予算 の不安定性が増大す る
目標を確 定 し優先順位 がつ け られ る 実行 のコス トが財政上の優位 性 を上回る可能性あ り
アカ ウンタ ビリテ ィーを増大 させ る 高等教育 の結果 を計測す ることが困難 である
高等教育を改善す る潜在力が ある 大学の 自律性 を崩壊 させ る
自由裁量のある資金 を大学 に与える 大学首脳部 と構成員 の間で成功や質についての見解 が異 な
小 さなイ ンセ ンティブで大きな効果が あ る
る 大学 の使命 と質が少数 のイ ンジケータで表現できない

州によって 目標 が異 なる
アセ スメン トの方法 の開発が困難 でコス トがかかる

現実 にイ ンパ ク トを与 えるには配分比率が小 さい

州 の優先事項は変化 しうる

Ｊ．Ｂｕｒｋｅによれば、２０００年現在１７州でパフォーマンス・フアンディングが実施されて

おり、１９９７年の１０州から大幅に増大している。多くの州は１９９０年代からパフォーマン

ス・フアンディングを開始しているが、その成果はまだ不明瞭である。とはいえ、彼の調

査によると、６州の高等教育管理運営担当者は、パフォーマンス・フアンディングは、「か

なりの程度」高等教育のパフォーマンスを改善したと述べており、３州の担当者は「ほと

んどまたはわずかしか」改善していないと述べている。

パフォーマンス・バジェッティング：パフォーマンス・ベースの予算

パフォーマンス・ベースの予算は、「パフォーマンスとアカウンタビイティーを改善する

ために、期待される結果の達成度に対して大学の財源をリンクさせる過程」として定義さ

れる。その過程の中で、政策担当者は一つのプログラムが提供することを期待されるレベ

ルと質を決定する。大学の職員は、その達成結果を報告し、政策担当者はそれを評価し、

予算決定に際してそれを考慮する。パフォーマンス・バジェッティングでは、知事や議員、

調整委員会や理事会が各大学のパフォーマンス・インジケータの達成度を大学への配分決

定の際の一つの要素として考慮する。

パフォーマンス・バジェッティングは、パフォーマンス・フアンディングのように財源

配分と直接的にリンク草ず、パフォーマンスに関する情報が意志決定者に報告され、意志

決定者は予算決定に際しその情報を使用することができる、というものである。情報の使

用が義務づけられているわけではない。　現在、２８州がパフォーマンス・バジェッティン

グを採用している。Ｊ．Ｂｕｒｋｅの１９９７年の論文では１６州であった。パフォーマンス・バジ
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ェッティングが、高等教育のパフォーマンスを「かなり」改善したと回答した州政府財務

担当者は皆無であった。

パフォーマンス・レポーティング

パフォーマンス・レポーティングは予算過程と最もルーズに結びついている。それは政

策担当者や公衆に対するパフォーマンス情報である。しかしそれは戦略的な計画や予算過

程に結びついていない。大学は年次報告書やレポートカードを準備する。バークの研究で

は３０州がパフォーマンス・レポーティングを採用している。

配分の様式

パフォーマンスの測定方法や測定結果の利用方法は州によってかなり異なる。

測定方式では、大学側が測定尺度を用意するタイプ、全州的に共通の測定尺度を利用す

るタイプがある。前者の場合、大学の自律性は高いが、測定結果の大学間比較ができない

欠点がある。

配分方式では、優れたパフォーマンスをあげた大学に対して、それに応じて経常費を上

乗せして配分する「上乗せ」タイプと「皆増皆減タイプ」がある。「上乗せ」タイプでは、

大学は既存の経常費に加えて、上乗せ分の資金配分を受けることができる。最も早期に実

施に踏み切ったテネシー州がこの方法を採用し、後に続く多くの州もこの方式に倣ってい

る。なお、サウスカロライナは、当初「皆増皆減タイプ」の高等教育費の１００％を成果に

基づいて配分しようとしたが、結局、上乗せ方式を採用するに至った。上乗せ分の資金が

支出額に占める割合はそれほど高くない。最も多いテネシー州で５．４５％であり、どの州も

５％前後かそれ以下である。

また、上乗せ型でも、それが他大学の取得分が自大学の取得分に影響する「競争型」つ

まりゼロサム型と、他大学の取得分に影響されない「非競争型」タイプがある。下図は、

テネシーの非競争型を図示したものである。

図１　上乗せ型の配分のしかた

←　　州　　政　　府　　か　　ら　　の　　配　　分　　金　　額　　の　　総　　計　　→

経常費 得点８０点
（４％）

経常費 上乗せ分（１００点満点）

（経常費の最大５％）
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４．テネシー州におけるパフォーマンス・フアンディング

公立高等教育システムの管理機構

テネシー州には１９９７年現在、公立４年制大学が１０校、公立短大が１４校ある（私立は

４年制大学４４校，短大１０校）。テネシー大学とそれ以外の機関は別の理事会で管理され

ているが、全ての公立高等教育機関はテネシー高等教育コミッション（ＴＨＥＣ）によって調

整されている。

実施の経緯

テネシー州では、高等教育機関の予算は在学者数と費用に基づいて全面的に決定されて

いたが、入学者数が頭打ちになった１９７０年代半ばに有力な議員や大学学長から従来の予

算配分方式に対する強い批判が出た。州立大学の調整団体であるテネシー高等教育コミッ

ション（ＴＨＥＣ）は１９７５年に財団からの援助を受けて成果と質に基づく付加的な予算配分

を開発すべく新しいパイロット研究を開始した。１９７６・７７年に１２のキャンパスでパイロ

ットプロジェクトが実施され、様々なパフォーマンス・インジケータ（ＰＩ）に関するデータ

の収集と利用についてテストが行われた。

実験的試行期（１９７９－１９８２年）

１９７９年、教育予算と一般予算の教育部分の２パーセントが、評価プログラムを実施しそ

の結果を年次報告にまとめた機関にその報償として追加配分された。公立の二年制および

四年制の高等教育機関の多くが、このパフォーマンス・フアンディングに参加した。質の

指標は、一般教育の成果、各専門領域の教育成果、資格認定状況、卒業生の満足度、その

他、の５領域からなっていた。この１９７９－８２年の「試行期」には、参加は各高等教育機関

の自由であった。上乗せ分の配分は過去の自己の点数からの改善の程度に応じてなされ、

ある機関への配分金額は他の機関のそれに影響を与えないようになっていた。つまり、満

点を獲得した大学は２％の金額がもらえたのである。

その後のパフォーマンス．フアンディングの展開

１９８３年には、ガイドラインが大幅修正され５年間、成果に応じた予算配分プログラムを

実施するに至った。１９８３年にパフォーマンス・フアンディングの部分は上限は５％までに

増大し、１９８２１８３年度から１９８６－８７年度までの第一期には、同州の全ての高等教育機関が

参加した。１９８３年以降、教育および一般予算の５パーセントがパフォーマンス・フアンデ

イングに充てられるようになった。試行期以降の配分基準の推移は表２に示している。

１９８８－９２年度の第二期には、指標が一つ追加され採点基準も変更された。学生の成績を

より重視するようになるとともに、自校の過去の成果だけでなく他州の類似機関との比較
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も考慮されるようになった。大学は平均して上乗せ分の７７％、短大は８８％を獲得した０

１９９３・９７年の第三期には、指標はさらに大幅に変更され、中退率や卒業率、マイノリテ

ィの成績や卒業率、教育に関するピアレビュー、大学将来計画や改善活動なども考慮され

るようになった。この政策の実施期間中、一般教育の改善は不変であったが、教育課程が

専門的資格認定団体の認定を受ける割合が増大し、専門領域の教育の成果は上昇したと言

われている。州知事、議員、高等教育関係者は、これまでの「実験」を支持する者が多か

った（Ｂａｎｔａ，１９８８）。

最近の第五期（２０００・２００５年）については、各公立高等教育機関は最大限５・４５％までの

予算を獲得できる。

表７　テネシー州のパフォーマンスの配点基準とそのウェイト

試行期 第一期 第二期 第三期 第四期 第五期

１９７９－１９８０ １９８１－１９８２ １９８３－１９８７ １９８８－１９９２ １９９３－１９９７ １９９８－２０００ ２０００－０５

１教太課程の １教 公課 程 １教 育課 程 １資 格認 定 １資格認 定（１０） １：一般教育 １：学力テス トと教育課
． 日　 ∃三
資格認定（２０）

　 目口
の資 格認 定

Ｉ＝■

の資 格認 定

　　 Ｐ
（２０）

２．主専攻のテス ト １Ａ：基礎 成果の 程のレビュー

（２０） （２５） （１０） テス ト（１５）

１Ｂ：試行的評 価

Ａ一般教育成果のテス

ト（１５）２．卒業生の専 ２．教 育 課 程 ２．テ ス トま ２．主 専 攻 分 ３．一 般教 育 の成

攻 分 野 で の の成果（２０） た は ピア レ 野　 の　評 価 果（１０） （１０） Ｂ．その他の一般教育成

成績（２０） ビュー に よ

る各 専門分

野 の 教育課

程 の 評 価

（３０）

（３０） 果テス トの試行（５）

Ｃ．教育課程のアカウン

タビリテイ（２５，短大 １５）

Ｄ．主専攻分野のテス ト

（１５）

４．卒業生在学生調 ２．主専攻分野 ２：満足度調査

査（１０） ２Ａ：教育課程の

資格認 定（１５， Ａ：学生卒業生調査３．卒業生の一 ３．一般 教 育 ３．テ ス ト、 ３．学 部 生 の ５．弱点補強のため

般 教 育 の 成 の成果（２０） ４年 間 の付 一般 教 育成 の改善行動（１０） 短大 １０） （１０）

Ｊ‾
果（２０） 加 価値 、短 果（２０） ６．資格認定を受け ２Ｂ：教育課程 の Ｂ．編入と接続（５，短大

大 卒業 生 の

就 職 に よる

大学全 体 の

教 育 成 果

（２５）

て い な い学 士課

程 の ピ ア レ ビ ュ

ー（１０）

レビュー（２０，

短大 １０）

２Ｃ：主要分野の

評価（１５）

なし）

４．学生 、卒 業 ４．教 育 課程 ４．調 査 に 基 ４．満 足 度調 ７．修士教育課程の ３．学生の成功 ３：計画と協同

生 ，雇 用者 へ とサ ー ビス づい た教 育 査（１５） ピア レビュー（大 と満足度 Ａ．明確な使命をもった

の 調‾査 に 基 へ の満 足度 方法 上 の改 学）または就職（短 ３Ａ：学生卒業生 大学の目標（５）

づ く教 育 課

程 とサ ー ビ

スの評価（２０）

（２０） 善（１０） 大）（１０） 調査（ＡＣＴ調 査

に変更）（１０）

３Ｂ：残留率（５）

３Ｃ：就職（短大

のみ １５）

Ｂ．州の戦略的な計画目

標（５）８．キャンパス固有

の入学 目的（１０）

５．専門家 によ ５．再 生 と改 ５．授 業 改 善 ５．矯 正 の結 ９．マイノ リテ ィ及 ４．州 と大学の ４：：学生の成果と実行

る 教 育 課 程 善へ の計 画 へ　 の　計 画 果 （授 業 改 び 全 学 生 の 卒 業 指導性 Ａ．アウトプットの達成

の　ピ ア　レ　ビ の評価（２０） （１０） 善 へ　 の　計 率（１０） ４Ａ：大学の戦略 １．退学・残留（５）

ユー（２０） 画）（１５） １０．使 命 に 関、達す 的計画 目標（５） ２．就職（短大 １５）

る 大 学 の 諸 目的 ４Ｂ：州 の戦略的 Ｂ．アセスメン トの実行

（１０） マス タープラ

ン目標（５）

（１０）

１００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

出典‥ＴｒｕｄｙＢａｎｔａ ｅｔ ａｌ（１９９６），ｐ．２５およびＴＨＥＣ資料”Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｆｕｎｄｉｎｇ”（１９９７），”Ｐｅｒｆｂｒｍａｎｃｅ Ｆｕｎｄｉｎｇ

Ｓｔａｎｄａｒｄｓ２０００－０１ｔｈｒｏｕｇｈ２００４－０５’’（２００３）より作成。
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５．コロラド州におけるパフォーマンス・フアンディング

政策の流れ

コロラド州もパフォーマンス・フアンディングを採用している。以下では、コロラド州

の公立高等教育を例にとり、パフォーマンス・インジケータの内容と同州の主要大学にお

けるアセスメントの結果を具体的に調べてみよう。

コロラド州の公立高等教育機関の調整団体　Ｃｏｌｏｒａｄｏ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ ｏｎ Ｈｉｇｈｅｒ

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ（ＣＣＨＥ）は１９６５年に設立されたが、その力は長い間弱体であったといわれる。

しかし１９８５年、州議会で高等教育法（Ｈｏｕｓｅ Ｂｉｌｌｌ１８７）が可決され、高等教育のアカウン

タビリティー要件が盛り込まれたことにより、ＣＣＨＥの力が強化された。

１１８７法の「高等教育アカウンタビリティー」の部分は、次のように述べている。すなわ

ち、（ａ）高等教育機関は入学から卒業までに学生の知識、能力、技能の改善を明らかに説明

できるようにしておかなければならないこと、（ｂ）それらの示しうる改善が社会に広報され、

資料を入手可能にしておくものとすること、（ｃ）高等教育機関は学生に対してどの程度のパ

フォーマンスを期待しているかを明確に示すこと、そして（ｄ）学生と高等教育機関は、時間、

努力、資金といった資源を効果的に使用することによって、そのような改善を効率的に達

成すること。その法律はさらに、大学は「学生が教育課程を履修する中で発展させる知識、

能力、技能を測定する（ａｓｓｅｓｓ）するための体系的なプログラムを立案し実行すること」を

義務づけた。

しかし、この段階では、測定方法の決定は各高等教育機関に委ねられていた。各機関に

は自由裁量の余地があった。各機関からの報告はＣＣＨＥが設定した基準に従っており、こ

の意味では機関間に一貫性はあった。しかし、「機関固有の」報告データは機関により異な

っており、州レベルでの統一した指標にまで集計することはできない。ＣＣＨＥは学生や大

学のパフォーマンスを標準化された物差しを使って公衆に示す必要から、知事部局、議員

代表、高等教育機関側の代表者と協力して、「コロラド公立高等教育の採点表」を作り上げ

た（ＶａｎｄｅＷａｔｅｒ，１９９４，ＰＰ．１７・２２）。

１９９６年になって、州議会（ＧｅｎｅｒａｌＡｓｓｅｍｂｌｙ）でＨｏｕｓｅＢｉ１１９６・１２１９（高等教育の質の確

保法）が通過した。同法はＣＣＨＥに対して、各機関および州高等教育システム全体のパフ

ォーマンスを測定する「質指標体系」（ＱｕａｌｉｔｙＩｎｄｉｃａｔｏｒＳｙｓｔｅｍ，ＱＩＳ）を開発することを

命じた。

これを受けて、ＣＣＨＥは、１９９７年に各機関に必要とされる９つの「州が要求する指標」

を決定し、ＣＣＨＥと各機関は協力してデータを収集した。ＣＣＨＥはまた、各機関に独自の

指標「ローカル指標」を開発することを求めた。表８は、１９９７年段階でのＱＩＳの体系と

コロラド大学ボールダー校のローカル指標の例を示している。

ー３５－



表８１９９７年版ＱＩＳと大学ローカル指標（コロラド大学ボールダー校）

Ｑ ＩＳで 州 が 要 求 す る指 標 大 学独 自の指 標

１ 卒 業 後 の パ フ ォー マ ン ス １ 学部 教 育

２ 学部 生 の 成 功 ２ 大 学院 教 育

３ 学 生 の満 足 度 ３ 授 業

・４ 学生 指 導 （学 習 、進 路 ） ４ 研 究 と創 作

５ 卒 業 生 に対 す る企 業 の満 足 度 ５ 総 合 的 学習 環 境

６ 授 業 へ の支 出 ６ 学 外 へ の サ ー ビス

７ テ ク ノ ロジー 計 画 （授 業へ の教 育 工 学 の導 入 ） ７ 経 済 発 展・へ の貢 献

８ ア セ ス メ ン トとア カ ウン タ ビ リテ ィー ８ ． 効 率

９ Ａ ：初 等 中等 教 育 との 連携 ９ 多 様 性 へ の コ ミ ッ トメ ン ト

Ｂ ：教 師教 育

１９９９年には、ＳＢ９９－２２９法という法案が通過し、知事の署名により施行された。ＳＢ９９－２２９

法はＨＢ９６－１２１９法をより精密にしたもので、州全体の８つの高等教育の目標と大学が行勤

しなければならない２３種類の行動からなる。ＣＣＨＥ　と大学、大学理事会は、協力して

ＨＢ９６－１２１９法の趣旨に則りながらＳＢ９９－２２９法を具体的に実施する作業を行ない、ＱＩ Ｓの

改訂を行った。その結果、１９９９－２０００年に実施する９つの中核的な質の指標を構築した。

９尺度からなる「質の指標の基準」（ＱｕａｌｉｔｙＩｎｄｉｃａｔｏｒｓＳｔａｎｄａｒｄｓ）は合計で１０００点満点

であり、その得点が、２０００／０１予算年におけるＣＣＨＥから大学への新規予算額の７５パーセ

ントの配分に使われる。残りの２５パーセントは、フルタイム換算の在学者数の増減に応じ

て各理事会に配分される。予算の１％以下の金額は不十分なパフォーマンスが見込まれる

事項に留保され、期待以上のパフォーマンスが見込まれる事項には未定だが相当の金額が

留保される（ＣＣＨＥ，１９９９Ｂ）。

ところがＱＩ Ｓの改訂作業が直ちに始まった。１９９９年１２月、各機関、理事会、ＣＣＨＥ

は、２０００－０１年度のパフォーマンス・フアンディングに使用する１０個の指標（表９）と、そ

れには使用されないが各大学に行動が要請される付加的な１１個の指標（表１０）をつくった。

（ＣＣＨＥ，２０００Ｂ）。

表９　２０００－０１年度のＱＩＳ：パフォーマンス・フアンディングに使用される指標

１ Ａ ：学 士課 程 の 卒 業 率 （４年 制 大 学 ）

Ｂ ：３年 間で の 卒 業 率 （２年 制 短 期 大学 ）

２ 教 員 の授 業 負 担

３ 同 一機 関 内で の 新 入 生残 留率 （１年 後 ）

４ Ａ ：卒 業後 の免 許 、 資格 試 験 、大 学 院 入 学 、そ の 他 の試 験 での 達成 得 点 （大 学 ）

Ｂ ：卒 業生 の雇 用 ま た は進 学 （短 期 大 学）

５ フル タイ ム換 算 学 生 一 人 あ た りの大 学 の 支援 （ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌｓｕｐｐｏｒｔ）支 出

６ ２年 次 ま で の一 般 教 育 必修 授 業 の 開講 状 況

７ マ イ ノ リテ ィー 学 生 へ の 支援 と成 功

８ 学 位 取 得 に必 要 な単 位 数 （大 学 は １２０単位 、短 大 は ６０単位 を越 えな い こ と）

９ 各 大 学 が選 択 した 指 標

１０ 各 大 学 が選 択 した指 標
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表１０　パフォーマンス・フアンディングに使用されないが各大学に行動が要請される指標

１１ 大学 の修 学 指 導 の ガイ ドライ ン に コ ロ ラ ド州 学 生 会 の 「修 学指 導 政 策 」 が利 用 され て い る こ

と

１２ 授 業や 修 学 指 導 の評 価 結 果 をカ リキ ュ ラム計 画 に利 用 す るだ け で な く、 そ の結 果 を学 部 教 育

に携 わ って い る教 員 の 昇任 、任 期 更 新 、給 与 の決 定 に も利 用す る こ と

１３ 学 生 に よ る授 業評 価 の 結 果 を 学部 教 育 に携 わ って い る教員 の毎 年 の 人 事評 価 に利 用 す る こ と

１４ 経 済 的 に恵 まれ な い学 生 や伝 統 的 に不利 益 を被 って い る集 団 出身 の学 生 の 入 学 、残 留 、 卒 業

に必 要 な措 置 に か かわ る補 習教 育 へ の 参加

１５ 幼 稚 園か ら中等 教 育 ま で の教 員 研 修 プ ログ ラ ムの 企 画 と実施 にお け る校 長 や 教 員 の参 加

１６ 既 存 の大 学 ・学部 ・学 科 ・課 程 レベ ル で 実施 され 当該 分 野 に お け る知識 や技 能 を測 定 す る 、

卒業 年 度 実施 の アセ ス メン トプ ロ グ ラム。 可能 な限 り全 国 的 に比 較 可 能 な 専 門領 域 別 の テ ス

トを利 用 す る。 成 果 の ポ ー トフ ォ リオや 遂 行 能 力 の 実 演 も利 用 で き る。

１７ 大学 が学 部 学 生 に提 供 して い る協 同学 習 、イ ン ター ンシ ップ 、社 会 貢 献 の学 習 を列 挙 す る こ

と

１８ 職 業 訓 練 プ ログ ラ ムや 、 大学 の役 割 や使 命 にか な っ た経 済 発 展 をめ ざす 研 究 の 遂行

１９ 教 室 で の 学部 課 程 の 授 業 、大 学 公 開事 業 、継 続 教 育等 で の 、テ ク ノ ロジー を利 用 した学 習

２０ 学 部 学 生 向 け の転 学 部 ・学 科 に際 して 単位 が 互 換 され る授 業 科 目の情 報 、Ｗｅｂで の 提 供

２１ 州 費 や 授 業料 を も とに した研 究 が 、授 業 や 学 習 に役 に 立つ 要 素 を持 って い る こ と

コロラド州各大学における教育の質の指標の実績

パフォーマンス・フアンディングに使用される１０の指標について、各大学の実際の数値を紹介し

よう。アメリカ高等教育の質の高さがどの程度のものであるかが分かってくる。高等教育機関の数は

多いので、４年制大学の各セクターの典型的大学一つを例にとることにする。まず、数字の解釈の

前提として、州法上に規定されている各大学の役割とミッション・ステートメントを表１１に記しておく

（ＣＣＨＥ，２０００Ｂ）。この条文は、ＣＣＨＥとの折衝で決定される公的なものである。

表１１　四年制大学各セクターの主要大学のミッション

セクター 大学名 州法上に規定されているミッション・ステートメントの概要
コロラド大 コロラド大学 入学水準の，高い、総合的な学士レベルの教育課程を提供する、総合 ・
学システム ポルダー校 大学院 ・研究大学。
コロラド鉱山大学 入学水準の高い、専門的な学士および大学院レベルの課程を有する大

学で、エネルギー、鉱物、物質科学、鉱山工学における学士および大
学院レベルの主要大学。

北コロラド大学 選抜的な入学基準を有する、学士レベルの総合的な教育課程と一部の
専門領域で大学院教育を行う大学。学士レベルおよび大学院レベルで

教員養成教育を行う主要大学で、教育の分野だけで修士および博士レ

ベルの大学院教育を行うものとする。
州農業理事 コロラド州立大 学士レベルの総合的な教育課程を提供し、ランドグラント・カレッジ
会 学 の伝統を有する、入学水準の高い総合的な大学院 ・研究大学。
州立カレッ デンバーメ トロ 制限付き無試験入学の総合的な学士課程レベルの教育を行う‾大学で、
ジ （Ｓｔａｔｅ

Ｃｏｌｌｅｇｅ）
ポリタン州立大
学

２０歳以上の非伝統的学生は高校卒業証書を有するだけで入学できる。

次に各大学がどの程度の教育上の実績を上げたかを、具体的に示そう。表１２は、各大学

の教育の質の達成状況を一覧表にしている。例えば、卒業率みると、ずいぶん低いことに驚かされ

る。コロラド大学ポルダー校でも入学後四年時の卒業率は３４．７％、６年後でも６３．７％である。しか

しこれは最高であり、オープン・アドミッションのデンバーメトロポリタン州立大学では、四
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年後卒業率はわずか３．９％、六年後でも１９．６％となっており、６年かかっても入学した学

生の２０％しか卒業していない。公立高等教育に対する批判が多いのは無理もないといえよ

う。

表１２　各セクターの主要大学の指標の実績値（１９９８－９９年度）と大学個別指標

指 標

コ ロラ ド大 学 コ ロ ラ ド 北 コ ロ ラ ド コ ロ ラ ド デンバ ー メ ト

ポ ル ダ ー校 鉱 山大 学 大学 州 立 大 学 ■ロボ リタンリ、卜１

立大学

１ 卒 業 率 ：　　　　　 ４年 後 ３４．７ ２９．５ ２２．９ ３１．４ ３．９

（６年 後 ） （６３．７） （６２．７） （４４．１） （５９．８） （１９．６）

２ 教員 の学部授 業負 担 ：週時 間数 ６．３ ８．９ １１．９ ８．９ １２．８

３ 残 留 率 （１年 後 ） ８４．０ ８７．２ ６７．８ ８２．４ ６４．１

４ ＧＲＥ（言 語 能 力 ）平 均 ５０９ ４８７ ４２５ ４７２ ４７０

統 一 会 計 士 試 験 合 格 率 ２６．３ ー ８．８ ９．１ １３．０

教 員 資 格 検 定 （小 ）合 格 率 ９３・９
－

８３．７ ８９．３ ８０．６

５ 学 生 一 人 支 援 支 出 額 （ドル ） １，４５２ ２，２９８ ７４１ １，２７３ ７９３

６ １年 次 一般 教 育必 修授 業 開 講数 ７０ １９ ８９ １２４ ２４１

７ マ イ ノ リテ ィ ー 学 生 残 留 率 ８１．０ ８８．０ ７０．６ ８１．５ ６７．１

卒 業 率 （６隼 後 ） ４９．４ ４６．７ ３２．３ ４９．７ １５．６

８ 必 要 単 位 数 （限 度 内 一 超 過 ） ４７・１ ０・０ ３５－０ ５７－０ ４８－１

９ 各 大 学 が 選 択 し た 指 標 学 部 生 の 特 殊 就 職 率 卒 業者 数 に 占 １年 次 の セ ミ 職 場 で の勤 務

な 学 習 機 会 へ

の 参加

め る就職 者 又

は進 学者 の数

ナ ー 開 講 数 経験

１ 各 大 学 が 選 択 し た 指 標 学 部 教 育 へ の 卒 業 生 の 学 生 に よる授 社 会 貢 献 の 学 多様 な 学生 へ

０ 州 支 出 に 対 す

る 学 士 号 授 与

数 の 割 合

初 任 給 業 の 質 の評 価 習 の 対応

コロラド州の公立高等教育機関の教育の質に関する指標体系は、パフォーマンス・フア

ンディングに使用する指標の部分と大学に要請する指標の部分の２重構造になっている。

テネシー州ではパフォーマンス・フアンディングに使用する指標には、一般教育や各専門

領域での全国的標準テストを使った「学力」に関するアウトカムが多数使用されている（山

崎，２０００）。データの獲得には多大な労力と時間がかかる。これに比べれば、コロラドの指

標は、最近の指標ほど、各高等教育機関の事務部門に保存されているデータを加工し統計

的に処理することによって得られるものが多い。比較的低コストで運営できる現実的なも

のであると言えよう。

６・サウスカロライナ＝１００パーセント・パフォーマンス・フアンディングからの出発

‘１９８８年の６２９法と１９９２年の２５５法によって、サウスカロライナ州の州立高等教育機関

はパフォーマンス・レポーティングが州議会から義務づけられた。これは大学の有効性報

告と呼ばれ、大学側が教育・研究・社会サービス等の活動成果を社会に対して公表し普及

させるものであった。

しかし、１９９６年に同州議会は３５９法という画期的な法律を通過させた。１９９９年までに
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公立高等教育機関への州政府支出は１００％、法律に明記している９項目３７にのぼるパフォ

ーマンス・インジケータを各大学がどの程度の達成しているに応じて各大学に配分される

ことになった。在学者数に応じて配分されてきた同州の高等教育機関への予算配分は、大

変革を経験することになる。それ以来、サウスカロライナ州高等教育委員会（ＣＨＥ）で

は多数のタスクフォースをつくり、３７の指標それぞれの下位カテゴリーを作成し、点数の

重みづけをする作業を行った。１９９７・９８年度１４指標、１９９８・９９年度２６指標、１９９９・２０００

年度には最終的に３７指標に基づいて財源配分が実行されることになった（表１３参照）。

サウスカロライナ州高等教育委員会によるパフォーマンス・フアンディングの定義は、

次のようである。「パフォーマンス・フアンディングは、教育の質を評価（ｅｖａｌｕａｔｅ）し、各

機関のパフォーマンスに基づいて高等教育機関に資金を配分することである」。同州のパフ

ォーマンス・フアンディングは、「ニーズの要素」と「レポートカードの要素」の二つの部

分に分かれる。「ニーズの要素」は、「資源が使命に従う必要性」（Ｍｉｓｓｉｏｎ Ｒｅｓｏｕｒｃｅ

Ｒｅｑｕｉｒｅｍｅｎｔ，ＭＲＲ）とも呼ばれる。それは、受容できるレベルで高等教育機関が活動を

し続けることに必要な資金をどの程度提供するかを決定する。これは次年度の予算編成に

使われる。「レポートカードの要素」は、ある所定の数のインジケータがどの程度遂行され

たかをもって高等教育機関を評価（ａｓｓｅｓｓ）する、一つの評価の要素である。

一年目の１９９６・９７年には、１４のインジケータがアセスメントされ、約４５０万ドル（１１０

円で換算して約５億円）がパフォーマンスに従って各機関に配分された。二年目の１９９７・９

８年には、２２のインジケータがアセスメントされ、約２億７０００万ドル（１１０円で換算し

て約３００億円）がパフォーマンスに従って各機関に配分された。

しかし、この間、大きな困難に遭遇した。１００％フアンディングは、理論的には可能でも

現実的ではない。しかも、３７のインジケータには様々な性格をもった数字で表現される。

例えば、実数の点数で表現できるものもあるが、良い一恵いのように１－０で表現される

ものもある。さらに、３７のインジケータには重複もある。

１９９９年３月、「１００％パフォーマンス・フアンディング」から、限定的な「パフォーマン

ス・インセンティブ・プール」（ＰｅｒｆｂｒｍａｎｃｅＩｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｐｏｏｌ）へと移行した

（Ｂｕｒｋｅ，２００２，Ｐ．Ｐ．２０９・２１０）。「留保金配分型」のシステムを採用することになった。ここ

で、プール（留保金）は、次の３つからなる。第１に、前年の歳出額を上回る超過分の２

分の１。第２に、前年の配分額の１．７５％プラスＭＲＲによって配分される新年度の配分額

の２分の１。第３に、同一セクター内の一定の達成水準以下の機関からの資金。

この留保された予算の中から、ベンチマークで「かなり優秀」の機関は配分額の５％、「優

秀」は３％、「まずまず」は１％を追加的に支給され、逆に「未達成」は３％、「まったく

未達成」は５％を削減される。
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表１３　サウスカロライナの９領域３７個のパフォーマンス．インジケーター覧

１９９７

－９８

１瑛）８

ー‡滑

１㈱ －

洲

説明

１．目的と使命の焦点化

Ａ．大学の目的と使命を達成するための支出額 ○ ○ ５Ａとの結合得点
Ｂ．目的と使命を達成するために提供されているカリキュラム ○ 得点
Ｃ．大学の目的と使命の承認 ○ ○ ○ 得点
Ｄ．使命 と目的を支援するための戦略的計画の採用 ○ ○ １Ｅとの結合得点
Ｅ．戦略的計画の 目標達成 ○ 得点
２．教授団の質

Ａ．教授陣の学位その他の資格 ○ 得点
Ｂ．学生や専門家を含めた教授団の業績評価システム ○ ○ 基準を満たすかの判定
Ｃ．テニュアー後の教員評価 ○ 基準を満たすかの判定
Ｄ．教授団の給与 ○ ○ ○ 得点
Ｅ．教室の外での学生の教員への接触の頻度 ○ ○ 基準を満たすかの判定、　２Ｂとの結合
Ｆ．無給での教員の地域社会へのサービス ○
３．授業の質

Ａ．クラス規模 と学生／教員比率 ○ ○ ○ 基準を満たすかの判定
Ｂ．教員の担当授業時間数 ○ ○ ○ 基準を満たすかの判定
Ｃ．専任教員とその他の専任職員との比率 ○ ○ ○ 基準を満たすかの判定
Ｄ．学位授与課程の資格認定 ○ ○ ○ 得点
Ｅ．良質の教師教育への大学の努力 と改革 ○ 得点
４．高等教育機関内外の協力 と協同

Ａ・大学内および他大学や産業界との技術、黎育課程、施設、 ○ 得点
設備、専門家の共同利用

Ｂ．私企業との協力や協同 ○ ４Ａとの結合得点
５．管理運営上の効率性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＼

Ａ．教育研究費用に比べた管理運営費用の比率 ○ ○ ○ 得点
Ｂ．最善の管理運営の実施 ○ 基準を満たすかの判定
Ｃ．管理運営や教育課程における未調整による重複や浪費 ○ 基準を満たすかの判定、
の低減 ５Ｂとの結合
Ｄ．全体的なオーバーヘッド費用 ○ ○ ○ ５Ａとの結合得点

６．入学要件

Ａ．学生のＳＡＴとＡＣＴの得点 ○ ○ ○ ６Ｂとの結合得点
Ｂ．学生の高校時の成績、平均評定点、成績 ○ ○ ６Ａとの結合得点
Ｃ．学生の高校卒業後における学問以外の成果 ○ 基準を満たすかの判定
Ｄ．州内学生の入学優先 ○ ○ ○ 基準を満たすかの判定 ．

７．卒業生の成績

Ａ．卒業率 ○ ○ 得点

Ｂ．卒業生の就職率 ○ 得点
Ｃ．雇用者の卒業生へのフィー ドバック ○ 得点

Ｄ．卒業生の職業的、学術的、雇用関連の試験成績や資格 ○ ○ ○ 得点

Ｅ．教育を継続する卒業生の数 ○ 得点

Ｆ．卒業生の取得した単位数 ○ ○ 基準を満たすかの判定
８．大学等の消費者に対する親切さ

Ａ．大学間の単位互換性 ○ ○ ○ 基準を満たすかの判定
Ｂ．卒業生やその他の者への継続教育プログラム ○ 基準を満たすかの判定
Ｃ．全州民の大学へのアクセスのしやすさ ‘ ○ ○ ○ 得点

９．研究費の財源

Ａ．教師教育改革への財政的援助 ○ ○ 得点
Ｂ．公的部門や私的部門からの助成金の金額 ○ ○ ○ 得点

実施 された指標の数 １４ ２　２ ３　７ 得点　　　 ２３

基準を満たすかの判定 １４
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１９９７年以降のパフォーマンス・フアンディングによる配分状況は表１４に示す。「１００％

パフォーマンス・フアンディング」から、「留保金配分型」への移行により、資金配分に占

めるパフォーマンスの割合が急減したことがわかる。

表１４　サウスカロライナ州公立高等教育予算の変化

予 算 年 州 政 府 か らの 歳 出 パ フォーマ ンスによる金額 パ フォーマンス による割合

１９９７－１９９８ ６７４，９４１，５４０ ドル ４，６２５，００３ ドル １％

１９９８・１９９９ ７０５，１４５，２８６ ドル ２６５，６６８，８１８ ドル ３８％

１９９９－２０００ ７５４，６８８，７４７ ドル ２５，７９４，２４１ ドル ３％

２０００・２００１ ８０２，４９９，１８８ ドル ２７，０８０，９２０ ドル ３％

（出典：ＳｏｕｔｈＣａｒｏｌｉｎａＬｅｇｉｓｌａｔｉｖｅＡｕｄｉｔＣｏｕｎｃｉｌ，２００１，Ｐ．１．）

また、臨時の委員会により　３７のインジケータの改定が議論され、２０００年２月にＣＨＥ

の承認を得た。２００１年６月には下院の要請によりつくられた議会監査委員会（Ｌｅｇｉｓｌａｔｉｖｅ

ＡｕｄｉｔＣｏｕｎｃｉｌ，ＬＡＣ）がパフォーマンス・フアンディングについて検討結果を公表した。Ａ

ＲｅｖｉｅｗｏｆｔｈｅＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎＰｅｒ払ｒｍａｎｃｅＦｕｎｄｉｎｇＰｒｏｃｅｓｓ　なる報告書では、簡単

に測定することができないインジケータとして表１３の２Ｆ、４Ａ／４Ｂ、５Ｃ、７Ｃ、６Ｃを指

摘するなど問題点を指摘し、さらに過去に比べて機関間の予算格差が拡大し、高等教育の

無駄や重複は解消されていないこと、ＣＨＥは予算支出とその結果について詳細に検討する

よう求めた。

７．その他の州の実施状況：ミズーリ、テキサス

ミズーリ：大学側の自己点検結果に基づく資金配分

ミズーリは１９９１年に、州の達成目標を首尾よく達成した機関を報いるために、パフォー

マンス報告と予算措置のための尺度開発に着手した。ミズーリ高等教育調整委員会での調

整作業の主な力点はパフォーマンス・フアンディングよりもむしろパフォーマンス・レポ

ーティングにおかれた。これは従来から行われている各大学の自己評価データの収集と密

接に関連するものであった。１９９２年に同委員会はタスクフォースを設置し、４つの全州的

テーマ（入学政策、大学内の多様性と教育課程編成、管理運営上の効率性とアカウンタビ

リティー、およびガバナンス）を策定し、続いて、２４項目の州の目標をこの４つのテー

マに関連づけた。１９９４年を期して、少額のインセンティブ資金（短大予算の０．９％、四年

制大学の１．２％）をパフォーマンス・レポーティングと結びつけた。これは「結果による資

金」（Ｆｕｎｄｉｎｇｆｏｒ Ｒｅｓｕｌｔｓ，ＦＦＲ）として知られている。この計画は、全国的な標準試験で

の成績やマイノリティーの卒業率など全州的な目標を重視すると同時に、個々の大学が独

自に開発した質の指標に即して各大学が評価することによってインセンティブ資金を受け
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いれることができる点で大学の自律性を配慮したものとなっている。

現在、２９の公立高等教育機関はすべてこのプログラムに参加している。１９９７予算年に

おいてＦＦＲ関連予算は１２７０万ドルである。これは全経常予算の３パーセントでしかない

が、予算増加分の１６パーセントを占めている。ＦＦＲ予算のうち２８０万ドルは教授学習上

の革新の実験に充てられている。１９９９年度のインジケータは表１５に示している。

表１５　ミズーＪノの１９９９予算年における指標

名 称 実施 対 象 説 明
卒 業 予 定者 に よ る評 価 大学 ・短 大 評価 対象 者 １人 当た り １００（短 大 は ３５） ドル 支 給－。

全 国 的テ ス トで も大学 独 自テ ス トで も可 。
不 利 益 を 受 け て い る集
団 の成 功

大 学 ・短 大 少 数 民族 卒 業 生 １人 当 た り ６００（短 大 ３００）ドル 。

卒 業 予 定 者 の パ フ オ ー 大 学 ・短 大 一 般 教 育 と専 門教 育 の全 国テ ス トで 上 位 ２分 の １の 学生 １人 当

マ ンノス た り　５００ ドル 。 短 大 で は資 格 証 等 の 取得 者 ま た は一 般 教育 の全
国 テ ス ト上位 ２分 の Ⅰの者 １人 当た り　３５ ドル 。

フ ル タ イ ム 新 入 生 の 履 大 学 ・短 大 １年 目に ２４単 位 、ＧＰＡ２．０以 上 で修 了す る者 の割 合（大 学短 大 と
修 率 も ２０００年 度 よ り実施 ）
教 員 志 望者 の質 大 学 目標 値 は入 学 者 の ９０％が ＡＣＴで ６６ハ〇－センタイル、Ｃ－ＢＡＳＥ で ２６５

点 以 上 、 卒業 者 の ８０％が ＮＴＥ の 平 均値 以上 で あ る こ と。 該 当
者 比 率 に応 じて 各 大 学 に資 金 配 分 。

大学 院 新入 生 の 質 大 学 ６６％以 上 の者 が 全 国 的 な大 学 院 入 試 （ＧＲＥ，ＭＡＴ，ＬＳＡＴ等 ）の　 成
績 で 上位 ５０％で あ る こ とを 目標 とす る。 基 準 を越 えた 学 生 １人
当た り ５００ ドル 支給 。

学 部 新 入 生 の質 大 学 高 校 で １６　単位 の コア 科 目 を修 得 した大 学 卒 業 生 の割 合 に応 じ
て 配 分。 （２０００年 度 か ら実 施 ）

卒 業 目標 の達 成 大 学 ６ 年 間 の 時 間枠 内 に卒 業 した者 の割 合 が各 大 学 が 申告 した 目標
割 合 に対 す る成 功 率 に応 じて配 分 。

資 格 証 や 学位 の 生 産性 短 大 １年 以 上 教育 の資 格 証 又 は準 学 士 号 の 取得 者 １人 当た り １１ｑ ド

ル 。
就 職 状 況 短 大 卒 業 後 １８０ 日間 の追跡 調査 に よ り、 職 業 課程 卒業 者 で 職 業 関連

又 は 軍 隊 関連 の職 務 に就 いて い る者 １人 当 た り １２５ ドル を 支
給 。

４年 制 大 学へ の編 入 大 学 ・短 大 短 大 で の 履修 単位 中 １２　単位 以 上 の 単位 互 換 を認 め られ た 大学
卒 業 者 １人 当た り １２５ ドル （大 学短 大 とも）。

学 内 で の 結 果 に 基 づ く 大 学 ・短 大 理 事 会 が結 果 に よ る予算 配分 を キ ャ ンパ ス レベ ル に拡 張 し、 教
予算 配 分 授 学 習 の 改 善計 画 を奨 励す る。

テキサス

テキサス州議会は１９９１年に、同州高等教育調整委員会に「パフォーマンスに基づく援

助」のシステムを開発するよう命じた。調整委員会は当初、高等教育機関への予算の５パ

ーセントないし１０パーセントを予め留保し、個々の機関が調整委員会との間で共同開発

した１０の基準を各大学がどの程度充足しているかに応じて大学へ配分する案をつくって

いた。しかし、データ収集のコストや複雑さを考慮して新しい方式を採用することになっ

た。すなわち、経常方式の配分に加えて、１３の尺度についてのパフォーマンスに応じた

追加的配分を実施することになった。各大学が開発した尺度を利用しないで、すべての機

関がそれぞれの尺度ごとに用意されたお金を競争によって獲得することになったのである。

同州は２年単位の予算であるため、新しい計画案は１９９７・９８年の議会で審議される。
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８．パフォーマンス・フアンディングの示唆と問題

日本の現状を考慮して以上を総括すると、政治家主導であること、研究ではなく教育に

関心があること、教育の成果をあくまでも数値で客観的に測定しようとしていること、さ

らに、大学教育の成果のの改善を数字で客観的に示すように州政府が大学に求めているこ

とに驚かされる。

次のような図式になっている。

州の高等教育の目標→パフォーマンス・インジケーター→（数値目標）→得点化一→資金配分

１９９３年の「パフォーマンス・フアンディングハンドブック」によれば、パフォーマンス・

フアンディングの目的は次のように述べられている。

「テネシーのパフォーマンス・フアンディングは、それぞれの使命を遂行する上での教

育上の改善と学生の学習を刺激することをねらっている。パフォーマンス・フアンディン

グは、価値ある大学の成果に対する動機づけであり、テネシーの市民、州政府行政部門、

議会、教育管理者、教員に対して、公的な財源で運営される高等教育の進歩を評価する手

段を与える。パフォーマンス・フアンディングは、教育上の卓越性を鼓舞することによっ

て高等教育が揺るぐことなき公的支持を得ることに貢献し、大学計画、教育課程の改善、

学生の学習の援助となる」。

バンタ（１９８８）は、テネシーで比較的長い間、パフォーマンス・フアンディングが続き得、

その後他州にも同様の試みを拡大させるようになった「成功」の原因として、次のような

事項をあげている。

１．当初、パフォーマンス・フアンディングへの参加はボランタリーなものであったこと。

２．結果が示されれば、パフォーマンス・フアンディングは予算増額となったこと。

３．予算額は、大学を評価に参加させるに十分な金額であったこと。

４．大学の代表者が基準作成に参加したこと。

５．段階を設けて教職員が徐々に参加できるようにしたこと。

６．基準がフレキシブルで、大学の革新を促進したこと。

７；各大学は他大学と予算を巡って競争しなかったこと。努力すれば自己の全予算の最大

２％（その後５％）が得られること。

８．テストの点数の高さそのものを強調せず、学生の点数の上昇に対して報償を与えたこ

と。

テネシーの試みは、高等「教育」の「改善」を引き出す巧妙な財政メカニズムであると

いえよう。そこでの大学評価は、大学側による自己点検を越えてコミッションによる評価

の色彩さえある。しかし、「改善のための評価」Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎｆｏｒｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔを実現する

というビジブルでわかりやすいメッセージが関係者に共有され、その目標達成に向けて高
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等教育機関が実際に動いたことは、大きな示唆を与えてくれると思う。

しかし、問題点もある。ＳＨＥＥＯは、州へのアンケート調査から、パフォーマンス・

フアンディングの長所と欠点をまとめている（以下、Ｓｂｅｅｏ，１９９８より引用）。

長所としてあげられた事項は、以下の通りである。

政治的指導者から高等教育への支持を得ることができる／

成果の改善へのインセンティブとなる／

在学者数に基づく助成方法に代わる方法となる／

アカウンタビリティの要求への回答となる／

計画目標を予算と関連づけることができる／

高等教育への信頼を強化するためのイメージと信用をつくりあげる／

政治的指導者とよりよいコミュニケーションがとれる／

予算決定時にインフレ率や在学者増だけしか考えないよりもましである。

他方、問題点として挙がった事項は以下の通りである。

大学の自律性と州レベルの審査や統制とをどのようにバランスさせるか／

質の測定、特に学生の学習の質を測定する際の複雑性をどうするか／

大学側が目標を低く設定する時に生じる葛藤にどのように対処するか／

各大学の使命の違いを十分に反映する指標があるか／

長期的な目標に対応するよりも短期的な１年単位の変化に適応しようとすること。

大学教育の成果は、学生の資質、社会的背景、大学入学以前に受けてきた教育、キャン

パスの教育環境や雰囲気、大学のカリキュラム、個々の授業、友人との接触、帰宅後の学

習状況など、様々な影響要因によって規定されている。しかもそれらの影響関係は複雑で、

因果の経路は未解明である。それにもかかわらず、州議会は性急に結果を求めている。そ

のような強引とも言える政策が、高等「教育」の改善を引き出すことになれば、成果が生

まれてくるであろう。大学生の学習のプロセスとアウトプットの間のプロセスは、ブラッ

クボックスのままである。これは政治的な所産であるが、その間を解明する基礎的な研究

が求められているといえよう。

州からのインセンティブと大学の自律的な改善の努力がある意味で結びついたのがパフ

ォーマンス・インジケータの試みであったといえよう。大学外からの圧力は、退学率の減

少による大学教育の質の向上、学力テストによる成果の確認などといった物差しに現れて

いる。それは、大学の自律的な教育改善の試みと合致する面もあるが、矛盾する面もある。

サウスイースト・ミズーリ大学の付加価値アプローチアプローチの試みは、前者の例であ

る。

教育面でのパフォーマンス・インジケータとして最も使われている退学率や残留率とい

う物差しは我が国にはなじまない。大学教育における評価基準の標準化と厳格化がなけれ
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ばその物差しの意味がない。さらに、学部生の学力テストによるアセスメントは、大学の

カリキュラムと無関係であるという本質的な問題もある。

しかし、大学生の学力の問題が論議されている今日、大学がどの程度、学生の資質の向

上に貢献しているかを明らかにすることは教育研究の中心的課題である。数おおくのイン

ジケータのうち、学力や達成度に関するものは参考になる。これまで、初等中等教育は日

本が優れているが、高等教育はアメリカが優れているといわれてきた。これは真実なので

あろうか。国際比較可能な尺度を用い、我が国の高等教育の水準、特に教育面での水準を

評価することが必要である。もし日本の高等教育の質が劣っているとすれば、改善策が講

じられねばならない。さらにまた、付加価値アプローチをはじめ、大学の教育改善を引き

出すように考案されたインジケータ体系は、大学評価で大きな参考になる。

参考文献

Ａｓｔｉｎ，ＡｌｅｘａｎｄｅｒＷ．，１９８５，Ａｃｈｌｅ下血ｇＥｄｕｃａｔｉｏｎａｌ助ｃｅ〟ｅｎｃｅ，Ｊｏｓｓｅｙ－Ｂａｓｓ．

Ａｓｔｉｎ，ＡｌｅｘａｎｄｅｒＷ．，１９９３，ＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔＲ）ｒ助ｃｅ〟ｅｎｃｅ，ＯｒｙｘＰｒｅｓｓ．

Ｂａｎｔａ，Ｔｒｕｄｙ．Ｗ．（ｅｄ．），１９８６，ＰｅｚＡｍａｎｃｅ Ｆｕｎｄｉｎｇｉｎ　堀ｅｒ ＥｄｕｃａｔＩｏＤ：Ａ Ｃｈｔｉｃａｌ

Ａｎａか壷ｏｆ乃ｎｎｅｓｓｅｅ急Ｅｗｅカｅｎｃｅ，ＮａｔｉｏｎａｌＣｅｎｔｅｒ．ｆｏｒＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎＭａｎａｇｅｍｅｎｔ

Ｓｙｓｔｅｍｓ．

Ｂａｎｔａ，Ｔｒｕｄｙ．Ｗ．（ｅｄ．），“Ｉｍｐｌｅｍｅｎｔｉｎｇ Ｏｕｔｃｏｍｅｓ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔｓ：Ｐｒｏｍｉｓｅｓ ａｎｄ Ｐｅｒｉｌ，”Ｎｂｗ

肋ｅｃｔｉｏｎｓｈｚ・１ｈｓｔＩｔｕｉｌｏｎａｌＲｅｓｅａｒｃｈ，Ｎｏ．５９，Ｊｏｓｓｅｙ－Ｂａｓｓ．

Ｂムｎｔａ，Ｔｒｕｄｙ．Ｗ．，Ｌｉｎｄａ Ｂ．ＲｕｄｏＩｐｈ，，Ｊａｎｉｃｅ Ｖａｎ Ｄｙｋｅ ａｎｄ Ｈｏｍｅｒ Ｓ．Ｆｉｓｈｅｒ，

１９９６，”Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ ＦｕｎｄｉｎｇＣｏｍｅｓｏｆＡｇｅｉｎＴｅｎｎｅｓｓｅｅ，”ＪｂｕｍａｌｏｆＢな力ｅｒＥｄｕｃａｔｌｏＤ，

Ｖｏｌ．６７，Ｎｏ．１．

Ｂｏｒｄｅｎ Ｖｉｃｔｏｒ Ｍ．ａｎｄ Ｋａｒｅｎ Ｖ Ｂｏｔｔｒｉｌｌ，１９９４，一一ＰｅｒｆｏｒｍａｎｃｅＩｎｄｉｃａｔｏｒｓ：Ｈｉｓｔｏｒｙ，

Ｄｅ仁ｎｉｔｉｏｎｓ，ａｎｄＭｅｔｈｏｄｓ一一，Ａ屯ｗ肋ｅｃｔＩｏｎｓＪｂｚ・ｈｓｔＩｔｕｔＩｏｎａｌＲｅｓｅａｒｃｈ，Ｎｏ．８２，Ｊｏｓｓｅｙ－Ｂａｓｓ．

Ｂｕｒｋｅ，Ｊｏｓｅｐｈ Ｃ．ａｎｄ Ａｎｄｒｅｅａ Ｍ．Ｓｅｒｂａｎ（ｅｄ．），１９９８，１ｂ血ａｎｃｅ Ｆｕｎｄｉｎｇ ｈｒ ＰｕｂＨｃ

月な烏ｅで　丘甘びＣ∂〟０〆　βｂｄ ｏｒ　乃・ｅ刀ｄア，仏屯Ⅳ　肋ｅｃむｂ刀β　ゐｒ　血β〟血〟０月βノ　βｅβｅβでｄ′

∧ｂ．タカ，Ｊｏｓｓｅｙ・Ｂａｓｓ．

Ｂｕｒｋｅ，Ｊｏｓｅｐｈ Ｃ．ａｎｄ Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ，２００２，Ｆｕｎｄｉｎｇ ＰｕｂＨｃ ｃｂ〟ｅｇｅｓ ａｎｄ ｔｈｌＩｖｅｚ・Ｓｌｔｉｅｓゐｚ・

１ｂｚＡＩｍａＤＣｅ，ＴｈｅＲｏｃｋｆｅｌｌｅｒＩｎｓｔｉｔｕｔｅＰｒｅｓｓ．

Ｃａｖｅ，Ｍａｒｔｉｎ，Ｓｔｅｐｈｅｎ Ｈａｎｎｅｙ，Ｍａｒｙ Ｈｅｎｋｅｌ ａｎｄ Ｍａｕｒｉｃｅ Ｋｏｇａｎ，１９９７，Ｔｎｅ　乙なｅ ｏｆ

ｆセム伝〃ロ∂刀Ｃｅ血苗ｃ∂わｒβ血糊ｅｒｇｄむｃ∂〟０月・’乃ｅ Ｃゐ∂〟ｅＪコｇｅＯ′班ｅ（？ぴβ〟伊肋柁皿ｅ刀ち

３ｒｄＥｄｉｔｉｏｎ，ＪｅｓｓｉｃａＫｉｎｇｓｌｅｙＰｕｂｌｉｓｈｅｒｓ．

Ｃｈｅｎｅｙ，Ｌｙｎｎｅ Ｖ，′′５０Ｈｂｕｒｓ：Ａ Ｃｂｒｅ Ｃｕｎｉｃｕｌｕｍ Ｒ）ｒ Ｃｂｌｌｅｇ・ｅ Ｓｔｕｄｅｎｔｓ，ｌｌ Ｎａｔｉｏｎａｌ

Ｅｎｄｏｗｍｅｎｔｆｏｒｔｈｅ Ｈｕｍａｎｉｔｉｅｓ．

Ｃｏｌｏｒａｄｏ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ ｏｆＨｉｇｈｅｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ（ＣＣＨＥ），１９９９Ａ，ＱｕａＨ秒ｈｄｉｃａｔｏｒＳｔａｎｄａｒｄｓ：

１ｂｒｈｚｍａｎｃｅ Ｍｂａｓｕｒｅｓ Ｒ）Ｚ・乙なｅ Ｄｕｚｉｎｇ ＦＹ　１９９９－２００ａ　（Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ），

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｔａｔｅ．ｃｏ．ｕｓ／ｃｃｈｅ＿ｄｉｒ／ｍｅａｎｓ８２７．ｈｔｍｌ（２０００年５月１６日現在）．

Ｃｏｌｏｒａｄｏ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ ｏｆ Ｈｉｇｈｅｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，１９９９Ｂ，Ｃｂｌｏｒａｄｏ ＣｂｍｍＬｇｓｌｏｎ ｏｆ堀ｅｚ・

ｇｄぴＣ∂〟０月　　　　　血ね出血　　　　　脇βねｒ　　　　飽月　　　　　肋・β虎　　　　Ｊβ．ββ．β旦

・ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｔａｔｅ．ｃｏ．ｕｓ／ｃｃｈｅ／ｎｏｖｖｂａｔ．ｈｔｍｌ（２０００年５月１６日現在）．

Ｃｏｌｏｒａｄｏ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ ｏｆ Ｈｉｇｈｅｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，２０００Ａ，助ｅｃｕｔｌｖｅ Ｓｕｍｍａｚｙ：Ｃ垣ｐｔｅｒ

Ｊβ－¢ぴβ〟抄　　　　　　　　血ｄわβわｒ　　　　　　　　伽ね皿　　　　　　　　Ａββｅββ皿ｅ刀ｆ，

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｔａｔｅ．ｃｏ．ｕｓ／ｃｃｈｅ＿ｄｉｒ／ｈｂ１２８９／１２８９１０．ｈｔｍｌ（２０００年５月１６日現在）．

Ｃｏｌｏｒａｄｏ ＣｏｍｍｉｓｓｉｏｎｏｆＨｉｇｈｅｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，２０００Ｂ，ＱｕａＨｔｖｈ２ｄＩｃａｔｏｒｂ７Ｓｔｅｍ Ｒ甲Ｏｒｔ：ＦＹ

ー４５－



１９９９－２０００，ＣＣＨＥ（Ｄｅｃｅｍｂｅｒ）．

Ｅｒｗｉｎ，Ｔ．Ｄａｒｙ，１９９１，ＡｓｓｅｓｓｈｌｇＳｔｕｄｅｎｔＬｅａｍｉｈｇａｎｄＤｅｖｅｌｑｐｍｅｎｔ，Ｊｏｓｓｅｙ－Ｂａｓｓ・

Ｅｗｅｌｌ，Ｐｅｔｅｒ Ｔ．（ｅｄ．），１９８５，Ａｓｓｅｓｓｉｎｇ Ｅｄｕｃａｔｌｏｎａｌ Ｏｕｔｃｏｍｅｓ（Ｎｂｗ肋ｅｃｔｌｏｎｓ Ｒ）Ｚ．

ｈｓｔＩｔｕｔｌｏｎａｌＲｅｓｅａｒｃｈ，Ｎｏ．４７），Ｊｏｓｓｅｙ－Ｂａｓｓ．

Ｅｗｅｌｌ，ＰｅｔｅｒＴ．，１９９１，ＢｅｎｅＥｔｓａｎｄＣｂｓｔ、ｏＦＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔＬｔｌｍｉｂｅｒＥｄｕｃａｔｌｏｎＡ舟ａｍｅｗｏｚｉ

ゐｒＣｂｏＩｃｅｍａｋｉｎｇ；ＮａｔｉｏｎａｌＣｅｎｔｅｒｆｏｒＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎＭａｎａｇｅｍｅｎｔＳｙｓｔｅｍｓ

Ｊｏｎｅｓ，ＤｅｎｎｉｓＰ．，１９９４，”Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ，”ｉｎＳａｎｄｒａＳ．Ｒｕｐｐｅｒｔ（ｅｄ・），ＰＰ・１－５・

ＬｉｅｂｅｒｍａｎＭｙｒｏｎ，１９９３，ＰｕｂｌＩｃＥｄｕｃａｔｌｏｎ：ＡｎＡｕｔｑｐ旦ア，ＨａｒｖａｒｄＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＰｒｅｓｓ・

Ｌｏａｃｋｅｒ，Ｇｅｒｇｉｎｅ，１９９１，ＤｅｓｉｉｎｉｎｇａＡなｔＩｏｎａｌＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔ伽ｔｅｍ：ＡＩｖｅｍｏｂｈｓｔＩｔｕｔＩｏｎａｌ

月ヲ岬ｅＣｔＩｖｅ，ＮａｔｉｏｎａｌＣｅｎｔｅｒｆｏｒＥｄｕｃａｔｉｏｎＳｔａｔｉｓｔｉｃｓ，Ｕ・Ｓ・ＯｆｆｉｃｅｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ・

Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｇｏｖｅｒｎｏｒ，ｓ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ（ＮＧＡ），１９８６，乃ⅢｅＳゐｒ Ｒｅｓｕｌｔｓ・’乃ｅ Ｇｏｖｅｍｏｒｂ１９９１

月印Ｏｒ≠０月ｇ血ｃ∂〟０月ノＮＧＡ．

Ｏｆｆｉｃｅ ｏｆＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ａｎｄ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ（０ＩＲＡ），２０００，０∠首ｃｅ ｏｆｈｓｔＩｔｕｔＩｏｎａｌ

ガｅβｅ∂ｒｄ∂刀ｄＡβｇｅβｇ皿ｅヱ汗Ａｃβｄｅヱロゴｃ凸・Ｏｇア∂皿点ｅ寝ｅＩｙ鮎〟ニｇ蝕め′βｏｃび皿ｅＪフ古物ｒβ－尻

２０００，０ＩＲＡ，ＴｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＴｅｎｎｅｓ畠ｅｅ，Ｋｎｏｘｖｉｌｌｅ・

Ｐｅｔｅｒｓｏｎ，Ｍａｒｖｉｎ，１９８５，”Ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ Ｒｅｓｅａｒｃｈ‥　Ａｎ Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎａｒｙ Ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅ‖，Ｌｎ

血ｇ〟古び〟０月∂ノ忍ｅβｅ∂ｒｄ血乃・∂刀βノ〟０月仏屯Ⅳ肋ｅｃ〟０月βゐｒ血β〟紬〟０朋ノ点ｅβｅ∂ｒｄ，Ｎｕｍｂｅｒ

４６），ｐｐ．５・９

Ｒｕｐｐｅｒｔ，Ｓａｎｄｒａ Ｓ．（ｅｄ．），Ｃｂａｒｔｊｎｇ月な滋ｅｒＥｄｕｃａｔＩｏｎＡｃｃｏｕｎｔａｂＬＨ秒・■Ａ上わｕｚ・Ｃｅｂｏｏｋｏｎ

Ｓｔａｔｅ－１ｅｖｅｌｌｂｊゐｍａｎｃｅｈｄＩｃａｔｏｚ・Ｓ，ＥｄｕｃａｔｉｏｎＣｏｍｍｉｓｓｉｏｎｏｆｔｈｅＳｔａｔｅｓ・

Ｓｔａｒｋ，Ｊｏａｎ Ｓ．，１９９７，ＳｈｐｐＬＤｇｔｂｅ（わ１１ｅｇｅ Ｃｕｎｉｃｕｌｕｍ：Ａｃａｄｅｍｌｃ月払ｎｓｊｎＡｃｔｌｏｎ，Ａｌｌｅｎ

ａｎｄ Ｂａｃｏｎ．

Ｓｔａｔｅ Ｈｉｇｈｅｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅ Ｏｆｆｉｃｅｒｓ（ＳＨＥＥＯ），１９９８，”Ｆｏｃｕｓ ｏｎ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ

．Ｍｅａｓｕｒｅｓ‖，£民打方α仇闇Ｎｂｔｗｏ止Ｎｂｗｓ，Ｖｏｌ．１７，Ｎｏ．１．

ＳｏｕｔｈｅａｓｔＭｉｓｓｏｕｒｉＳｔａｔｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙ，１９９７，ＮＣＡＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔＰＩａｎ：助ｅｃｕｔｌｖｅＳｕｍｍａｚｙ’，

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ２．ｓｅｍｏ．ｅｄｕ／ｐｒｏｖｏｓｔ／ａｓｓｐｌａｎ．ｈｔｍ（１９９９年２月２７日現在）・

Ｓｔａｔｅｓ Ｈｉｇｈｅｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅ Ｏｆｆｉｃｅｒｓ，１９９８，〟Ｆｏｃｕｓ ｏｎ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｍｅａｓｕｒｅｓ，”

ぶ脚α仇℃郡　　　　Ｃｂ皿皿び刀ノｃ∂〟０月　　　　∧屯≠Ⅳ０ヱ宜　　　　∧毎Ⅳβ，　　　Ｖｏｌ．１７，Ｎｏ．１

（ｈｔｔｐ‥／／ｗｗｗ．ｓｈｅｅｏ．ｏｒｇ／ＳＨＥＥＯ／ｐｕｂ・ｎｎ・ｆｅｂ９８．ｈｔｍｌ１９９９年２月現在）・

Ｓｏｕｔｈ Ｃａｒｏｌｉｎａ ＣｏｍｍｉｓｓｉｏｎｏｆＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ，１９９８，１ｂｒｈｚｍａｎｃｅＦｕｎｄｔｎｇＲ）ｒ堀ｅｒ

ガ♂ぴＣ∂〟０月ム】ｊわび班（：ｂｒｏ肋∂．

ＴｅｎｎｅｓｓｅｅＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎＣｏｍｍｉｓｓｉｏｎ，１９９３，１ｂｚＡｍａｎｃｅＦｕｎｄｉｎｇＨｂｎｄｂｏｏｋ，Ｖｅｒｓｉｏｎ：

ＭａｒｃｈｌＯ，１９９３．

Ｔｅｎｎｅｓｓｅｅ Ｈｉｇｈｅｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ，１９９２，１ｂｒｈｍａｎｃｅ ＦｕｎｄｉｎｇＳｔａｎｄａｒｉ１９９２－９３

班０で０ぴｇ力Ｊタタβ一夕７

ＴｒｕｍａｎＳｔａｔｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙ，ＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔＡ血ａｎａｃｈＨ１９９旦ＴｒｕｍａｎＳｔａｔｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙ・

ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＣｏｌｏｒａｄｏ ａｔＢｏｕｌｄｅｒ，１９９９，Ｐｌａｎｎｉｎｇ，Ｂｕｄｇｅｔ，ａｎｄＡｎａｌｙｓｉｓＵｎｄｅｒｇｒａｄｕａｔｅ

ＯｕｔｃｏｍｅＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔ‥Ｔｈｅ Ｈｉｓｔｏｒｙ ｏｆ ＣＵ－Ｂｏｕｌｄｅｒ７ｓ Ｏｕｔｃｏｍｅｓ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ Ｐｒｏｇｒａｍ，

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｃｏｌｏｒａｄｏ．ｅｄｕ／ｐｂａ／ｏｕｔｃｏｍｅｓ／ｏｖｖｉｅｗ／ｏａｈｉｓｔ．ｈｔｍ（２０００年５月１６日現在）．

ＶａｎｄｅＷａｔｅｒ，Ｇｏｒｄｏｎ，１９９４，一，Ｃｏｌｏｒａｄｏ一一，ｉｎＳａｎｄｒａＳ．Ｒｕｐｐｅｒｔ（ｅｄ．），ＰＰ．１７－２６．．

Ｗｒｉｇｈｔ，Ｄｏｕｇｌａｓ，ｅｔ ａｌ，２００１，Ｍｂａｓｕｎｎｇ ＰｅｚＡｍａｎｃｅｉｎ瑚ｅｒ ＥｄｕｃａｔｌｏＤ，Ｓｔａｔｅ ｏｆ

Ｔｅｎｎｅｓｓｅｅ．

江原武一，１９８４，「アメリ／ヵにおける大学評価」慶伊富長編『大学評価の研究』東京大学出版会

橋爪貞雄，１９８４，『危機に立っ国家一日本教育への挑戦』黎明書房。

橋爪貞雄，１９９２，『二０００年のアメリカー．教育戦略』黎明書房。

山崎博敏，１９９９，「アメリカの州立大学における評価に基づく資源配分」『ＩＤＥ』Ｎｏ．４０５，１９９９
年２月号、７５－８０頁。

山崎博敏，２０００，「アメリカの州立大学におけるパフォーマンス・フアンディング」米澤彰純編

『大学評価の動向と課題』高等教育研究叢書６２、１２・２８頁。
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第４章　アメリカの州立大学における教育評価

：大学・州・全国レベルでの機構

山崎　博敏

アメリカの高等教育では学士課程の教育の質が大きな問題となっており、研究ではなく

大学教育が、大学評価の中心的な事項になっている。教育に関する評価は高等教育システ

ムの各レベルで多重的に行われている。本論文では、まず、アメリカの大学生の知的水準

と大学教育について触れた後、大学レベルおよびシステムレベルで教育の評価がどのよう

な機構の中で行われているかを分析した後、コロラド州の大学教育のアセスメントの実際

を事例的に検討する。

１　深刻なアメリカの大学生の学力問題

わが国ではこの数年、大学生の学力低下が大きな話題となっているが、アメリカではも

つと以前から大学生の学力問題は深刻な問題となっている。よく知られているように、大

学入試共通テストであるＳＡＴやＡＣＴの平均得点が１９６０年代以降１５年以上も低下して

きた。１９８０年代初期のアメリカ経済の低迷の中で、アメリカ教育の質の低下への危惧が国

家的な問題になり、初等教育から高等教育に至るまで大規模な教育改革が行われてきた。

アメリカの大学というと我々はすぐハーバード大学やスタンフォード大学を念頭におき、

それとわが国の平均的大学を比較しがちである。しかし、アメリカの大学の平均的な姿は

多数の州立大学にある。アメリカの高等教育を理解するためには、州立大学や短期大学も

含めた全体を視野に入れなければならない。

大学生の知的能力の低さの社会的な問題化は、大多数の大学生の教育を担当している州

立高等教育機関への納税者の強い批判と・なって現れた。ＳＡＴ得点だけではアメリカの大

学生の知的水準がどの程度であるかは分かりにくいので、別のデータを示そう。全国人文

科学基金（ＮａｔｉｏｎａｌＥｎｄｏｗｍｅｎｔｆｏｒｔｈｅＨｕｍａｎｉｔｉｅｓ）の助成と委託によりギャラップ社

が１９８９年に実施した調査によると、次のような結果が得られている。

○全国の大学４年生の２５パーセントの者は、コロンブスの航海がいつ行われたか、５０年単位

の選択肢の設問に正しく答えられなかった。

○同じく　２５パーセントの者は、チャーチルのことばとスターリンのことばを区別できず、カ

ール・マルクスの思想と合衆国憲法の思想を区別できなかった。

０４０パーセント以上の者は、南北戦争がいつ起きたか、正しく選択できなかった．
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○ほとんど全員が、マグナカルタとミズーリの妥協や再建（ｒｅｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ）を区別できなか

った。

○ほとんど全員が、プラトン、ダンテ、シェークスピア、ミルトンの名前と作品を結びつけら

れなかった。

○大学４年生の大多数が、ジェーン・オーステインの「高慢と偏見」、ドストエフスキーの「罪

と罰」、マーチン・ルーサー・キングの「バーミンガム拘置所からの手紙」をはっきりと知

らなかった。（ＬｙｎｎｅＶ．Ｃｈｅｎｅｙ，１９８９，Ｐ．１１．）

さらに１７歳の高校生を調査した結果は衝撃的である。「南北戦争はいつ起きましたか」

という質問に対する回答は次のようであった（ＭｙｒｏｎＬｉｅｂｅｒｍａｎ，１９９３，Ｐ．１４６）。

１７５０年以前　　　３．７％

１７５０－１８００年　　２２．６

１８００－１８５０年　　３８．４

１８５０－１９００年　　３２．２

１９００－１９５０年　　２．５

１９５０年以後　　　０．６

さらに、大学を中退する者が多いことにも驚かされる。コロラド州の高等教育委員会の

資料によると、同一コーホートについで分析した結果、公立の４年制大学全体の入学１年

後の残留率は７３．２％、短大では４８．６％となっており、大学では入学者の４分の１以上、短

大では２分の１以上の者が１年以内に中途退学している。さらに、結果的に大学を所定の

４年で卒業する者は２３．０％、５年以内で卒業する者が　４１．５％、６年以内で卒業する者が

４５．４％となっている。２年間の短大を３年で卒業する者が　２０．４％となっている

（ＣＣＨＥ，２０００Ｂ，ＰＰ．９－１０．）。４年制大学では入学者の半分くらいしか卒業していないと考

えてよさそうである。

このような事態に対して、１９８０年代に入り、さまざまな人たちが憂慮の声をあげ始めた。

喜多村・舘（１９８８）が訳者あとがきぃ解説にかえて、で紹介しているように、まず、連邦政

府は教育長官が任命した委員から構成される「教育の優秀性に関する全米審議会」が『危

機に立つ国家』を１９８３年に発表した。同年、各州教育委員会連合会（ＥＣＳ）は『経済

発展のための教育』を発表した。州議会議員や州知事たち政治家は、州立大学に対して教

育の成果（アウトカム）を客観的な数字で求めるようになった。全米知事会は１９８６年に

『成果を出す時』を公表した。また、大学関係者や教育関係者も活発に批判や提言の報告

書を出した。特に教養教育や学部専門課程の教育改革、教員養成改革のあり方をさまざま

な報告書で示した。全国人文科学基金、国立教育研究所（ＮＩ Ｅ）、アメリカ大学協会（Ａ

ＡＣ）などがそれである。カーネギー教育振興財団も多数の報告書をだしているが、中立

的で、どちらかといえば大学に好意的なものであるといえよう。
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２　大学レベルでの教育評価

大学教育が首尾よく行われているかは、高等教育システムの各レベルでさまざまな方法

でチェックされている。この章では大学レベルでの評価のメカニズムを描写する。個々の

授業では、教員が学生の成績評価を行っている。逆に、学生は授業の最後に教員の授業を

評価する。その結果は学科長に報告されて教員の人事評価の材料になっている。これらの

実態をやや詳細に調べてみよう。

（１）　授業での評価と単位制

アメリカで今日のような単位制と教員による学生の成績評価が行われるようになったの

は１９世紀半ばであった。植民地時代カ？らイギリス的な学外試験委員制度が行われ、共通

試験が行われていた。しかし、南北戦争の頃、ハーバード大学のエリオット学長時代に多

数の新しい学問分野が大学に導入され、カリキュラムの上で選択科目制が実施されるよう

になった。これと同時に現在のような単位制が導入されるようになった。それは従来の英

国式の学生の成績評価のあり方から根本的に離脱したもので、今日に至っている。

ポイヤーによると、「初期のアメリカの大学生は、イギリス式の教育の伝統にしたがって、

教室で復唱を行うだけでなく、大学の全構成員の前で、公開の口頭試問を受け、教養ある

人間にふさわしい知識と言語能力を備えていることを示さなければならなかった。…学外

の試験官が学生に質問することは当時広く行われていたが、この習慣が基づいていた前提

は、…学生の教育のプロセスに関わっていない第三者の学者の責任であるという考え方で

あった。…しかし、カリキュラムの内容が増えるにしたがって、全学生に共通した成果を

求める考え方はあいまいになっていった。学生数の増大に伴って、四年生の卒業「弁論」

を審査するための十分な資格を持った「学外者」が足らなくなり、加えて、学生の室の多

様化により、全学レベルで評価を行うという方式から、個々の教授が、自分の学生に対して、

教育とともに評価の権限を持つという方式に変わっていった」。「すなわち、南北戦争の時

期には、教授は自分で授業の水準を定め、その水準を満たしているかどうかを調べるため

に、自分の学生を試験するようになっていった。すなわち、教授は学問上の判事であると

同時に陪審員になったのである」（ポイヤー訳、１９８８、２７９・２８０頁）。

（２）学生による授業評価と教員人事での教育評価

アメリカでは学生による授業評価の歴史は１９２０年代にまでさかのぼり、１９３０年代に発

展したマーケット・リサーチが学生用の質問紙の開発に大きな影響を与えたという

（Ｃａｖｅ，Ｈａｎｎｅｙ，ＨｅｎｋｅｌａｎｄＫｏｇａｎ，１９９７，１４８）。その代表格はカンザス大学で開発された

「評価による授業開発」（ＩｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｂｙＥｖａｌｕａｔｉｏｎ ａｎｄＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔ，

ＩＤＥＡ）で、教師の行動や授業の目標がどの程度達成されたかを学生の側から把握するこ
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とをめざして開発された。つまりもともと形成的な評価のための道具として開発された。

しかしその後、企業における経営管理が大学にも入り込み、その技術が教員の評価にも使

われるようになったのである。

学生の授業評価結果をどの程度教員人事に利用するかは、大学によって異なっているよ

うである。ロソフスキーによると、ハーバード大学文理学部では、学生による授業評価の

結果は詳しく審査される。審査に関する資料としては、「学生による評価や、時には大学院

生の手紙や聴講の報告などである。私は、（中略）学生から成る学部課程教育委員会が毎年

発行している「講座別評価ガイド」など、手に入る証拠を調べたりすることで、同僚の教

育能力あるいは教育への情熱について正確な情報をつかむのはさほど難しいことではない

と感じていた」（ロソフスキー訳、ｐｐ．２４８・２５０）。

教育に対するウエートが大きい州立大学ではもっと手続きが制度化されている。例えば、

テネシー大学ノッククビル校（州立）では、テニュアー取得と昇任人事の際、候補者は授

業能力・有効性（ｔｅａｃｈｉｎｇａｂｉｌｉｔｙａｎｄｅｆｆｅｃｔｉｖｅｎｅｓｓ）、研究・創作・学識、大学・社会・

専門職業界へのサービスの３つの基準で評価される。他大学教員５名の推薦状も利用され

る。このうち、最初の授業能力・有効性に関しては、授業に関する陳述書のほかに、授業

の有効性を証明する資料として大きく３つ、授業に関する自己評価、同僚による評価、大

学によって承認を得た学生による評価、に関する書類が必要である。これらについて学科

や学部が用意すべき資料を列挙すると以下のようなものがある。

・候補者の授業に関する考えかたと実際の授業に関する短い陳述書

・聴講学生数、開設学期、時間数などを記した授業科目の一覧表

・学生による授業評価の結果（４項目５点満点）を記した書類

・候補者の授業を参観した同僚教員による評価の結果を記した書類

・管理運営者による候補者の授業や学生指導に関する書類

・その他の授業や学生指導に関する資料

・授業に関して受賞した表彰や受賞

・指導した大学院生の学位論文、発表物・創作物等

・大学院生の学位審査委員会へのメンバーシップ

（以上、Ｏｆｎｃｅ ｏｆ Ａｃａｄｅｍｉｃ Ａｆｆａｉｒｓ，Ｍａｎｕａｌｆｏｒ ｔｈｅ Ｆａｃｕｌｔｙ Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ，Ｔｈｅ

ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＴｅｎｎｅｓｓｅｅ，Ｋｎｏｘｖｉｌｌｅ，１９９９，ＰＰ．１６－３１）。

テネシー大学ノックスビル校では１９８９年から学生によるすべての授業に対する評価が

全学的に行われている。１９９５年以降、その結果はテネシー大学「学生による授業評価シス

テム」（ＳＡＩ Ｓ）と呼ばれるシステムにより、個々の授業担当教員だけでなく、学生自治

会の「テネシー１０１」プロジェクトでウェブ上で公開されており、聴講すべき授業を選択

する際の参考資料に供されている。

学生による授業評価は制度化されているが、それと実際の教員人事考課の関係は微妙で

は大学によって異なっているようである。テネシー大学では学生による授業評価が教員の
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人事考課とより強く結びついていると言えよう。

（３）　大学における自己点検評価

１９７０年代から１９８０年代初期にかけて大学として体系的なアセスメントを行い、その後

全米に大きな影響力を与えた大学として、ユールは３校をあげた（Ｅｗｅｌｌ，１９８５）。サウスイ

ースト・ミズーリ州立大学、アルベルノ大学、テネシー大学ノックスビル校がそれである。

最初の２校は教育中心の大学であり，テネシー大学ノックスビル校だけがカーネギー大学

分類で約１５０校の「研究大学Ｉ」に属する。

サウスイースト・ミズーリ州立大学（現：トルーマン大学）

この大学はもともと師範学校として創設され、その後６学部（経営、教育、保健、文理、

理、工）と教養部（ＳｃｈｏｏｌｏｆＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＳｔｕｄｉｅｓ）と修士課程までの大学院を有する学生数

約６０００人の中規模大学に成長した（１９９６年にトルーマン大学と名称変更）。アスチンの

提唱する価値付加アプローチを取り入れ、大学教育の質の向上に取り組んだことで知られ

る。大学評価に対する取り組みを時系列的に整理すると次の表１のようになる。

表１サウスイースト・ミズーリ州立大学の大学評価の経緯

１９６７年 大学調査室 ＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌＲｅｓｅａｒｃｈＯｆｆｉｃｅを創設

１９７０　年代半 学業成績や大学の有効性を調査

ば 隔年毎ゐ新入生全国調査 ＣＩＲＰに参加（１９７７）

１９８５年 卒業生調査実施。７５時間の学習後、作文能力テス トの実施

全米知事会 「学部教育の質 ・アセスメン ト・アカウンタビリティー会議」

に学長 らが出席

専門家を招いてアセスセメントのワークショップを実施

１９８７年 ５月 成果アセスメン ト特別委員会による大学全体調査の実施を理事会承認

内容 ：一般教育 ：新入生、在学生への ＡＣＴ総合テス トなど

英語作文能力 ：専門課程履修以前に全員受験する。英語学科が実施

各専門分野 ：全国的地域的比較が可能な標準テス トを全学科で実施

教員養成 ：ＮＴＥテス ト

１９８６・１９９０年 教務担当副学長の下で上記のアセスメン トを実施

他に新入生の高校時の成績、大学の成績評価システム等 （調査室が協力）

学生部による学生意見調査、留年 ・退学生調査、寄宿舎満足度調査

１９９０年 大学計画委員会 「大学の目標と目的‥１９９０・１９９５」を公刊、卒業生調査実施

１９９１－９２年 全州的調査 とミズーリアセスメン ト協議会発足に指導的役割をはたす

１９９２－９３年 アセスメン ト検討委員会が新ガイ ドラインを審議

アセスメントは次の９領域で行われる。

１．学部教育各専門分野の学生の達成度

２．一般教育における学生の達成度

３．大学院課程における学生の達成度

４．卒業後の成功と編入課程の実績

５・大学全体の学習環境の質。入学、学生の満足度、文化活動、課外活動など。

６・入学者および志願者の、知識、技能、適性、態度、価値、達成に関する情報
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７．入学と在学（退学率）に関する情報

８．卒業直前の学生の、知識、技能、適性、態度、価値、達成に関する情報

９．卒業生の雇用、大学院進学、成績、考え方

アセスメ　ント　の原理は次のよ　う　定め　られた（Ｓｏｕｔｈｅａｓｔ Ｍｉｓｓｏｕｒｉ　Ｓｔａｔｅ

Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ，１９９７）。

１・アセスメントは、継続的な改善が可能なように情報を収集、解釈、使用する、体系的かつ形

成的なものでなければならない。

２・アセスメントは、学生の知的、専門的、人格的、文化的ニーズに貢献できるよう焦点を絞っ

た活動でなければならない。

３・アセスメントは、教員、学生、スタッフによってつくられ、大学管理運営上の全面的協力を

得なければならない。

４・アセスメントは、大学の使命から流れて来て、大学の使命はアセスメントの結果によりつく

られなければならない。

５・アセスメントの成果は、大学の計画、予算、資源配分に使用されなければならない。

６・専門的な判断が可能となるよう、アセスメントの方法の選択は柔軟でなければならない。

７・アセスメントは、定量的および定性的な多様な物差しを使用せねばならない。

８・アセスメントの結果の使用は、手続きの選択を決定すべきである。

９・アセスメントは、ＣＯＳｔ－ｅｆｆｅｃｔｉｖｅでなければならない。

１０・アセスメント手続きは、教育課程の改善がしやすいように定期的に検討されねばならない。

１１・アカウンタビリティーのためのアセスメントは、改善のためのアセスメントになるように

・統合されていなければならない。

１２・アセスメントは、教員、学生、スタッフへの押しつけを最小限にしなければならない。

１３・アセスメントの計画や実施はピアレビューや議論を通して絶えず評価され改善されねばな

らない。

１４・アセスメント計画の総合的な検討が正規に実施されなければならない。

１５・アセスメントとその結果の使用は、多様性やアクセスという大学の目標を不当に制限して

はならない。

アルベルノ大学・

ウィスコンシン州ミルウォーキー市にある学生数約２，５００人の中規模私立カトリック系

カレッジである。「学習としてのアセスメント」、「能力に基礎を置いたカリキュラム」とい

う標語で有名である。アルベルノ大学のカリキュラムは学問分野中心のカリキュラムであ

り、英文学や哲学など多数の学問分野を学習する。

大学教育で身につけるべき領域は次のように８つに設定されている。

１．コミュニケーション

２．分析

３．問題解決

４．意思決定における価値づけ

５．社会的相互作用

６．グローバルな環境への責任

７．有効な市民性
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８．美的な反応

それぞれの領域での能力は、一般教育と専門領域で６段階の教育上のレベルで測られる。

例えば、問題解決については、次のような６段階が設定されている。

レベル１

レベル２

レベル３

レベル４

レベル５

レベ／レ６

自分自身の問題解決の過程を分節化し、評価する

問題を設定し、学問分野の枠組みを利用しながら問題解決の方法を考える

問題解決に必要な枠組みや方法論を選択し考案する

一つの解決策を実行し＼主要な知識領域で使われる問題解決過程を評価する

他人との協同が必要な問題を解決するための過程を考え実行する

様々な場面での問題解決の能力を示す。

評価の方法がユニークである。ふつうの大学では、各教員が聴講学生間の相対的な位置

関係を考慮しながら学生の成績評価をしている。しかしアルベルノ大学では、教員が考案

した明確な測定尺度に従って、教員だけでなく評価方法について事前に訓練を受けた学生

や地域の有識者も、学生の知識や能力を測定する。その後、学生はその結果のフォードバ

ックを受け、学生が自己評価を行う。学内に設置されているアセスメントセンターはこれ

らの仕事の援助する。アルベルノカレッジの評価は、このような形成的評価を特徴とする。

「学習としての評価」というスローガンが掲げられているのはそのためである

（Ｌｏａｃｋｅｒ，１９９１）。

テネシー大学ノックスビル校

この大学での革新的取り組みが始まる大きなきっかけになったのは、１９７９年に試行的に

開始されたテネシー州のパフォーマンス・フアンディングであった。州政府の財政難と大

学生の学力低下の問題の解決をめざして、同州高等教育コミッション（ＴＨＥＣ）は１９７５・７６

年に、従来の学生数に基づく計算式に代わって、教育研究のパフォーマンスを基準として

高等教育費の一部を配分すべく議論を始めた。１９７６－７７年には１２の大学キャンパスでパ

イロット・プロジェクトが実施され、さまざまなパフォーマンス・インジケータ（ＰＩ）に関

するデータの収集と利用のテストが行われた。そして１９７９年に、教育予算と一般予算の

教育部分の２パーセントが、評価プログラムを実施しその結果を年次報告にまとめた機関

にその報償として追加配分されたのである。

テネシー州の州立大学の旗艦大学であるテネシー大学ノックスビル校（ＵＴＫ）は、これ

に前向きに対応した。１９８１年に大学首脳部はＴＨＥＣのパフォーマンス・フアンディング

基準に関する研究を開始した。そして一般教育での成績、主専攻領域での成績、教育課程

や学生サービスの質を中心とする３つの「学生のアウトカム」に絞って大学でどのような

情報が入手可能でどのように利用できるかについて学部教育を主に担当する８学部の学部

長にインタビューし、続いてこの３領域について具体案を検討する委員会を設置した。そ

の結果、一般教育での成績にはＡＣＴ ＣＯＭＰ試験、主専攻領域ではＧＲＥなど各種の全国
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統一試験を採用することを提案し、実際の質問紙には大学固有の質問文を相当追加するこ

とにした。最後の教育課程や学生サービスの質は、同大学政治学科と社会学科の教員が作

成した２つの質問紙一学生満足度調査（新入生用）と卒業生調査－を採用することになっ

た。

これらの調査は、同大学の学習研究センターの協力の元に実施され、学部単位に集計さ

れ３段階評価の結果（１５頁の長さ）が各学部に報告された。大学の理事会は学則を改訂し、

学生は在学中に最低２回のテストを受けなければならないこととした。また大学調査室

（Ｏｆｎｃｅｏｆｌｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ Ｒｅｓｅａｒｃｈ）など学内の諸組織が有機的に連携するよう学長の強

力なリーダーシップがあった（Ｂａｎｔａ，１９８５，ＰＰ．１９Ｌ３２．）。　ＵＴＫの取り組みは他大学にも

大きな影響を与え、結果的にはその後にＴＨＥＣのパフォーマンス・フアンディング基準の

改訂内容に大きな影響を与えた。

（４）大学の調査研究部門（ｌｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｏｆｆｉｃｅ）とその専門家たち

少し大きな大学には必ず教育研究活動等に関する調査研究活動を行う部門として

ＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌＲｅｓｅａｒｃｈＯｆｎｃｅ　と総称される部署がある。公的な組織として出現したのは

１９５０年代で、１９６０年代に急速に拡大発展したという。アメリカ教育評議会（ＡＣＥ）は１９５７

年に「統計情報と研究の部局」を各大学が設置するよう勧告した。ＡＣＥは各地域の高等教

育管理団体と協同して様々な調査やワークショップを後援した。そこに働く専門家が全国

的に集まった団体としてＡＩＲ（ＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎｏｆＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌＲｅｓｅａｒｃｈ）が結成されたのが

１９６４年であった。１９７４年にはＮｅｗＤｉｒｅｃｔｉｏｎｓｏｆＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌＲｅｓｅａｒｃｈやＲｅｓｅａｒｃｈｉｎ

ＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎが発刊され、全国事務局がフロリダ州立大学に設置された。その後、学

内の類似施設との統合や分離を経て、任務は多様になっているが、経営・情報・教育の３

つのキーワードであらわすことができる（Ｍ．Ｐｅｒｔｅｒｓｏｎ，１９８５，ＰＰ．５・９）。

一例としてテネシー大学ノックスビル校の　Ｏｆｆｉｃｅ ｏｆＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ａｎｄ

Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔをとりあげ、活動内容を調べてみよう。創設は１９６０年８月で、南部大学資格

認定協会の訪問調査に準備するために創られたという。ここには現在専任の所長（Ｐｈ．Ｄ．

所有者）の他、６人の専門職員（全員修士）と２人の事務補助職員、大学院生１人がいる。

活動内容を列挙すると次のようなものがある（以下、０ＩＲＡ，２０００より）。

１．テネシー州のパフォーマンス・フアンディングに提出が必要な指標の一部の作成

２．テネシー州高等教育コミッションかち比較対照に指定されている１０校のデータ収集

３．連邦教育省の大規模調査事業への協力

４．大学の学生による授業評価事業

５．自己の年次報告書作成

６．ＮＣＡＡ（全米大学体育協会）の運動選手の大学卒業率調査事業への協力

７．差別撤廃運動

８．定性的診断報告書

９．パフォーマンス・フアンディングの提出資料に必要な在校生・卒業生。雇用主への大規模調査
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１０．学外の「大学ガイド」出版社からの資料請求への対応

３　システムレベル

アメリカでは、大学教育に対する評価や統制のメカニズムが多重に整備されている。そ

れなのに、冒頭に述べたような学力水準を目の前に示されると、大学教育に対する批判が

生まれてくる。特に７割を超える学部生や短大生を抱える州立高等教育機関には納税者や

政治家の批判が強い。１９８０年代に入ると、地域別資格認定団体をはじめとする既存の大学

教育の評価機構に批判の目が向けられるだけでなく、大学に具体的な成果を出すよう迫る

ようになった。

（１）大学や学部学科の資格認定

アメリカでは連邦教育省が設置されたのは新しく、個々の大学の教育を監督する権限は

強くない。しかしそれに代わって高等教育機関を評価する多重的な組織がある。６つの地

域別基準認定団体が各大学の教育課程や教育水準を評価している。さらに１５０を超える専

門領域別の基準認定団体が各大学の専門教育課程の内容を評価している。全国レベルでは、

歴史の古い有力大学からなるアメリカ大学協会（ＡＡＣ）や州立大学を網羅するアメリカ

州立大学協会（ＡＡＳＵＣ）など多数の、大学間団体があり、教育や研究の振興に協力し合

っている。各州政府は州内の州立大学・短大の管理運営組織としてさまざまなタイプの調

整機構（コージネィティング・ボディ）を設置している。

図１２重の資格認定：地域的資格認定と専門的資格認定

Ａ大学　　Ｂ大学　　Ｃ大学　　Ｄ大学

†

地域高等教育資格　　　　　←調整
認定団体による評価

←専門的資格認定団体
による評価

†調整

Ｃ Ｈ Ｅ Ａ

（高等教育資格認定協議
会，ワシントンの非政府機
関）

（２）州政府による大学教育のアウトカムへの関心増大

大学の教育研究活動の測定は古くから行われていた。まず大学の質や威信のランキング

がある。大学を比較するには単純明快な方法である。１９１０年に行われた大学の評判上のラ

ンキングがそのはじめだったといわれて’いる（Ｃａｖｅ，Ｈｅｎｒｙ ａｎｄ Ｋｏｇａｎ，１９９１）。この種の

試みはその後ＡＣＥの大学院教育課程のランキングやゴーマンレポートの学部教育や大学

院教育のランキングがある。またＵＳＮｅｗｓ＆ＷｏｒｌｄＲｅｐｏｒｔをはじめとする雑誌は勝手に各
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大学の学部教育や大学院教育のランキングをつくり、それを掲載した特別号は小さなスー

パー・マーケットのレジの横でも販売されている。

１９６０年代の末になって高等教育は拡大期にあったにもかからず、州政府の財改難により、

資源の効率的配分を目指す動きが強まった。教育費と道路や保健医療など教育以外の公共

投資との予算獲得も厳しくなった。１９８０年代に入ると在学者の増加をはるかに上回って高

等教育への支出が増加し、州政府は高等教育財政のあり方に関心を持ち始めた。資源配分

の物差しとして大学の教育研究活動の測定が行われるようになった。西部諸州高等教育評

議会（ＷＩＣＨＥ）とそれから生まれた国立高等教育管理運営システム研究所（ＮＣＨＥ

ＭＳ）は、その指標開発を行った。ＮＣＨＥＭＳが開発した必要資源予測モデルは、大学

の効率性の数値目標（ベンチマーク）として学生１人１単位あたりの費用という物差しを

使った。多くの州で、州立大学は、州の法律による規定あるいは地域的資格認定団体の規

定により、大学評価を求められるようになった。その際、多くの州政府は大学に教育の成

果（アウトカム）を示すことを求めている。最近では、方法論はますます発展し、全体的

質管理（ＴＱＭ）や継続的過程改善（ＣＰ－Ⅰ）と呼ばれる手法が編み出されている。（Ｂｏｒｄｅｎ

ａｎｄＢｏｔｔｒｉｌｌ，１９９４，ＰＰ６・９）

各州の高等教育管理団体の全国組織であるＳＨＥＥＯ（ＳｔａｔｅＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎＥｘｅｃｕｔｉｖｅ

Ｏ瓜ｃｅｒｓ）が１９９７年に実施した全国調査の結果は、以下に示す通りである。

・４分の３に当たる３７州では何らかの形でパフォーマンス・インジケータが使われている。

・そのうちの２６州は最近３年間に実施したばかりである。

・ほとんどの州はアカウンタビリティを目的として実施している。

・２３州は消費者に高等教育に関する情報を提供するためにパフォーマンス・インジケータを

使用している。

・２３州は州政府の高等教育費を分配するために何らかの形でパフォーマンス・インジケータ

使っている。

パフォーマンス・インジケータの種類は極めて多数ある。最も頻繁に使われている指標

は、卒業率であり、続いて転入率、教員の授業負担、学生の満足度追跡調査、外部研究資

金取得状況、補習活動とその効果、各種資格試験∴の合格率、学位授与数、卒業生の就職

状況、入学試験成績、学生の授業時間数、資格認定を受けたプログラムの数と割合などと

なっており、概して生産性に関するものが多い。（Ｓｂｅｅｏ，１９９８）。

コロラド州の公立高等教育機関の教育の質に関する指標体系は、パフォーマンス・フア

ンディングに使用する指標の部分と大学に要請する指標の部分の２重構造になっている。

テネシー州ではパフォーマンス・フアンディングに使用する指標には、一般教育や各専門

領域での全国的標準テストを使った「学力」に関するアウトカムが多数使用されている（山

崎，２０００）。データの獲得には多大な労力と時間がかかる。これに比べれば、コロラドの指

標は、最近の指標ほど、各高等教育機関の事務部門に保存されているデータを加工し統計
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的に処理することによって得られるものが多い。比較的低コストで運営でき、現実的なも

のであると言えよう。

とはいえ、大学教育の成果は、学生の資質、社会的背景、大学入学以前に受けてきた教

育、キャンパスの教育環境や雰囲気、大学のカリキュラム、個々の授業、友人との接触、

帰宅後の学習状況など、様々な影響要因によって規定されている。しかもそれらの影響関

係は複雑で、因果の経路は未解明である。それにもかかわらず、州議会は性急に結果を求

めている。そのような強引とも言える政策が、高等「教育」の改善を引き出すことになれ

ば、成果が生まれてくるであろう。大学生の学習のプロセスとアウトプットの間のプロセ

スは、ブラックボックスのままである。これは政治的な所産であるが、その間を解明する

基礎的な研究が求められているといえよう。
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第５章　アメリカにおける大学レベルの自己点検評価の展開
－ジェームス・マディソン大学を事例として一

葛城　浩一

１　はじめに

１９７０年代から１９８０年代にかけて、アメリカでは、高等教育該当年齢人口の長期的現象

あるいは停滞と財政的危機は、その存立と発展をかけた課題であるとして、教育に直接携

わっている大学で自己の教育活動を点検しようとする動きが強まった。この時期に、大学

として体系的なアセスメントを行ない、その後全米に大きな影響力を与えた「第一波」

（“凸ｒｓｔ ｗａｖｅ”）の大学としては、ノースイースト・ミズーリ州立大学（現トルーマン州

立大学）、アルベルノカレッジ、テネシー大学ノックスビル校の３校が知られている（Ｅｗｅｌｌ，

１９８５）。この３校については、山崎（２００１）に詳しい。

１９８０年代になってアカウンタビリティの声が強くなると、高等教育は州の関心をより反

映し、学生、雇用者、親、一般大衆を含む広い構成員に対してもっと公的に説明可能であ

るべきだとする考え方が強くなった。こうした動きの中で、従来、大学間団体として高等

教育の質の維持に携わってきた各地域のアクレディテーション団体に代わって、州政府が

大きな関与をし始めた。

州政府は、州内のいくつかの大学を「先導大学」（“１ｅａｄｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓ”）として選び、そ

れらの大学への支援を行なった。代表的な「先導大学」としては、ニュージャージー州キ

ーンカレッジ、バージニア州ジェームス・マディソン大学、ニューヨーク州立大学プラッ

シバーグ校等が挙げられる。本稿では、「第二波」（“ｓｅｃｏｎｄ ｗａｖｅ”）として知られるこれ

らの大学１のうち、特にジェームス・マディソン大学（以下ＪＭＵ）を事例として取り上げ、

その自己点検評価の展開過程についてその概要を論じる。

２　Ｊ ＭＵにおけるアセスメントの展開過程

ＪＭＵは、学生数が１４，０００人を越える・公立の総合大学で、アメリカの第４代大統領ジェ

ームス・マディソンの名前を冠するアメリカで唯一の大学である。ＪＭＵでは、学士、修

１この他にも「第二波」として知られる大学としては、マイアミ・デードコミュニティ・カレ

ッジ、マウント・フッドコミュニティ・カレッジ、サウス・ダコタ州立大学、ボール州立大学、

オハイオ大学、ロード・アイランドカレッジ、クレイトン州立大学等が挙げられる。
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士、博士レベルのプログラムが提供されているが、なかでも学士レベルおける一般教育プ

ログラムには定評がある。ＪＭＵのアセスメントプログラムは、州のモデルとして長年に

わたり賞賛を受けている。

ＪＭＵがアセスメント関連の活動に着手したのは１９８５年からである。この年、州はカリ

キュラムとそれに関する活動の体系的な見直しを意図した「卓越性とアカウンタビリティ

のためのイニシアティブ：５カ年計画」というプログラムを施行するにあたり、ＪＭＵに対

して１２５，０００ドルの資金供与を行なった。こうした財政的支援を背景に、ＪＭＵは学士プ

ログラムの体系的な検討を行い、その一環としてアセスメントプログラムの開発に乗り出

すこととなった。

ＪＭＵでは、どういった評価形式がＪＭＵにもっとも適しているかを検討するべく、アル

ベルノモデル、ノースイースト・ミズーリモデル、テネシーモデル、そして不一致評価モ

デル（ｄｉｓｃｒｅｐａｎｃｙｍｏｄｅｌ）という全国的に有名な４つのアセスメントモデルに着目した。

各モデルの概要については以下の通りである。

・アルベルノモデル：学生の発達を測定し、科目選択の指導をするためにテストを診断

的に使用することを強調し、学生の問題解決課題におけるパフォーマンスを評価する

もの

・ノースイースト・ミズーリモデル：大学間の外部比較を可能にし、学生の学習につい

ての大学の影響力に焦点を当てるもの

・テネシーモデル：学生の達成度を測定するために、標準化されたテスト及び独自に開

発したテストを利用するもの

・不一致評価モデル：学生の達成度や、学生のパフォーマンスと設定された目標の間の

ギャップを測定するのに、教員に独自の基準を設定させるもの

これらの各モデルについてその長所と短所を検討するために、看護、ロシア語、経済学、

演劇といった４つの学科で各モデルが試行され、それらの学科所属教員を中心とした５名

の教員がその実務を担うこととなった。彼らは、アルベルノカレッジ、ノースイースト・

ミズーリ州立大学、テネシー大学ノックスビル校、バージニア大学に訪問調査を行なった。

調査後の報告では、アセスメントオフィスの設置やアセスメント業務を担う専門家の雇用

が推奨された。これを受けて１９８６年にはアセスメントオフィスが設置、専門家を含む教

職員も配置された。１９８８年には、バージニア州高等教育評議会（以下、ＳＣＨＥＶ）２による

資金的な裏づけを得るなど、アセスメントの支援体制についても次第に整備されるように

なった。

なお、現在このアセスメントオフィスはＴｈｅ Ｃｅｎｔｅｒｆｏｒ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ ａｎｄ Ｒｅｓｅａｒｃｈ

２ＳＣＨＥＶは、州全体のプランニングと公立大学のプログラムの承認の形式的権限を持つ州の

調整機関である。ＳＣＨＥＶは予算のガイドラインや基準を作成し、各大学の要求を検討し、州
に対して予算の分配についての言及を行なっている。
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Ｓｔｕｄｉｅｓ（以下ＣＡＲＳ）と名前を変え、目的及び目標の整備、アセスメントインストウルメ

ント及びアセスメント方法の選択もしくは開発、データ収集の計画、データ分析、インス

トウルメントの改良や検証的研究等に対する支援を行っており、ＪＭＵのアセスメント活

動には不可欠な役割を担っている。

さて、バージニア州では、１９８７年４月にＳＣＨＥＶが各大学と協議し、同年７月にはア

セスメントプログラムについての公式のガイドラインを提示した。これによって、州内の

全公立大学は、このガイドラインに沿った形で学生に対するアセスメントプログラムを実

施し、２年ごとにＳＣＨＥＶへの報告書の提出が求められることとなった。ガイドラインに

提示されたのは以下の項目である。

・一般教育における学生の達成度

・主専攻科目における学生の達成度

・能力領域による補習の必要性を決定するための基準と、欠陥があるものとして評価さ
れる登録学生の割合

・補習／発達上の教育プログラムの成果
・卒業生の成功や満足

‘ＪＭＵでは、このガイドラインに先述の訪問調査等で得られた知見を集約して、ＪＭＵの

アセスメントモデルの中心にある以下の７つの領域を提示した。

・一般教育

・カリキュラムを横断する目標（作文力、批判的思考力、問題解決力）
・職務上の技能

・情緒的な（非認知的な）発達

・学生の挑戦の度合い

・卒業生の追跡調査

各大学は、これらの項目に関するデータを収集し、適切な方法を用いて分析を行う。共

通のフォーマットはないため、報告書の体裁は大学間でかなり異なることとなる。こうし

た州主導の分権化された大学単位のアセスメントは、アメリカにおいてそれまでみられず、

１９８７年以降、多くの州に普及することとなった。

ＪＭＵでは、このようなアセスメントの領域が決定されると、学生によって達成されるべ

き特定の目的や目標を決定すべく、教授委員会が設けられた。目的や目標が具体的に挙げ

られると、教授委員会は、信頼性と妥当性に足るインストウルメントを模索した。領域に

よっては大学独自で開発されたインストウルメントが利用されることもあったが、特に初

期の段階では、標準化されたインストウルメントが利用されることが多かった３。

例えば一般教育のアセスメントについては、ＡＣＴ・ＣＯＭＰやＥＴＳのアカデミックプロフ

ィールが用いられた。カリキュラムを横断する目標のアセスメントについては、ＥＴＳのエ

ッセイで作文力を、ワトソングレイザーテストで批判的思考力を、ＡＣＴ・ＣＯＭＰで問題解

決力を測定した。また、情緒的な発達のアセスメントについては、Ｅｒｗｉｎによって設計さ

３現在、アセスメントインストウルメントの９０％以上がＣＡＲＳで開発されている。
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れたｔｈｅＥｒｗｉｎＩｄｅｎｔｉｔｙＳｃａｌｅ及びｔｈｅＳｃａｌｅｏｆＩｎｔｅｌｌｅｃｔｕａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ、ＪａｍｅｓＲｅｓｔ

によって設計された　ｔｈｅ Ｄｅ茄＿ｎｉｎｇＩｓｓｕｅｓ Ｔｅｓｔ、そして　ｔｈｅ Ｓｔｕｄｅｎｔ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ，ＴａｓｋＩｎｖｅｎｔｏｒｙが用いられた。卒業生の追跡調査については、卒業生の雇用

歴、継続教育、大学教育への満足度、そして学生の主専攻科目に関する質問等からなる質

問紙が大学独自で設計された。

主専攻科目のアセスメントが上記の領域に示されていないのは、これが１９８６－８７年か

ら段階的に始められたためである。専攻科目のアセスメントに最初に取り組んだのは、会

計学、生物学、幼児教育、経済学、市場教育、物理学、ロシア語、社会学、演劇といった

９つの学科である。当初、各学科の教員は、各領域の学生の成果を一覧にし、それから内

容の妥当性に応じて多様なインストウルメントを検討した。ＧＲＥの科目テストのような標

準化されたインストウルメントだけでなく、多肢選択式のテスト、質問紙、エッセイ、面

接等を含む独自のインストウルメントも開発、利用された。

１９８７－８８年には、文化人類学、古典研究、ダンス、フランス語、ドイツ語、健康、歴史、

ホテル・レストラン経営、市場、体育、社会事業、スペイン語、特殊教育といった１３の

学科が新たにアセスメントを行うようになった。各学科の教員は、情緒的・認知的発達を

含むより包括的な目標を列挙するよう求められたが、その他の点では、その手続きは前年

と同様であった。

なお、各アカデミックプログラムでは、アセスメントオフィスと連携するべくアセスメ

ントコーディネーターが任命されている。アセスメントオフィスの職員は、アセスメント

コーディネーターや各学科の長のためにオリエンテーションを行ない、そのオリエンテー

ションに参加したコーディネーターは、その経験を新たな集団と共有するためにワークシ

ョップに参加した。各コーディネーターは、就任１年目の終わりに、プログラムの目標、

方法、結果、結果の使用についての公開プレゼンテーションを行なっている。

さて１９９０年代に入ると、逼迫した財政状況を背景として、高等教育に対する州予算が

大幅に削減された。そのため、公立大学の教育上の質、生産性、有効性への関心はますま

す強まることとなった。そこでＪＭＵでは、１９９３－９４年より、アカデミックプログラムレ

ビュー（以下ＡＰＲ）に着手した。ＡＰＲ　とは、大学の使命及び学生に関するプログラムの

有効性に注意を払いながら、プログラムの質を保証するために行われるものである。ＡＰＲ

は、内部の自己評価、外部評価、そしてその期間中に確認された勧告に基づくアクション

プランの開発という３つのプロセスから構成され、学生のアセスメントの方法と結果だけ

でなく、卒業生の配置、学生の追跡調査、プログラム改善のための結果の使用、雇用者の

満足感の研究等を含む多くの成果に焦点を当てている。１９９３－９４年には、３つのプログラ

ムが試験的に実施され、１９９４－９５年には６つのプログラムが追加された。ＡＰＲのプロセ

スが正式なものとなったのは１９９５－９６年であり、それ以来６年サイクルでプログラムが

評価されるようになった。
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また同時期には、１９８０年代半ばから実施されていた一般教養課程プログラム（Ｌｉｂｅｒａｌ

ＳｔｕｄｉｅｓＰｒｏｇｒａｍ）に代えて、一般教育プログラム（ＧｅｎｅｒａｌＥｄｕｃａｔｉｏｎＰｒｏｇｒａｍ）を行

うべきだとする気運が高まっていた。これは、アセスメント運営委員会、登録サービス委

員会、そして一般教養課程検討委員会による報告書を受けたものであった。各報告書の重

点は幾分異なっていたが、ＪＭＵは、学習成果に対する明確な期待を持つ真のコアカリキ

ュラムへと移行すべきであること、アセスメントの設計はプログラム全体の設計に明確に

位置づけられるべきであること、プログラムの強力な管理運営構造があるべきであること、

という３点については共通していた。

１９９４年の初めには、一般教育委員会によって、知識、技能、経験という３つの領域にお

ける一般教育のための１６の幅広い目標についての声明が起草され、秋には教員に提示さ

れた。教員は、幅広い目標にさらなる定義を与えるより具体的な学習目標を開発し提示す

るよう求められ、結局、３０の異なるアカデミックプログラムを代表する１４０人の教員に

よって１，３００を越える目標が提出された。これらの目標は整理され、１９９５年５月には、

約１００の目標にまで絞られた。またこの後に開かれた公開フォーラム等で得られたコメン

トを受けて改訂された目標が、同年１０月に提示された。さらに第２報告書では、後述す

る５つのクラスターの中にそれらの目標が配置された。その後、一般教育委員会のメンバ

ーは、各学科及びカリキュラム委員会と会合を開き、１９９６年３月にはその最終報告を提

示した。そして１９９７－９８年から、一般教育プログラムが実施されることとなった。この

プログラムの詳細については、第３項にて詳述する。

さて、再び州レベルの動きに目を転じてみると、ＳＣＨＥＶは１９９７年に、高等教育の全体

のパフォーマンスを評価するために用いられうる７つの共通指標を設定している。さらに

ＳＣＨＥＶは、高等教育へのアカウンタビリティの要求の高まりを受けてこれらの指標を改

訂し、２０００年１１月には「大学の有効性に関する報告書」（ｔｈｅ ＲｅｐｏｒｔｓｏｆＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ

Ｅｆｆｂｃｔｉｖｅｎｅｓｓ、通称ＲＯＩＥ）に１４の全大学共通の指標を設定している。

これまでバージニア州では、アウトカムアセスメントに際して、客観的に数値を示すこ

とのできる標準化されたインジケータを使用してこなかった。それは、ひとつには州がプ

ログラムの改善をなによりもまず志向し、アカウンタビリティを２の次と考えていたため

であるが、もうひとつには大学側が大学間の直接比較がなされることを嫌ったためでもあ

る。実際、１９８７年にＳＣＨＥＶによってアセスメントのガイドラインが設定された際も、

大学が比較される程度について激しい議論がなされている。しかし、ＳＣＨＥＶはより一貫

した基準で大学のパフォーマンス統計を収集するための方法を模索し続けてきた４。それは

従来の方式では、高等教育のパフォーマンスについての要約的な統計情報を外部者に提供

４１９９３年にも、ＳＣＨＥＶが全大学共通の指標について提示するよう求めているが、その指標の

大部分については量的な基準はなく、計算や割合が不適切な「プロセス」インジケータも少な
くなかった。
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することがほとんどできず、特に厳しい財政状況のなかで高等教育の予算についての議論

をする際には、そうした情報が不可欠となるからである５。

もちろん、ＲＯＩＥには設定された共通指標以外にも多様な事項についてのアセスメント

が求められている。ＲＯＩＥで求められているアセスメントの多くは実質的にはパイロット

スタディであるが、ＲＯＩＥは州全体の大学生の能力について示した、全国ではじめての報

告書となった。ＲＯＩＥは、１）「大学の使命」、２）「大学の特徴」、３）「全大学共通の指標」、

４）「大学固有の指標」、５）「主要な能力」、の５つのセクションから構成されている。以

下、各セクションについて概略を示そう。

「大学の使命」については、大学の主要な価値や優先事項等の記述が求められる。各大

学の使命の記述は、大学の有効性の指標が理解される全体的な文脈を提供するものとなる。

例えば、ＪＭＵの場合、「学生を、意義のある、実りの多い生活をおくる教養と見識のある

市民になれるよう訓練することに全力を投じる」と簡潔に記述されている。

「大学の特徴」については、以下の８つの指標についてのデータが求められる。

・人種・民族別在籍者数

・州内の地理的領域別在籍者数

・フルタイム・パートタイム別の在籍者数

・年齢構成別転学生の在籍者数

・在籍者数の見積もり

・学位目録

・州内のフルタイム相当学生一人あたりの一般会計経費

・住所別新規登録者数

先述の「全大学共通の指標」については、学問の質と経営効率という２つの領域からな

る以下の１４の指標についてのデータが求められる。

学問の質

・１年次学生の残留率

・バージニアの２年制大学からの転学生数

・学士課程のクラス規模の分布

・フルタイム教員によって教授される１－２年生の登録者数の割合

・フルタイム学生の６年間の卒業率

・学士号取得にかかる平均期間

・毎年寄付を行う学士課程卒業者の割合

経営効率

・教室と図書館のスペースの利用

・教育や学問的支援における教育活動及び一般活動経費の割合

・運営基準を満たしている割合

・専門分野別アクレディテーションにふさわしいプログラム

５データの比較に際して、ＳＣＨＥＶは、ベンチマーク、共通に容認されている基準、あるいは

同様の使命、同程度の規模、学生人口、プログラム構成を有する同等の大学等をその対象にす

るなど、十分な配慮のもと行なうよう注意を促している。
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・債務返還支出率

・フルタイム教員一人あたりの研究及び公的サービス経費

・フルタイム相当教員一人あたりに教授される学生の単位時間

なお、「大学の特徴」及び「全大学共通の指標」において求められるデータは、フォーマ

ットが標準化されているため、大学間比較が可能である。

一方、「大学固有の指標」については、一定のフォーマットはなく、各大学は評価の対象

として、独自の指標を１１個まで設定することができる。「大学の特徴」及び「全大学共通

の指標」のように客観的な数値を示すことのできる指標である必要はない。しかしほとん

どの大学では、「大学の特徴」及び「全大学共通の指標」と類似の指標（例えば、学位授与

数等）が設定されている。学生の学習に関する指標を設定しているのはＪＭＵのみである。

‘最後に、「主要な能力」について触れたい。ＳＣＨＥＶは、主要な能力として、文書による

コミュニケーションと技術・情報リテラシーの２つの領域を挙げ、これらの領域について

の実践を報告するよう求めている。

なお、ＪＭＵでは、「大学固有の指標」及び「主要な能力」について、先述の一般教育プ

ログラムで行われている実践をもとに作成している。次項では、一般教育プログラムを中

心に、ＪＭＵの現在のアセスメントの取り組みについてみていくこととする。

３　ＪＭＵにおける一般教育プログラムとそのアセスメント

現在ＪＭＵでは、１年生及び２年生（正確には一般教育を修了した学生なので、一部３年

生を含む）を対象とした一般教育のアセスメント、４年生を対象とした専攻科目のアセス

メント６、卒業生を対象に５年サイクルで行われる卒業生調査７という３つのタイプのアセ

スメントが実施されている。ここでは特に、一般教育のアセスメントの取り組みについて

その概要を論じる。

ＪＭＵでは、伝統的な学問分野を横断する基本的な知識や技能を提供する一般教育プロ

グラム「人間社会」（Ｔｈｅｈｕｍａｎｃｏｍｍｕｎｉｔｙ）の履修を、専卿こかかわらず全ての学生に

対して求めている。このプログラムは以下の５つのクラスターから構成される。

・クラスター１：２１世紀の技能

・クラスター２：人文科学

・クラスター３：自然界

６専攻科目のアセスメントについては、オンラインの情報リテラシー・図書館技能アセスメン

ト、ポートフォリオアセスメント、パフォーマンスアセスメント、小論・学期末レポート評価、
口頭で行われる総合テスト、外部者による大学内での監督評価、卒業者面接、調査、フォーカ

スグループ等、多様な試みがなされている。なお、これらのアセスメントは、２月に設けられ

たアセスメントの機会に行なわれるか、コースワークの中で行われる。

７卒業生調査については、専攻学科別に作成された質問だけでなく、全てのプログラムに共通

の一般的な質問もなされる。調査の専攻科目に関するセクションは、卒業して１－６年のコー
ホートを対象にメールで配信される。
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・クラスター４：社会的・文化的プロセス

・クラスター５：人間社会における個人

各クラスタ一において、学生は「パッケージ」と呼ばれる一連の学際的な科目、もしく

は系統づけられた科目を選択し、修了することが求められる。なお、クラスター１は批判

的思考力、作文、スピーチといった大学レベルでは必要な技能を提供しているため、１年

次中に修了することが期待されている。また、その他のクラスターについては、２年次中

に修了することが期待されている。詳細については資料１を参照されたい。

各クラスターでは多様なアセスメント方法がとられているが、その方法も随時修正がな

されている。以下では、２００１年時点に各クラスターで採用されているアセスメント方法を

紹介する。

クラスター１は、ライティング、オーラルコミュニケーション、批判的思考力といった

３つの領域から構成されている。

一ライティングのアセスメントには、ポートフォリオが用いられている。各ポートフォリ

オは２人の評価者によって吟味され、１（低）から４（高）までの尺度を用いて評価される。

このポートフォリオによるアセスメントでは、２．５　に設定された基準を満たすことが期待

されている。

オーラルコミュニケーションのアセスメントには、標準化されたテストが用いられる。

このテストは期末試験として位置づけられているため、合格点がその基準となる。

批判的思考力のアセスメントには、ｔｈｅ Ｃｏｒｎｅｌｌ Ｃｒｉｔｉｃａｌ Ｔｈｉｎｋｉｎｇ Ｔｅｓｔ，Ｌｅｖｅｌ Ｚ

（Ｃｏｒｎｅｌｌ・Ｚ）、独自に開発されたＣｒｉｔｉｃａｌＴｈｉｎｋｉｎｇＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔ（ＣＴＡ）及びＡｃｔｉｖｅｌｙ

Ｏｐｅｎ・Ｍｉｎｄｅｄ Ｔｈｉｎｋｉｎｇ（ＡＯＴ）が用いられている。なお、各パッケージでは、実施する

インストウルメントを選択することができる。

なお、クラスター１には上記の３領域の他に、情報リテラシー能力テストも要件として

課せられている。このテストには、文書処理、プレゼンテーションソフト、一般知識の３

つのテストから構成される技術能力テスト（ＴｅｃｈＬｅｖｅｌＩ）と情報探索技能テスト（ＩＳＳＴ）

の２種類があり、前者は１年次の第１セメスターの終わりまでに、後者は１年次の第２セ

メスターの終わりまでに、受けなければならない。各テストの基準については以下の通り

である。

・ＴｅｃｈＬｅｖｅｌＩ

文書処理：２０のうち１７の課題の達成

プレゼンテーションソフト：２０の課題のうち１５の課題の達成

一般知識：３５の問いのうち２７の問いに正解

・ＩＳＳＴ：５３の問いのうち４２の問いに正解

クラスター２では、１０分間のビデオクリップをみたり、録音された音楽を聞いたり、芸

術作品を鑑賞したりといった経験に基づく要素を伴うテストが行われる。また、哲学的、
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歴史的、宗教的、文学的テキストからの一節によって提起される問題に関しての批判的思

考力を問う問題もある。なお、クラスター２のアセスメントはコンピュータを使って配信

されている。

クラスター３では、設定された１０の目標のうち、８つの学習目標の達成度を測定すべく

設計されたｔｈｅ ＮａｔｕｒａｌＷｏｒｌｄ Ｔｅｓｔ（ＮＷ・５）という客観テストが行われる。このテスト

は５０の問いから構成されており、配点は各２点、１００点満点で採点される。分析に際し

ては、合計得点と、量的推論部分の得点の２つが用いられる。

クラスター４では、ＡｍｅｒｉｃａｎＥｘｐｅｒｉｅｎｃｅＴｅｓｔ、ＧｌｏｂａｌＥｘｐｅｒｉｅｎｃｅＴｅｓｔの２つのテス

トが用いられる。前者は、共通セクション、アメリカの歴史の科目に関するセクション、

アメリカの政治の科目に関するセクションの３つのセクションから構成されているが、後

者は共通セクションのみで構成されている。

クラスター５では、６３項目からなるＷｅｌｌｎｅｓｓ Ｔｅｓｔと、５２項目からなるＧｒｏｗｔｈ ａｎｄ

ＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＴｅｓｔという独自に開発された多肢選択式のテストを２０００年まで用いていた。

２００１年現在、これら２つのテストは統合され、５０項目からなるＷｅｌｌｎｅｓｓＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔと

呼ばれるインストウルメントが用いられている。

なお、ＪＭＵでは、１年に２回、２月と８月にアセスメントの機会が設けられている。８

月のアセスメントでは、新入生全員が対象とされ、２日間にわたって計６時間に及ぶアセ

スメントが行われる。２月のアセスメントでは、４５－７０単位時間を修了した学生、すなわ

ち一般教育を修了した学生が対象とされる８。これらのアセスメントでは同一のインストウ

ルメントが用いられるため、８月のアセスメントを事前テスト、２月のテストを事後テス

トとして、様々な分析が行われる。

それでは、各クラスターで用いられているアセスメント方法はどのように分析されるの

であろうか。２００２年春に行われたクラスター３のアセスメント報告書では、以下に挙げる

７つの分析がなされていた。

①　個々の目標におけるパフォーマンス

クラスター３で設定された学習目的・目標のそれぞれに対応したＮＷ・５のテスト項目へ

の回答状況から、個々の目的・目標とテスト項目の信頼性についての吟味が行われる。

②１年次と２年次の得点比較

事前テストと事後テストを用いたもっとも基本的な分析である。単に１年次と２年次

の得点比較だけでなく、１年次もしくは２年次の得点の経時的な比較も行なわれる。

③クラスター３の科目の修了数別得点比較

この分析では、転学によって単位互換が認められた科目やＡＰ科目を修了数に含んだ形

での得点比較と、それを含まない形での得点比較が行われる。

④　テスト得点の予測

ＪＭＵでクラスター３において修了した科目数、クラスター３に関連する互換単位数及

８　これらのアセスメントに参加しない限り、受講登録はできないため、アセスメントへの参加

率はここ２年間とも９５％以上である。
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びＡＰ科目の単位数、そして総修了単位時間数の４変数を用いて重回帰分析が行われる。

⑤クラスターに関連する科目の成績とテスト得点との相関

この分析では、相関が各科目別に算出され、経時的な比較も行われる。但し、サンプ

ルサイズが小さいために相関が算出されない科目も多い（２８科目中８科目）。

⑥　パッケージ別の得点比較

パッケージ別に得点比較を行う分析である。詳細な分析は⑦で行われる。

⑦　パッケージ修了者の事前テストと事後テストの得点比較

パッケージ別に事前テストと事後テストの得点を比較した分析である。この分析では

パッケージの科目の修了数別に得点を比較した分析も行われる。

以上の分析は、他のクラスターにおいてもほぼ同様に行なわれている。こうした分析を

通して、学習目的・目標やカリキュラム内容はもちろんのこと、インストウルメント自体

も絶えず見直されることとなる。インストウルメントについては、その信頼性が常に問わ

れるわけであるが、クラスター３で採崩されているＮＷ・５はこれまで５回の改訂を行い、

その改訂ごとに信頼性係数を高めてきている。しかしクラスター５では、２０００－０１年の、

採用するインストウルメントの変更に際して十分な時間が取れなかったために、測定すべ

き事項に対するデータを十分に収集することができなかったという本末転倒ともいえる事

態も起こっているようである。

４　結びに代えて

以上、ＪＭＵにおける自己点検評価の展開過程についてその概要を論じてきた。ＪＭＵの

取り組みを概観するなかで、少なくとも以下の４点については、これからの日本における

アセスメントのあり方を考える上で示唆を得ることができたのではないかと考える。

第１に、全学生を対象に、同一のインストウルメントを用いた事前テストと事後テスト

を実施している点である。これによって、学生が大学教育から得たインパクトとして学生

の能力の発達の度合いを直接的に把握することが可能となる９。

第２に、それらのテストを用いた分析枠組みが、分析結果のフィードバックまでを意識

した形で明確に設けられている点である。これによって、学習目的・目標やカリキュラム

内容、そしてインストウルメントは絶えず改善の機会に恵まれることとなる。

第３に、アセスメントの支援体制が強力であるという点である。ＪＭＵのような全学的

なアセスメントの取り組みを可能にするには、学長あるいは副学長による高いレベルの行

政的支援や、ＣＡＲＳのような支援センターの存在がやはり不可欠となってくる。

そして最後に、強力なアセスメントシステムの構築に際して何よりも重要な要素となる

９オーストラリアでは、教育省が同様の取り組みに意欲的である。教育省から委託を受けたオ
ーストラリア教育研究所（ＡｕｓｔｒａｌｉａｎＣｏｕｎｃｉｌｆｏｒＥｄｕｃａｔｉｏｎａｌＲｅｓｅａｒｃｈ）は、大学入学時と

卒業時における、批判的思考力、問題解決能力、他者理解、文書によるコミュニケーションと
いった４つの能力の測定を目的としたＧｒａｄｕａｔｅＳｋｉｌｌｓＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔ（ＧＳＡ）を、２０００年より

試行している。
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のは、プログラムの改善を強く志向する内発的動機付けであるという点である。多くの日

本の大学でみられるように、外発的動機付けに基づく消極的な姿勢でアセスメントに臨ん

でいては、時間・労力・資金を無駄に浪費するばかりである。強力なアセスメントシステ

ム構築の第一歩は、現状のアセスメントの動機付けに対するアセスメントからではないか

と筆者は考える。
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第６章　アメリカにおける大学教育のアウトカムｔアセスメント

ーコロラド大学ポルダー校を中心に－
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１　研究の意図と目的

この論文では、コロラド大学ポルダー校の教育評価のシステム「アウトカム・アセスメ

ント」、特に学士課程のいくつかの主専攻で明文化されている知識・技能に関する教育目標

の内容とアセスメントの方法を検討する。

我が国では、戦後直後から大学基準協会によるアクレディテーションが行われてきたが、

１９９１年２月の大学審議会答申「大学教育の改善について」を受けた同年４月の学校教育

法等の改正で、大学設置基準が大綱化されるとともに、教育研究等の活動の自己点検・評

価が導入されたことにより、大学教育の評価が急速に進んできた。また、学生による授業

評価が多数の大学・学部で実施されるようになった。しかし、自己点検評価はまだ不十分

であると批判され（Ｈ９答申、ＨｌＯ答申）∴第三者評価を含めた多様な評価方法を導入する

ことが求められるようになった。

他方、教育水準の維持向上をはかるための一つの方法として、精選された基礎的内容を

体系的に教授するようなカリキュラムの作成がある。初等中等教育では学習指導要領は全

国的なガイドラインであり、教育水準の維持向上に貢献している。しかし、高等教育には

そのような全国的な基準はなく、教育課程や個々の授業内容は、各大学・学部や授業担当

教員に委ねられていると言ってよい。

最近、文部（科学）省では、医学・歯学及び法学を対象にモデル・コア・カリキュラムの

作成をすすめている。例えば、医学・歯学教育の在り方に関する調査研究協力者会議は、

２００１年３月、「２１世紀における医学・歯学教育の改善方策について一学部教育の再構築の

ために一」を報告し、その下部組織の「医学における教育プログラム研究・開発事業委員

会」は、「医学教育モデル・コア・カリキュラムー教育内容ガイドラインー」を発表した。

近年、大学生の学力低下が論じられ、大学教育の質に関心が向けられているが、今後、

学生による授業評価だけでなく、カリキュラムや達成度の評価を導入するなど、大学教育

の評価の仕方を改善してゆく必要がある。

本論文では、そのような観点からみて大きく参考になると思われるアメリカの大学レベ

ルでの教育評価のシステムを、コロラド大学ポルダー校を事例として検討したい。以下、
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まず同校のアウトカム・アセスメントの概要を述べる。次いで、学士課程の９つの主専攻

分野で明文化されている知識・技能に関する教育目標の内容とアセスメントの方法を検討

する。

２　コロラド大学ポルダー校のアウトカム・アセスメントの歴史と学内の機構

（１）アウトカム．アセスメントの開始と発展

アメリカでは、教育に直接携わっている大学で自己の教育活動を点検しようとする動き

が、１９７０年代から１９８０年代にかけて強まった。これは「アセスメント運動」と呼ばれ、

アルベルノ大学、ノースイースト・ミズーリ一大学、テネシー大学ノックスビル校などの

実践がよく知られている。

他方、１９８０年代にはいると、学力低下、アカウンタビリティーの声が大きくなり、州議

会が教育に対して厳しい目を向けるようになった。その声は、南部諸州と同様、コロラド

州でも大きかった。１９８５年春、コロラド州議会は、高等教育アカウンタビリティ・プログ

ラムを規定する１１８７法案を可決した。この法令により、各高等教育機関に、学部生の「知

識、能力、技能」を測定し、その結果をコロラド高等教育コミッション（ＣＣＨＥ）に対して

毎年報告しなければならなくなった。

この１１８７法に基づくアセスメントは、測定方法や指標の内容が各大学に委ねられ、大

学側の自律性が尊重されていることに特徴がある。同州の多くの公立大学ではそれ以降現

在でも継続してアウトカム・アセスメントが実施されている。

コロラド州の基幹大学コロラド大学ポルダー校は、学長から任命された教員と事務担当

者からなる「ブルーリボン」委員会を組織し、学部課程教育の総合的・継続的な評価プロ

グラムを１９８６・８７年度に開発し、１９８８年に学長の承認を得た。その委員会の考えは、ア

ウトカム・アセスメント・プログラムは、なによりもコロラド大学ポルダー校にとって有

益であるだけでなく、カリキュラムを評価し、必要があれば改善を計画し変革の方向を評

価する上で各学部・学科等にも役立つものでなければならないというものであった。

＿各学部・学科は、１９８７－８８年度に学部課程主専攻の知識・技能の目標の明文化を行い、

１９８８・８９年度の最初にアセスメント計画を策定した。各学部・学科は、１９８９－９０年度以降

毎年アセスメントを実施し、その結果を報告、必要に応じて教育課程、教育目標、アセス

メントの方法を修正している（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｃｏｌｏｒａｄｏ．ｅｄｕ／ｐｂａ／ｏｕｔｃｏｍｅ／ｏｖｖｉｅｗ／ｏａｈｉｓｔ・ｈｔｍ

２００２年４月９日現在）。

アウトカム・アセスメントの結果は様々なところで入手できる。１９９４・９５年度以降毎年

ＣＣＨＥに提出された年次報告は、学長、副学長及びそのスタッフ、学部長、各学科等の評

価コーディネータにも提出されており、要請した者には誰にでも提供されてきた。また、

それらはポルダー校の図書館に所蔵されており、学生を含めて誰でも閲覧できる。最近の
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成果報告書と歴史的概観はＷｅｂでも閲覧できるようになっている。

なお、コロラド州では、その後、アカウンタビリティーの声はさらに強まり、２０００－０１

予算年から、より標準化された質の指標システム（ＱＩＳ）に基づくパフォーマンス・フア

ンディングが実施されている（山崎２００２１４０・１４３頁）。そのため、現在、コロラド大学ポ

ルダー校では、１１８７法に基づく「アウトカム・アセスメント」と、パフォーマンス・フア

ンディングによるアセスメントが並行して実施されている。

（２）全学の機構の中での位置づけ

１９８８年春以降、各学部・学科等のアセスメントのプロセスは、学部長協議会（Ｃｏｕｎｃｉｌｏｆ

Ｄｅａｎｓ）によって調整され、監督されている。学部・学科等は、自己の教育課程のアセス

メントを計画し実行し報告する。学部教育の目標、その達成を測定する方法は、学部・学

科等の教員によって開発され、実行される。各学部・学科等には各一人のアセスメント担

当コーディネータがおかれ、大学全体のアセスメント担当者と協力して業務を遂行する。

アセスメントは、大学本部の管理運営機構にも組み込まれている。教務担当副学長補佐

（ＡＶＣ払ｒ Ａｃａｄｅｍｉｃ Ａ肋．ｉｒｓ）と計画・予算・分析部（Ｏｆｎｃｅ ｏｆＰｌａｎｎｉｎｇ，Ｂｕｄｇｅｔ，ａｎｄ

Ａｎａｌｙｓｉｓ，ＰＢＡ）の上級研究者が、全体としてこのプロセスを監督し、調整する。教務担当

副学長はアウトカム・アセスメントに必要な予算を提供する。また、ポルダー校は学内で

各学部・学科等の教育課程を審査しており、これは「教育課程審査」（Ｐｒｏｇｒａｍ Ｒｅｖｉｅｗ

Ｐｒｏｃｅｓｓ，ＰＲＰ）と呼ばれる。学内及び学外の評価員からなる審査委員会は、各々の学部・学

科等の教育課程を７年おきに審査する。ＰＢＡの協力で、１年次生の大学経験（残留率測定

など）、卒業生と卒業予定者に対する満足度調査も行っている。その審査の過程の中で、学

部・学科等のアウトカム・アセスメントの過程とその結果、並びにその情報の利用状況が

調査される。

３　学士課程の教育目標とアセスメント：文理学部の９主専攻分野を中心に

ここでは、文理学部における学士課程の教育目標とアセスメントの方法を概観した後、

各主専攻別にその事例とアセスメントの結果を報告する。したがって、文理学部が担当し

ている一般教育の教育目標とアセスメント、及びポルダー校の各専門学部・大学院におけ

る教育目標については、本論文では省略する。

（１）教育目標の明文化とアセスメントの実施

学士課程の教育目標については、１９８７・８８年度に、各主専攻において習得することが望

ましいとされる知識と技能が公的に明文化された。この教育目標は、１９９０・９１年度以降、

大学のカタログに掲載されるようになった。

多くの主専攻は、１９８９－９０年度に少数の教育目標に限定してアウトカム・アセスメント
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を開始し、翌年以降、他の教育目標についてもアセスメントを拡大していった。アセスメ

ントの結果、教育目標の文章が不適切であると判断された場合には、翌年度のアセスメン

トの過程で目標が修正される。

現在、ポルダー校では、多様な方法でアセスメントが実施されている。その方法は、各

主専攻の教育目標や授業方法、学問分野ごとの実践や教員の違い、履修学生数等に拠ると

ころが大きい。そのためアセスメント方法は、専攻独自の、つまり各専攻の専門分野のス

タイルに従ったアプローチがとられている。

以下は、現在実施されているアセスメント方法を示したものである。

１）外部者による評価（ＯｕｔｃｏｍｅｓＥｘｔｅｒｎａｌＪｙＥｖａＩ。ａｔｅｄ）

ポルダー校と同格の大学の教員が、各学科の目標の文言とアセスメントの手順を検討し、学

生のレポート、ポートフォリオ、そして試験の結果等を評価することを援助する。評価のもと

になる質問項目は、教員で構成される委員会が作成し、各教員が担当する授業で利用される。
２）複数教員による評価（Ｍｕｌｔｉｐ（ｅＦａｃｕ［ｔｙＥｖａｌｕａｔ。ｒＳ）

評価の妥当性を証明するために授業の担当者ではない複数の教員が評価を行う。各評価委員

会もしくはカリキュラム委員会が、その評価に責任を負う。

３）授業の一環として行われる評価（ＥｍｂｅｄｄｅｄＴｅｓｔｉｎｇ）

アウトカム・アセスメントのために課題が課されている。学生の能力はこの課題によって測

られ、授業担当教員がこれを評価する。しかし、授業以外に特別な課題を学生に課すわけでは

なく、授業で行われた課題のみをアセスメントの対象とする。

４）優等学位授業の評価（ＣａｐｓｔｏｎｅＣｏｕｒｓｅＥｖａ［。ａｔｉ。。）

優等学位授業は、学科の４年生を対象とし、教育課程の学習全体に関連する知識・概念・技

能を統合したものである。評価は、学生のレポートやプレゼンテーション、ポートフォリオ等
に基づいて実施される。

５）論文／課題研究（ＳｔｕｄｅｎｔＰａｐｅｒｓ／Ｐｒｑｊｅｃｔｓ）

学生の知識や技能が教育目標を到達しているかどうかを検討するため、内部の教員や外部の

評価者たちが、論文やレポートといった学生の提出物のサンプルを評価する。
６）ポートフォリオ（ＳｔｕｄｅｎｔＰｏｒｔｆｏＪｉ。Ｓ）

授業期間中、テストやレポート、研究・創作物が集められる。このポートフォリオが、審査
員により授業の最後の段階で評価される。

７）全国標準テスト（Ｅｘｔｅｒｎａ［Ｎｏｒｍｓ）

これらのテストは、各専門領域の学協会や専門のテスト機関で開発されたものである。多く

の大学で利用されており、ポルダー校の学生の得点は、全国レベルの基準と比較できる。一例

として、主専攻到達テスト（ＭａｊｏｒＦｉｅｌｄＡｃｈｉｅｖｅｍｅｎｔＴｅｓｔ，ＭＦＡＴ）は、４年生の知識やスキ

ルを評価するために開発された大学院入学試験（ＧｒａｄｕａｔｅＲｅｃｏｒｄＥｘａｍ，ＧＲＥ）に基づく全

国統一の選択式テストであり、コンピュータ科学、数学、社会学が主な対象分野である。

８）各学科等で作成したテスト（”ＨｏｍｅＧｒｏｗｎ”Ｔｅｓｔｓ，Ｕｎｉｔ－ＳＰｅＣｉｆｉｃＴｅｓｔｓ）

各学科等で診断テストを開発し、アウトカム・アセスメントの一部として利用する。各年度

の結果は、評価の段階において、前年度の結果や教員の予測と比較対照される。

９）事前／事後テスト（Ｐｒｅ／ＰｏｓｔＴｅｓｔｉｎｇ）

テストや課題が、授業や教育課程の最初の段階で実施される。学生の能力が改善されている

かどうかを判断するために、同様のテストや課題が授業や教育課程の最終段階で実施され、最
初の段階でのテストや課題の結果と比較される。
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表１　文理学部における主専攻別のアセスメント方法

主 専 攻

外 複 授 優 論 ポ 全 各 事 卒

部 数 業 等 文 ｌ 国 学 前 業

者 致 の 学 ／ ト 標 科 ／ 予

に 員 － 位 課 フ 準 等 事 定

よ に 環 授 題 オ 丁 で 後 者

る よ と 業 研 リ ス 作 テ ／

評

価

る

評

価

し

て

行

わ

れ

る

評

価

の
評

価

究 オ ト 成＿

し

た

丁
ス

ト

ス

ト

卒

業

生

調

査

一 般 教 育 ：ＵＭＡ（数 学 ） × × × × ×
一 般 教 育 ：ＵＷＲＰ（論 述 ） × × × ×
ア メリカ■研 究 ○ × ×
人 類 学 × ○ × ○

応 用 数 学 ×
化 学 ／ 生 物 化 学 〉く × × × ×
古 典 × × × × ×
コミュニ ケ ー シ ョン × ○ ○ × ×
経 済 学 × ○ ×
英 語 × ○ ×
ＥＰＯ生 物 ○ ○ ○ × ×
映 像 学 × ○ ○ × × ×
美 術 × × × ×
フラン ス 語 ／ イタリア 語 × × ×
地 理 学 × × ○

地 質 学 ○ ×
ドイ ツ語 ／ ス ラブ 語 文 学 × × × × ○

歴 史 ｒ　Ｘ ×
人 文 学 ○ ○ ○

国 際 事 情 ○ × ×
運 動 科 学 ○ ○ ○
言 語 学 × × ○ ×
数 学 ○ × ×
ＭＣＤ（分 子 ・細 胞 ・発 達 ）生 物 学 × × × ○

東 洋 語 × × ○
哲 学 × ○
物 理 学 × × × × ×
政 治 学 ○ × ○ × × ○ ○

心 理 学 × ○ ○ ×
宗 教 学 × × ×
ＳＬＨＳ（ス ピー チ ・言 語 ・ヒア Ｉ）ン グ 科 学 ） ○ ．× ○ × × ○ ○ ×
社 会 学 ×
ス ペ イン 語 ／ ポ ル トガ ル 語 × × × ×
演 劇 ／ ダ ンス × × ○ × × × ×
女 性 学 × × × × ○
商 経 ○ ×
教 育 学 × × ×
工 学 ×
コン ピ ュー ター 科 学 ×
言 論 学 × × × ×
音 楽 × × × ×
×＝現 在 使 わ れ て い る　　 ○ ＝以 前 使 わ れ た

１０）調査やインタビュー（ＳｕｒｖｅｙｓａｎｄＩｎｔｅｒｖｉｅｗｓ）

学生たちの教育経験、あるいは専門家が学生の能力についてどのような意見をもっているか

を尋ねるために、様々な調査やインタビューが行われる。

では、コロラド大学ポルダー校の文理学部に設置されている各主専攻は、どういったア

セスメント方法を採用しているのか。表１は、文理学部の主専攻別に、実施しているある

いは以前実施していたアセスメント方法を示したものである（なお、表中の「卒業予定者

／卒業生調査」は、アセスメント方法「１０）調査やインタビュー」に該当する部分である）。

■現在、「複数教員による評価」「論文／課題研究」「卒業予定者／卒業生調査」といったア

セスメント方法が多用されている。
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ただ、実施したアセスメントの結果を踏まえて、アセスメントの方法は変更されたり、

改善されたりしている。表１においても、「各学科等で作成したテスト」「授業の一環とし

て行われる評価」「論文／課題研究」といったアセスメント方法を中止した主専攻が多い。

（２）９主専攻分野の教育目標とアセスメントの結果

以下では、学士課程の教育目標とアセスメント方法及びその結果を事例的に報告する。

ここでは、文理学部に設置されている主専攻のうち、人文系専攻から「英語」「歴史」「哲

学」「心理学」、社会系専攻から「経済学」「社会学」、自然系専攻から「化学・生物化学」

「数学」「物理学」の計９主専攻に限定し、概観する（表２～表１０）。

表２　「英語」専攻の教育目標とアセスメント

【英
善玉
ロｌコ

知

・英米文学の基本的な作品 と規範的でない作品

・英米文学史の一般的な概論

識 ・最近の理論的動向 を含む 文学理論

】教
女ｌ弓

・伝統が創 り出 した社会的 ・歴史的な文脈

技

・文学テクス トを分析する

目 ・文学テクス トの分析に基 づいて、テクス トを解釈 する

標 能 ・互いに異 なるテ クス トの分析 と解釈 を関連づ ける

・そのよ うな解釈 を文書で適切 に表現す る

知
識

・フィクシ ョン、詩、劇作及び映画脚本 といったジャンル を含む文学作品、および現代作家 の主な作品
倉ｌ
イ

・各ジャンルの起源及び発展 を含む文学史、過去の著名 な作家 と社会 にお ける作家 の役割

・文学作品の構成理論 と批評理論 を含む文学の分析

帯 技
能

・異なる詩風 とスタイル で書 く

日
・様々な創作のス タイル で書 く

・他の学生 の書いた作品を評価す る

ア
セ
ス

【外部者による評価 （論文／課・題研究を含む）】

・１９８９・９０年度以来、知識 目標 と技能 目標 にお ける学生のパ フォーマンスを評価するため、 ４年生の

ゼ ミからランダムに選択 され た小論 を外部の専 門家が評価。 １９９３－９４年度には専門家 たちは小論 に

コメン トをづけ、１９９４－９５年度 か らは批判的思考や論逮 の特性 に応 じて小論 を評価。

⇒学生の成 果に対 して も授業に対 して も、概 して肯定的な評価を得 る（１９９２・９３ 年度）。 しか し、論

述の技能では、ポル ダー校で も劣 ってい る、 との指摘 があった（１９９３－９４年度）。 また、批判的思考

の授業において問題点が見出 された。そ こで単 に専門化 された授業ではない真に批判 的な思考 を含

む優等学位課程が提案 され た（１９９６・９７年度）。

・１９９７・９８年度 に、ＥＮＧＬ４０３０の ４つのセ クシ ョンか らランダムに選択 された小論について他大学の

メ 教授が評価。
ン
ト

⇒学生の成果 に対 して も授業 に対 して も、肯定的に評価を得 る。適 時的にみて も学生 の能力は上昇

の してい ると評価 され る。 しか し、論文における初歩的な誤 りの多 さに対 して、概論 の授業 に論述の

方 内容 を加 えた。
法
と
結

【複数教 員による評価】

・１９８９・９０年度 、１９９０－９１年度 に、教員 の評価委 員会が、 ランダムに選択 された最終試験 を評価 。

果 １９９３－９４年度、 １９９４・９５年度 に、 ランダムに選択 され た中間試験に組み込まれた知識 と技能のテス

トを評価。

⇒同一の基準を用 いてつけ られ た成績は各年度 の委員会でかな り一致 していた。１‾９８９・９１年度の評

価 では、Ｂ レベルかそれ以上だ と評価。 内容で も技能 でも、学生に対す る評価 は非常 に高 かった。

技能領域における成績 は特に よい。 よ り複雑な領域 に関 しては より学習が必要だ と指摘。 １９９２－９３

年度 には教育課程 が再検討 され 、１９９４－１９９５年度 には新入生対象 の論述の授業が加 わった。１９９６－９７

年度 には、新 旧のカ リキュラムの比較検討 がな され、１９９８・９９年度 には、 １年生 と ２‾年生にまで評

価対象が拡大 された。

（１９９８年１１月１日更新）
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表 亭　 「歴 史」 専 攻 の 教 育 目標 とアセ ス メ ン ト

教

知

・起源 か ら現在までのアメ リカの政治、社会 、文化、経済史上の主要な トピック

・古代における起源か ら現在 までの西洋 文明の政治、社会 、文化、経済史上の主要な トピック

・ヨー ロッパ とアメ リカ以外 の １つ以上の地域の政治、社会 、文化、経済史上の主要な トピック ∫

識 ・ひ とつの地域 の より詳細 な理解 一上級 レベル科 目の学習で獲得 され るアメ リカ、 ヨー ロ ッパ又は世

育 界の地域

目
標

・歴史的研 究の方法論

技

・文献 目録 を作成す るた めに該 当す る文献 を調べ なが ら、研 究 し、調査 を行 う

・一次資料 と二次資料 を識別 し、．議論 と解釈を分析 して、解釈 の対 立を認識する

能 ・一次資料で見つかった証拠を解釈 し、利用可能な証拠 に基づき歴 史に関す る議論 を展開す る

・首尾一貫 し、説得 力があ り、文法上正確 な歴史に関す る小論文を作成す る

ア
セ

【複数教員による評価】
・学科研究委員会 は、全セ ミナーの レポー トの うち、１８％ を評価 （２０００－０１年度 では ９５の うち １５、

２００１－０２年度 では ９０の うち １８）。読み合 わせ は、委員会 の ２名 の教員が担当。

・５つの技能 のカテ ゴリー を評価 し、それ らの総合的な得点 を割 り出 した。評価基準は ０か ら２まで

の得点 （１は 「満 足のい くもの」とい う意 味で、評価の対象 となる技能の基本的な習得を意 味す る）。

過年度 と比較 して、０．５以上差 がなければ、３番 目の評価者 に評価 して もらうこ とはない。

⇒２０００－０１年 度では、１１項 目は、０．５ポイ ン トあ るいはそれ以上の差があ り、これ らの うち ４つの

みが １．０あるい はそれ以上 の得点の差があ った。
⇒サ ンプル のサイ ズが小 さいために （１５ と １８）、授業科 目を地域 ごと、教員 のタイプ ごとに分 け

て評価で きず、評価 に差 が生 じた。そ こで委員会は調査結果 の うち、技能 目標 に焦点 を当てた。

２０００・０１年度 と ２００１－０２年度のサ ンプル の平均点は表の とお りであ り、評価者の違 いによ り得点が

ス 急激 に上昇す る とい う傾向はみ られ ない。総合 的な評価は、満足以上の ものであった。

メ
ン
ト
の
方
法
と
結
果

２０００－０１年度 と ２００１－０２年度 のサ ンプルの平均点

【論 文

２０００ｔＯｌ ２００１・０２ ２０００・０１・２００１・０２

それ ぞれ独立 して

議論 １．１ １．２ １．１

証拠 ０．８ １．１ １．０

史料編纂 １，１ ０．９ １．０

表現 １．１ １．１ １．１

形式 １．１ １．１ １．１

総合 １．１ １．１ １．１

（注 ：総合的 なス コアは平均と して導き出された ものではなく、

割 り当て られたもので、各項 目のスコア と同一の様式である）

／課 題研究】

・歴史学の優等学位課程が、学科 の 自慢で きる最 も優れた資料。

⇒専攻者 の １８名が学科 での優等学位 論文を書 き上げた。彼 らの全てが、ＨＩＳＴ３１１０（目的 ：研 究方

法、史料編集、議論 を活発 にす る方法を習得す る）で論 文執筆 を始め、第 ２セメスターで は、第 １

ア ドバイザー とともに研 究 した。 このことは、この学科 が基本的な 目標 を達成 している とい うこと

の証である。

（２００２年７月１２日更新）

表 ４　 「哲 学 」 専攻 の教 育 目標 とア セ ス メ ン ト

教
女

知

・ギ リシアにおける起源か ら １９世紀後半までの西洋哲学史のい くつかの主要な哲学上のテキス ト
・現代の哲学上の問題及び研究方法 の知識を含 む ２０世紀の哲学についてのい くつ かの主要な動向

識 ・一人の主要な著者 あるいは一つの哲学上の動向

・初歩 の形式論理学

技
能

・教育 された人々が議論す るモ ラル、宗教 、政治等の諸 問題 に関する筋 の とおった意見をま とめる

・複雑 な議論お よび理論 を理解 し、分析 し、評価す る
日
目
標

・主要な論点 と副次的な論 点を識別す る
・思考の主要 な構造 もしくは行動プ ログラムの基礎 をなす前提 を発見 し、批判的 に吟味する

・主要な思想構造 と行為体系の重要 な関係 を理解す る
・詳 しく、効果 的で、一貫性 のある方法で複雑 な思想概念を説 明す る

・命題をつ くり、それ に対する一貫性 のある議論 をす る
・明確で一貫性 のある小論 を書 く
・問題 と論点の合理的 かつ生産的な議論 を行 う
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【複数教員による評価】

・１９９０・９１年度に、特定の知識と技能の目標に関係する必修科目の授業内容、最終試験及び授業の成
績に対しての評価を実施。各授業は、内容領域に関係する複数教員によって評価。そこで得られた
知見は共同レポートの形で書かれる。

⇒記号論理学の不出来を確認。そのため記号論理学を必修科目とした。１９９８－９９年度の結果では、
以前よりＡもしくはＢの獲得者が増加。また、１９９１－９２年度には、セメスターの始めに、小規模な
問題解決集団への学生の配置を実施。結果、以前よりＡもしくはＢの獲得者が増加。
【授業の一環として行われる評価】

１９８９・９０年度、選択科目の試験において、評価委員会が作成した授業の一環として組み込まれたテ■＿－●　　Ｔ　　　⊥Ｌ＋．ニ：∴．．Ｌ　」

ストを実施。⇒教員は これに満足しなかった。そこ

表５　「心理学」専攻の教育目標とアセスメント

で上記の複数教員に よる評価に変更した。

（１９９９年１０月１３日更新）

教

知
識

・人 間性の社会 的生物学的背景
・行為の結果 を理解 し予測す るために必要 な研究の基礎

・中心的傾 向や分散、相 関の測定を含む 、記述統計 と推測統計
・実験科学 として、つま り理論 と実証 の相互作用 としての心理学

・研究の知識 を可能な限 り実践的に応用す ること
・人間の行動や主観的な経験を生み出す際の社会状況の特質と個人の心理学的特質との相互作用の影響

・異常な思考や感情 、行動の発達 と改善
・遺伝や神経伝達 、可塑性、発達、老化のメカニ ズム

女円
目
標

・主要 な下位諸分類 とそれ らの相 互関係 を含 めて、現代 心理学のかな り統合 された歴史的概観

・下位諸領域 にお ける主要な理論 と研 究者及び多 くの領域 での諸理論 の関連

・職業 として心理学 を応用 し実践する際 に生 じる研 究調査 に深 く関連す る倫理的問題

・研 究の計画や結果、解釈 を批判的に評価す る

技
能

・自分 自身の研究を計画 し実施する

・基礎統計テス トを利用 し、仮説 を系統 立てて示 し、データを収集 ・分析 し、結論 を導 き出 し、研究
成果を明確 に伝 える、 といった ことをいっ行なえばよいのかを知 る

・社会状況の特性 がどれほ ど重要か を評価 し、個人の心理学的特性を測 定す る

・研究 トピックに関する簡潔な要約を準備するために、生物学的心理学や発達心理学の基礎文献を活用すること
・最新の心理学的な関心を、分野全体を包括す る適切 な概念枠組 みに位置づけるこ と
【全国標準テスト】 記述 な し

ア
セ

【各学科等で作成 したテスト】 記述 な．し

【事前／事後テスト】　　　 記述な し

【卒業予定者調査】

・２０００年春、学位 プ ログラムの達成 目標 を測定す るため、その春卒業 した学生 を対象に、質 問紙 に

よって以下の項 目にお ける満足度 をたずねた。
①　 心理学のカ リキュラム内容及 び範囲

②　 学科 の質

③　 学科 によって提供 され る学問的助言の質
④　 教室 と実験室 の設備

ス
メ
ン
ト
の

⑤　 学外での学習機会

⑥　 心理 学専攻者 としての知識及び技術 レベル

項 目 満足 してい もっと重視　　　 あま り重視

方
法と結
果

　　　　　 る≡ ≡ 蓋 ≡ ≡ 董 してほしい しないでほしい４４．９％ ４．１％

２８．６％ ２．０％

３４．２％ １．０％

統 計 子 （Ｎ ＝２９３）

研 究 構 想 と 実 験 法 （Ｎ＝２９３）

　ヽ ′婆左

７４．４％ １９．５％ ６．１％

５８．０％ ３４．８％ ７．２％

蓋 讐 心 理 芸 、（Ｎ ≡雲９４）　　　　　 Ｉ ７１・８％ ■ ２０．７％ ７．５％

治 療 ・相 訳 心 理 子 （Ｎ ＝２９３）

ｆ認 知 心 理 学 （Ｎ ＝２９３）

】社 会 心 理 学 （Ｎ ＝２９４）

発 達 心 理 学 （Ｎ ＝２９３） ｌ

実 際 的 社 会 的 問 題 へ の 心 理 学 原 理 の 適 用 （Ｎ＝２９４） ｌ

４８．５％ ４８．８％ ２．７％

７８．５％ １３．３％ ８．２％

６９．０％ ２６．９％ ４．１％

６８．９％ ‾２９．４％ １．７％

４１．５％ ５６ ５％ ２ ０％

（２００１年３月７日更新）

－７７－



表６　「経済学」専攻の教育目標とアセスメント

教

知

・自由な市場における生産と交換における効率性の諸条件
・経済成長、インフレ、失業、所得分配及び国際的環境に関する現代の理論
・国際経済学、金融、天然資源 と環境、ジェンダーと差別の経済学および公共経済学のような経済学

識 の特定領域

・経済学者がよく使用する記述統計

女日
目

・米国経済の制度上の特性 と、他国の経済との相違点

技

・単純な経済問題への適切な結論に達するため、 ミクロ経済学理論のツールを適用する
標 ・適切な推論 と誤った推論を識別 し、政策の差がどのような違いになってあらわれるかを理解するた

めに、マクロ経済学の理論に関する様々な議論を理解する

能 ・重回帰といった統計分析を行い、他者が行った同様の分析を理解する
・文書で経済学的思考を伝達し、他者によって書かれた同様の文書を理解し、経済問題に関する多様

で合理的な見解を理解する

ア

【外部者による評価（ポートフォリオを含む）】
・１９９６－９７年度を通して、学期末レポー ト、筆記試験、その他学生が提出した資料を含む ４年生の経
済学科の学生のポー トフォリオを、他大学を引退した外部の専門家が評価。

⇒結果は全米平均よりも高く、学生は経済学に関連するものを十分よく学習していると評価。より

大規模なサンプル とより明確な成果基準の定義によって評価プロセスの改善を示唆。

【授業の一環として行われる評価】
・１９９５－９６年度、＿最終試験の■中に含まれる ２０の多肢選択問題を用いて評価を実施。対象者は上級グ

ラスの学生。領域によって試験の実施年度は異なり、ミクロ経済学、統計学、マクロ経済学は １９９０－９３

年度、国際経済学は １９９２－９６年度に実施。

セ ⇒各領域において領域の理解にとって重要な目標が確認された。結果は毎年かなり一貫している。
ス
メ
ン

統計とマクロ経済学における成績は、学科の期待する数値よりも低いことを確認。ただしこの結果
の解釈は困難だった。というのも、問題の構成には偏 りがあり、また １９９１・９２年度には試験結果が

ト
の
方
法

学生の学力を反映していないことが判明したからである。そこで １９９６－９７年度に、全米標準テス ト

（ＴＵＣＥ）やポー トフォリオを試験的に実施。

【卒業予定者調査】←表１中では実施されていないとされている

と 暮１９９８－９９年度、学生が卒業にあたって、担当部局を訪れるときに卒業予定者調査の用紙を配布。
結 ⇒この調査から、学生は一般的に満足 していることが分かった。また、学生は特に大学院への準備
果 のために■より多くの数学の授業をとりたいと望んでいること、国際的な経済学の進路ができること

を望んでいることが分かった。そこで委員会は２つの提案書を作成。これらを学科全体で検討 した。
委員会は、これら２つの新プログラムが必要で、認可されることが望ましいとの見解を示した。

【他大学経済学部・学科のプログラム調査】←表１中では実施されていないとされている
・１９９８－９９年度、全米の １８の経済学科の授業科目と必修科目を調査。経済学において評判の高い複

数の学科のプログラムと、自校のプログラムを比較。特に主専攻において必要とされる総時間数、

数学の必修科目、授業科目、プログラムの選択に焦点を当てる。
⇒授業科目と必修科 目に関しては、自校のプログラムは、他大学のものと同様であり、主専攻にお
いて必要とされる経済学と数学ゐ総時間数は中央値であることを確認。

（１９９９年１０月１３日更新）

表７　「社会学」専攻の教育目標とアセスメント

教

知
識

・人間社会の理解にふさわしい、基礎データ、概念、理論、解釈方法
・現代アメリカ社会の構造、その社会階層、また民族、人種、宗教、ジェンダーなどの分化、家族、

政策、経済．、宗教といったアメリカの主要な社会制度

・社会構造を維持し改革する基礎的な社会的プロセス、とくに統合、組織化、葛藤のプロセス ；狩猟社会、農業社会、

女Ｒ
目

産業社会、ポスト産業社会といった主要な歴史的類型間の違いを含む、人間社会の多様性

技
能

・社会学的な調査と関連する研究業績を探索し読解 し、論理的で説得力があり文法的に正確な社会学
琴 的なレポー トを執筆する

・社会学研究の基本的手順を理解 し．、信頼性や妥当性の問題を理解する

・社会学研究の結果を理解 し解釈する
・社会学の著述を批判的に検討し、評価する

ー７８－



ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
方
法
と
結
果

【全国標準テスト】

・１９９０－９１年度以降、社会学の主専攻到達テスト（ＭＦＡＴ）を用いて、特定の学生の知識を評価。

・テストの８つの下位領域：方法論と統計、一般理論、人口統計学と都市／地域社会学、社会心理学、

社会階層、人種・民族関係、逸脱と社会統制、社会制度・複雑な組織・社会の変化

⇒ポルダー校の平均値は、各領域の全国平均と近く、年々安定してきている。最高得点は、逸脱と

社会統制、社会制度、社会階層といった領域、最低得点は、一般理論、人口統計学と都市／地域社

会学、人種・民族関係といった領域であり、これらは全国の傾向と同様。

→カリキュラム改善：教育内容のうち統計部分の強化

社会理論を強化するために社会理論専門の教員の増員

・１９９１・９２年度以降、テストは多くの社会学専攻の４年生がいる上級クラスの授業中で実施。１９９４－９５年度は４年生

の評価への参加率は８０－９０％。１９９５－９６年度には小規模クラスの増加に伴い、多くのサンプルを獲得できず、結果

参加率が激減した。そのため、４年生がＵＭＣで試験を受けることができるよう試験の週の授業は中止にされた。

しかしこの試験は、学生が自主的に受験するものであったため、社会学の教育の有効性について妥当な結論を下す

ほど多くのサンプルを獲得できなかった。

⇒カリキュラム改善のためのリクエスト：ＭＦＡＴは卒業要件に含まれた必修科目で実施し、４年生

全員に強制すべき　→問題点：予算不足、ＭＦＡＴ以外の評価基準をどうするか

（１９９８年８月上旬更新）

表８　「化学．生物化学」専攻の教育目標とアセスメント

教
女

知
識

・化学の基本原理一原子と分子の理論、化学物質に関する反動 と特性、物質の状態

・化学の基礎的な下位分野一有機、物理、分析、無機化学（生化学専攻者は生化学）

・基本的な関係についての理解 と展開を促進 し、実験のデータを分析、換作するのに十分な数学

・物理学（生化学専攻者は生物学）についての基本原理
日
目
標

・廃棄物及び安全装置の取り扱いを含む安全な化学実験

技

・数、化学、科学全般における情報を読み、評価 し、解釈する

・化学実験を計画し、装置を組み立て、化学成分および特性（生化学学生の場合、蛋白質、核酸及び
能 他の生化学中間生成物の特性を含む）を測定するための適切な装置を使用する

・科学的な疑問の結果を口頭または記述でコミュニケーションする

ア

【複数教員による評価】　 記述なし

【優等学位授業の評価】

■優等実験科目の専攻者は、個々の実験を計画し、方法を研究し、必要な装置を組み立て、実験を行い、ジャー

ナルの論文の形式で書かれたレポート（１９９０・９１年度以来）や口頭によって自らの研究を報告する、といった

能力があることを示さなければならない。レポー トは、記述の形式や質といった基準で、ポスター形式のプレ

ゼンテーションは、その明噺さや質という基準で評価を受ける。

⇒１９８９・９０年度にかけて、優等課程の評価では、コミュニケーション技能を教授する必要性が示されたが、次の

セ 年度には改善が見られ、教員は学生たちの論述の技能により満足していた。
ス
メ 【論文／課題研究】記述なし

ン
ト
【全国標準テスト】　 記述なし

の
方
法

【卒業予定者調査】

・４年生は、履修した授業科目を評価し、自分の将来の計画を報告する卒業予定者調査に答えなければならない。

と
結
果

この最終調査は、副学科長によって評価される。

⇒上級の研究授業科目や参加型の授業科目は学生たちに最も評価されている。参加型の授業科目は学生が得るも

のが多いため、講座間で授業連携がすすめられた。このことはｍ や教員の時間という点ではコストがかかる

が、教員たちは講座の経験を改善するためには、十分価値のあるものだと感じている。

⇒化学及び生物化学の４年生の自己の将来計画は幅の広いものであった。卒業後の計画は非常に多岐にわたって

いるが、化学や生物化学あるいはその関連領域の大学院に進学しようとする者は約半数である。これは、ＧＲＥ

を受けた者のおよそ２倍で、大学院進学を希望する学生の全てがこの試験を受けるとは限らない。ＧＲＥの得

点が示すところによると、ポルダー校の学生たちは、一般テストの得点 （口述、量的、分析的能力）において

は平均以上、自らの専攻科目の得点 （化学と生物化学）においてはおよそ平均のランクに位置していた。

（１９９８年８月上旬更新）

－７９－



表 ９　 「数 学 」 専 攻 の 教 育 目標 とア セ ス メ ン ト

教
女Ｒ
目
標

知
識

・１実変数 の解析

・多変数の代数学及びベ ク トル解析

・基礎的 な線形代数 とベ ク トル空間の理論

・数学的証明の構 造及 び定義

・数学の少 な くとも １つの追加 的な専 門領域

・１つ及び多変数の微積分をす る

技
能

・微積分 を使用 して 、問題を解 く

・線形連立方程式 を解 く

・帰納法 と反証法を用いて証明する

・定義を定式化す る

・指導教員 な しに数学書を読む

’′長与を ｌ　　 る

ア

子
【授業の一環 として行われる評価 （全国標準テストを含む）】

・１９８９－９０年度 に、特定の知識 と技能の 目標 を評価す るために、３つ の上級 レベル の授業 中の■中間セ
ス
メ
ン

試験 と最終試 験において授業の一環 として行 われ るテス トを実施。

⇒学生 の達成状況を確認。微積分学 ３の授業における重積分の重 点化の必要性 を認識。

・１９９０－９１年 度 に 、特 定の知 識 と技能 の 目標 を評価 す るた め に作成 され た 主専攻 到 達テ ス トト
の
方
法
と

（ＭＦＡＴ） を実施。４年 生の受験が要求 され る。

⇒結果 は、一貫 して国家的平均 を超 えるが、応用数学は少 し下回 って いた０現代代数学に関 し
ては より学習すべ き と評価 され 、必修科 目の リス トに加 えられ る０また、他 大学 との比較 に
備 え、必修科 目の強化、よ り上級の授業 を含む新 しいプランの提供 を実施す る０

結
果

【卒業予定者調査】

・１９９３年に実施 開始。卒業を控 えた ４年生 に、学科 の授業過程 を Ａ から Ｄで評価。
⇒ 、′∠ゝ弱の ものが回笈　 近　 の評 面、′馴まＢ
刀′′　　　　 ロ○　　 ロ　　　　 ○　　　　　 （２００２年 ５月 ３０日更新）

表 １０ 「物 理学 」専攻 の教育 目標 とアセ ス メ ン ト　　　　　　　　　　　　　　　　、、　　 ′婆与　　 」⊥・∠ゝ

教
女Ｒ

知

・少なくとも １つの応用領域（例えば固体物理学あるいは光学）並びに、物理子の基礎的な下位刀野（古
典力学、電磁気、量子力学、統計力学、熱力学）

・物理学の主要な原理及びその歴史的な発展と物理学の様々な下位分野で果たした役割
・理論と観察の相互関係、体系的でランダムな実験誤差の役割、実験上の不確実性を分析 し理論と

識 実験を比較する方法
・基礎的な実験装置及び測定道具を利用した物理的な現象と実験

目
標

・物理法則の獲得と応用に必要な数学

・化学 生物学 工学 医学 そ して社会全般のような他分野での物理学の重要性

技

　 　ヽ 　ヽ 　ヽ ヽ
・新しい状況に物理法則を適用する
・実験装置を構築 し、組み立て、物理現象を測定 し分析するとともに、実験の不確実性を適切に分

能 析 し、実験と理論の間の意味のある比較をする

・科学的な研究の糸果を口豆　と文章で発表　 る

ア
セ

子 ／ロ 、
【複数教員による評価】

・科学物理学や工学物理学を専攻する全学生は、批判的思考の習得を目的とする ３つの授業科目のうち、最低 １
っを履修しなければならない。１９９４・９５年度以来、これらの批判的思考の授業及び３年生向けの実験の授業の期末レポートや口述によるプレゼンテーションを評価。

【優等学位授業の評価】

・１９８９－９０年度以降、４年生の優等学位課程の受講生が書いた全期末レポ⊥トと課題レポートを分析して評価０
ス
メ
ン

【論文／課題研究】

・ＰＨＹＳ４４２０における筆記のレポー岬 全般的な印象は、非常に肯定的。学生が物理学に打ち込んでいることを
ト
の
方
法
と

確認。しかし論述の明確さとスタイルについて不備が指摘された。

・１９９１－９２年度、ｒ上級レベルの実験科目の履修学生に、学科が規定する知識と技能の目標に関する調査を実施。
⇒受講者は概して自分達が受けた訓練に満足。しかし、より構造化された科学的な論文の書き方を授業科目で
教えるべきだという指摘もあった。

結
果
【全国標準テスト】

・１９９８ｔ９９年度、医療系カレッジのアドミッションテスト 祝ＣＡＴ）の最初の分析が行われた。⇒いずれの年度も全国平均を上回っておりポルダー校の学生は高いレベルの指導を受けている。

【卒業予定者／卒業生調査】

・１９９３年度から１９９９年度にかけての卒業生に、現在の彼らの取り組みと、学科の多様な側面においての彼らの
意見について、メールによる調査を実施。

（２００１　 ５月 ８日　 折）
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以上９つの主専攻分野を事例として、１９８９－９０年度以降の教育目標及びアセスメントの

方法と結果について概観してきた。これらの事例から、各専攻がその専門分野やプログラ

ムに特有の目標を掲げ、広範囲にわたるアウトカム・アセスメント方法を利用しているこ

とが確認できる０以下では、事例をもとに、アセスメントの方法と結果についての若干の

考察を加えたい。

まず、アセスメントの方法についてである。様々なアセスメント方法を考察し、各専攻

に有益な情報を提供する方法を開発するには長い時間を要する。ポルダー校ではアセスメ

ントの実践が行われてから既に１０年以上が経過しているので、今行われているアセスメ

ント方法は、それぞれの学問分野に比較的適合したアセスメントとして洗練されてきてい

るといえる。

各専門分野におけるアセスメント方法が洗練されていく過程には２つのパターンが考

えられる。１つは、より能率的かつ効果的に既存のプロセスを作り変えていくというパタ

ーン、もう１つは、あるアセスメント方法の限界性の認識から新しいアセスメント方法の

採用につなげていくというパターンである。

前者の例としては「英語」専攻が挙げられる（表２）。「英語」専攻では、１９９０年前後か

ら「外部者による評価」「複数教員による評価」「論文／課題研究」といったアセスメント

方法がとられてきた。しかし現在では「複数教員による評価」は行われておらず、「外部者

による評価」と「論文／課題研究」が行われている。

後者の例としては「経済学」専攻が挙げられる（表６）。「経済学」専攻では、かつて「授

業の一環として行われる評価」が行われていた。具体的には、期末試験の中に含まれる多

肢選択問題を用いて評価するというものである。この方法では、領域の理解にとって重要

な目標を確認するなど一定の成果を挙げている。しかし、問題の構成の偏りなどから、試

験の結果が学生の学力を反映していないということが明らかになった。そこで、「ポートフ

ォリオ」による評価を導入するようになった。

次に、アセスメントの結果についてである。アウトカム・アセスメントの実施により、

各専攻はカリキュラムや授業等うまく機能している領域を確認できると同時に、改善すべ

き事象を確認し、どのような変革が必要であるかを確認できる。アセスメントの結果がカ

リキュラムに及ぼす影響のあり方には、以下の４つのパターンが確認できる。

１）授業、教員、専門領域の追加、削除や支持

例えば「社会学」専攻では（表７）、ＭＦＡＴの結果から、社会理論を強化する必要性が確認

された。そこで社会理論専門の教員が増加された。

２）個々の授業科目の内容や教育方法の変更、もしくは支持

例えば「英語」専攻では（表２）、小論に対する評価が行われ、初歩的な誤りの多さが

指摘された。そこで概論の授業に論述の内容が加えられた。
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３）必修科目の内容や授業の配列方法の変更、もしくは支持

例えば「哲学」専攻では（表４）、授業の成績に対して複数教員による評価が行われ、記号

論理学の不出来が確認された。そこで記号論理学が必修科目となった。

４）学生に供給される機会の追加、変更、もしくは支持

例えば「経済学」専攻では（表６）、卒業予定者調査の結果から、学生はより多くの数学

の授業や国際的な経済学の進路を望んゼいることが分かった。そこで、これら２つのプロ

グラムが追加された。

４　ポルダー校と外部の評価機関によるアウトカム・アセスメントに対する評価

アウトカム・アセスメントを行うことにより学部教育がどのように改善したか、次のよ

うに報告されている。

．この事業にまじめに取り組む学部・学科の数は毎年増加した。

・約８０％の学部・学科は、アセスメントの結果をカリキュラムの議論に反映させた。アウ

トカム・アセスメントは、各学部・学科内部の管理運営に浸透し、教員の諸活動の正規

の部分となった。しかし、その程度は学部・学科によって大きく異なっている。

・アウトカム・アセスメントはポルダー校の学部・学科の学問分野の多様性を反映してい

る。アセスメントの方法も異なっている。それぞれが自己に適した最善の方法を採用し

ている。他の学部・学科の経験に学ぶことは多い。ある学科の経験は、他学科が実施す

る、あるいは中止するといった意志決定をする際に、大いに参考になる。学部・学科の

多様性は問題でもあるが、この意味で長所ともなる。

・各学部・学科の独自性や違いを認めることは、大学としての中心的な統制がなければ、

その長所が失われてしまう可能性もある。分権と集権のバランスが必要である。

・学内のコーディネータが、データ収集や解釈を行う技能を有するべきである。各学部・

学科は、様々な援助を必要としている・。調査をしたり学生の記録を分析したりしようと

する学科にとっては、特にそうである。

・援助やフィードバックのしかたは、学部・学科の研究スタイルや研究技能に適合してい

ることも必要である。

・事業を行うのに締め切り目を設けることが必要である。年次報告を強制的にでも行うこ

とにより、アウトカム・アセスメントが７年毎に行われる教育課程審査の一部にもなる０

．各学部・学科での別個のアウトカム・アセスメントの実施は、学部・学科の境界を越え

た一般教育のような事項に取り組むのには不向きである。単一の学部・学科の責任を越

えた事項については、特別な取り扱いが必要である。

・焦点が異なる多様な学部教育のアセスメントの方法があり得る。ポルダー校の試みは、

－８２－



ＣＣＨＥへの報告義務から生まれ、大学が当初、学部・学科中心のアウトカム・アセスメ

ントを実施しようと基本的な意志決定をしたために生まれた一つの選択であった。

２０００年４月にノースセントラル大学学校資格認定協会（ＮＣＡ）の評価チームは、１０年

おきに実施される再資格認定の一環としてポルダー校を訪問調査し、アウトカム・アセス

メントに関する提言をした。ＮＣＡ評価チームは、ＰＢＡが中心となって実施しているポル

ダー校のアセスメントを高く評価しているが、いくつかの課題を指摘している。その論点

を整理すると、以下のようになる。

・学生や教育課程の達成状況に関する教育課程レベルのデータは大量に得られている。し

かし、教育経験の質を改善するために必要なこの種の情報の利用度は、学部・学科によ

って大きく異なっている。

・大学院生の達成状況と研究に関するアセスメントが不足している。

■ポルダー校はＵＳニューズ・レポート・アンド・ワールド・レポートやその他の大学間

比較をよく使っている。それらはインプット変数が中心でプロセス変数は少なく、残留

率のようなアウトカム変数は非常に少ない。大学の進歩の程度が測定できるようなベン

チマーク指標を開発するためには、ポルダー校には大学間比較（ｐｅｅｒｃｏｍｐａｒｉｓｏｎ）が必

要である。

以上の課題に基づき、ＮＣＡの評価チームが行った提言は以下の通りである。

・ポルダー校は、学部学生の教育目標と達成すべきアウトカムを整理し明確化すべきであ

る。

暮学生の経験をもっと総合的に検討する必要がある。例えば、教室の内部と外部での経験

を含み、学外に住む学生の性質とその影響要因を含むべきである。「大学の近隣性」の概

念は、カリキュラムや大学の使命を通して、学生を意図的に大学に関連づけることであ

る。

・大学のアセスメント委員会を創り、学生の学習を改善するためにアセスメントのデータ

を収集し利用するよう、各学部・学科等を調整しリードしつなぎ止めることが必要であ

・る。

・ポルダー校は、学部生と大学院生の学習に関するアセスメントの利用に関する進捗報告

書を３年後に準備すべきである。

ポルダー校のアウトカム・アセスメントは、１９８０年代半ばから今日まで２０年近い長い

歴史をもっている。その始まりは、１９８５年に州議会で１１８７法案が可決され、他大学と同

様、学部生の「知識、能力、技能」を各大学独自の方法で測定し、その結果をＣＣＨＥに対

して毎年報告しなければならなくなったことにあった。その後、１９９０年代末に同州でパフ
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ォーマンス・フアンディングが実施されるに至ったが、この間、ポルダー校ではアウトカ

ム．アセスメントを大学の公的な事業の一部として制度化し、不断に改良してきた。アウ

トカム・アセスメントを官庁に対する報告書の作成に止めることなく、積極的に受け止め、

教育の改善につなげようとしてきた姿勢は高く評価されるべきであろう０
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第７章　コロラド州高等教育関係機関訪問記

山崎　博敏

安原　義仁

９月１１日のテロ事件の勃発により、その１週間後に予定していた科研「大学における

教育研究活動のパフォーマンス・インジケータの開発」によるアメリカへの訪問調査は中

止を余儀なくされていた。しかし、年度末の多忙なスケジュールの合間を縫って３月３日

から１０日まで８日間、山崎博敏と安原義仁は２人でサンフランシスコ経由でコロラド州

の高等教育行政機関と研究機関を訪問することができた。コロラドを訪問したのは、ワシ

ントンと並び重要な高等教育関係の行政機関と研究機関が立地しているからである。短期

間でピンポイントで訪問するにはベストの場所であろう。アメリカ国内で果たしている役

割は非常に大きいが、日本ではあまり知られていないことも訪問先に選んだ理由の一つで

ある。以下、その概要を記録に止めておくことにしたい。

３月４日にはカリフォルニア大学バークレー校を訪問し、前高等教育研究センター長で

イギリスの大学史と教養教育の研究で著名なロスブラット教授に面会した。場所はファカ

ルティクラブの「クラーク・カー・ルーム」。この建物は同大学の教授団の私有だそうだ。

昼食をとりながら日米の高等教育、イギリス高等教育の現状と研究について歓談した。評

価の仕事に関わって大変ですね、あまりうらやましくない仕事ですね、とウインクしなが

ら、アメリカの大学評価の話しもしてくれた。数日後に訪問するボールダー校の名前も挙

がった０ファカルティクラブを出てからも、キャンパスを案内してくれた。建物の由来、

建築様式を丁寧に説明してくれ、庭や植えられている植物に見られる日本文化の影響につ

いても教えてくれた。日本の研究者に対するこのような配慮と丁重なもてなしてにはまこ

とにありがたく頭が下がる思いがした。教授は１０月にメディア教育研究センターを訪問

される予定であり、広島でもぜひ研究会を開催し歓迎したい。

教授に面会の直前、高等教育研究センターにも立ち寄ったが、私が４年前に訪問したと

きに親切にしてくれた研究者たちは、マリアン・ゲイド博士を除いてほとんどが交代して

いた。

３月５日（火）には、昼過ぎにデンバー空港に着いてすぐ、ＳＨＥＥＯ（Ｓｔａｔｅ Ｈｉｇｈｅｒ

ＥｄｕｃａｔｉｏｎＥｘｅｃｕｔｉｖｅＯｆｎｃｅｒｓ）を訪問した。全米２６州の高等教育コミッション（州教育省

の高等教育局にあたる機関）の全国的な団体である。昨年１２月に移転して、ブロードウ

ェイ通りに面したＡｎｔｈｅｍという名の青いビルの１３階に陣取っている。事務局長のポー

ル・リンゲンフェルター氏と出版・データ・情報管理部長のハンス・オレンジ氏が面会し
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てくれた。

このような全国組織がなぜコロラドにあるかという質問に対して、ＥＣＳ（Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

Ｃ。ｍｍｉｓｓｉｏｎｏｆｔｈｅ Ｓｔａｔｅｓ）がコロラドにあること、ワシントンが東に偏りすぎて遠すぎ

ること（コロラドはほとんどの州から２時間半程度）などを指摘した。リンゲンフェルタ

ー氏は、この２月にサウスカロライナで開催されたパフォーマンス・フアンディングに関

する会議ではパネルディスカッションのモデレータを務めたそうで、会議のプログラムを

もらった。講演をしたバーク氏の他、有力な研究者の名前を挙げてくれた。多くの州で、

大学外の機関（州政府）が目標を設定しており、州のレポートカードでは参加率、卒業率、

公的便益、学生の学習など５つの尺度を使っているそうである。なぜ南部でパフォーマン

ヌ・フアンディングが発展しているかと・いう質問に対しては、南部諸州は経済的に裕福で

はないこと、サウスカロライナではパワフルな議員が主唱したことなどを挙げた。

３月６日（水）には、朝１０時から１時間、ＥＣＳを訪問した。この団体は、かつてコ

ナントが、アメリカに教育省がないため全国的な機関が必要だと主張して創られたそうで

ある。Ｇｏｒｄｏｎ（Ｓｐｕｄ）ＶａｎｄｅＷａｔｅｒ氏（Ｐ－１６プログラムディレクター）、ＭａｒｇａＣ・恥ｒｒｅｎｃｅ

氏（政策アナリスト）、ＪｅｎｎｉｆｅｒＨ．Ｐｉｓｃａｔｅｌｌｉ氏（特別プロジェクト助手）の３人が面会し

てくれた。ヴァン・ド・ウオータ氏によると、アメリカの高等教育政策は１９６０年代から

１９７０年代まではアクセスや平等（ｅｑｕｉｔ・ｙ）を重視していたが、１９８０年代から世紀末まで

アカウンタビリティーやパフォーマンスを重視し、大学が州に対して何をできるかに関心

が移った。しかし、２１世紀に入り、再びアクセスの問題が重視されるようになったという。

それはアメリカが国際競争に勝利し、経済成長を図るには教育の質を高めることが必要で

あると認識されたからである。そのためには、初等中等教育だけでなく高等教育での、参

加率、リテンション率（１年次から２年次に進級する学生の割合）、卒業率などを高める必

琴がある。各州政府はこれらの指標を高めることに関心を持っている。要するに、アメリ

カは国を挙げて、初等教育から高等教育まで、底辺部の学力向上、教育水準の底上げに取

り組んでいると言えよう。

続いて、（広義の）パフォーマンス・フアンディングには２つのアプローチ、パフォー

マンス・バジェッティングとパフォーマンス・フアンディングがあることを指摘した。パ

フォーマンス・フアンディングは、テネシーなど特定の基準で数値を使ったインフレシブ

ルなものであり、１９州が実施し７州が計画中である。パフォーマンス・バジェッティング

は、緻密な数式はなく、大学と州の交渉で柔軟に予算配分がなされるという。その事例と

してジョージア州の話をしてくれた。

一般に、州政府と学長はパフォーマンス・フアンディングに関心をもっているが、教授

たちは冷淡だそうである。両者には大きな溝が存在しているのである。

なぜ南部でパフォーマンス・フアンディングが発展しているかという質問に対しては、

伝統的にパフォーマンスが低い地域であること、進歩的なリーダーがいたこと、南部のリ
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ーダーのグループが北部に対抗して南部の地位向上をめざして努力したことを挙げた。サ

ウスカロライナの１００％パフォーマンス・フアンディングは最近大幅に修正されたそうで

ある。それは資金が減ったこと、政治的リーダーシップに変化が起きたこと、大学には固

定的な費用が必要であることが認識されたからであるという。

また、これまで各州・各大学がバラバラに計測していたのを改めて、一つの方向を向い

て初等中等教育と同様、高等教育でも全国的に同一の方法を使ってパフォーマンスを測ろ

うとする動きもある。

午後、デンバー市内中心部から川向かいにあるオーラリアキャンパスを歩いた。このキ

ャンパスは元々、チポリというビール会社の跡地のようだ。ここには、コロラド大学デン

バー校、デンバー・メトロポリタン州立大学、デンバー・コミュニティカレッジの３校が

ある。各校のミッションは州の法律で明確に定められているが、３校は学生会館や図書館

を共有しており、大学間の学生の編入も容易になるように計画されているようだ。たまた

ま、一人の日本人学生に出くわした。聞けば、高校卒業後半年間アルバイトをした後、コ

ロラドに渡り、デンバー・コミュニティカレッジで元気で学んでいるとのこと。どの建物

も堅固で立派である。建物の中を歩いたが、どの教室も少人数授業を行うようなっくりに

なっていた。この目もまたよく歩いた。安原先生の万歩計によると、２万歩を越えていた。

３月７日（木）には、マーケットストリートにあるバスターミナルから急行バスで４５

分かけてボールダーへと向かった。ここは避暑地として知られており、女子マラソンの有

森裕子選手や高橋尚子選手が高地トレーニングをしていることで我が国でも有名である。

峠を越え市内にはいると、雄大なロッキー山脈の切り立った岩肌に少し残った雪が輝いて

いた。まさに写真で見る以上の絶景であった。その麓に美しい巨大なコロラド大学ボール

ダー校のキャンパスがひろがっていた。統一したコンセプトで一から設計されたらしく、

建物は計画的に配置され、すべての建物の壁は褐色の砂岩を重ねて作られている。こんな

に美しいキャンパスを見たのは初めてである。

春の嵐かと思われる強風の中を本部事務局の建物に入り、地下の計画・予算・分析室

（ｂｆｎｃｅ ｏｆＰｌａｎｎｉｎｇ，Ｂｕｄｇｅｔ，ａｎｄＡｎａｌｙｓｉｓ）を訪問した。Ｄｉｒｅｃｔｏｒ ｏｆＩｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ

Ｒｅｓｅａｒｃｈ　のロウ・マクレランドさんと２人のシニアリサーチャーが面会してくれた。ロ

ウ・マクレランドさんは博士号を持ち、毎日を全力で仕事するというタイプのＩＲ（大学

調査分析）のプロであった。われわれの訪問目的に直接応えてくれるべく、Ｗｅｂのコンテ

ンツを表示させながら２時間半休むことなく丁寧に説明してくれた。

まず、ポルダー校の教育評価のシステム「アウトカム・アセスメント」について説明し

てもらった。１０数年前より、ユールらの指摘により、学生が教室の机に座っている時間で

はなく、学生が実際に何を学んだかを調べることが重要だという認識が強まり、学力テス

トを使って教育評価がなされるようになったという。ポルダー校では１９８８年より学士課

程主専攻の知識・技能に関する教育目標の明文化を行い、外部の者も参加して達成度のア
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セスメントがなされている。かつては州が目標を設定していたそうだ。各学科（プログラ

ム）は、アセスメントの結果を考慮しながら、独自に、学習する内容と到達目標の両面に

わたり教育上の目標（ｇｏａｌｓ）を設定する。成果の測定には全国的な標準テストが使われてい

る。評価の結果と目標はたえずフィードバックされねばならない。目標はアセスメントの

出発点でもあり、終着点でもあるとロウさんは力説した。

なお、１５年ほど前から学生による授業評価が全学的に行われている。しかし、これは大

学評価とは別で、教員の給与の査定に使われるそうだ。

コロラド州ではパフォーマンス・フアンディングが実施されている。ＱＩ Ｓ（Ｑｕａｌｉｔｙ

ＩｎｄｉｃａｔｏｒＳｙｓｔｅｍ）と呼ばれる大学の教育研究活動の成果測定システムがあり、その結果

が州政府から各大学への財政支出（３％と少額だが）に反映している。ＱＩ Ｓの１０種類

のメジャーの紹介の後、ポルダー校の実際の卒業率の数値とその評価結果、さらに配分金

額をコンピュータ上でシュミレーションしながら具体的に示してもらった。何と合理的に

なっているのだろう。驚いた。しかし、前日、ＱＩ Ｓを廃止する決定が議会でなされたこ

とである。

ポルダー校の財源の内訳をみると、多い順に寄付・研究助成・研究契約（３７．７３％）、学

生納付金（２７．５３％）、補助収入（寮や家族宿舎、体育施設、書店、継続教育等、１２．８４％）、

州政府からの歳出（１２．１７％）などとなっている。州外からの学生の授業料は高く、大きな

収入源になっているそうである。しかし、州政府からの資金の割合は案外低く、全体の８

分の１である。しかも州政府からの経常費が教育研究等の成果によって各大学に配分され

るのは約３％に過ぎず、圧倒的大部分は学生数に応じて配分される。大学から各学部への

予算配分の約９０％、さらに各学部から各学科への予算配分の約９０％は、「歴史によって決

定される」という。残る１０％は、類似大学との比較による「ユニット・メリット」による

実績分で、交渉によって決定されるという。ＤｅｔｅｒｍｉｎｅｄｂｙＨｉｓｔｏｒｙということばをパフ

ォーマンス・フアンディングが行われている大学で聞くとは驚きであった。

なお、ＵＳＮｅｗｓａｎｄＲｅｐｏｒｔなど商業雑誌は、大学の評判や教育研究の実績に関する数

値を勝手にランキング化している。これは大学（院）への進学希望者に無視できない影響

を与えるそうだが、学長はその順位に一喜一憂しないようにと言っている、とロウさんは

紹介してくれた。

ここでの収穫は、要約すると、大学評価（組織評価）と学生による授業評価は別のもの

であること、大学から学部・学科への予算配分は９０％が「歴史によって決定されている」

こと、学部・学科がそれぞれ教育目標を明確に定めていること、３％やランキングにびく

びくするな、ということであった。

ポルダー校の訪問の後、アポイント無しにこの日の最後の訪問先ＮＣＨＥＭＳ

（ＮａｔｉｏｎａｌＣｅｎｔｅｒｆｏｒＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎＭａｎａｇｅｍｅｎｔＳｙｓｔｅｍｓ）を訪れた。この研究所

はもともと１９６９年に連邦立の研究所としてポルダー校に設置されたものであったが、現
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在は個々の大学（さらには大学を設置する州等）の管理運営能力の改善を援助することを

目的とする非営利の組織となっている。１９６０年代末、カーネギー財団の援助で創設された

バークレーやミシガンの高等教育研究所も時限が切れた後、それぞれ異なった姿で現在も

維持されている。バークレーでは小規模な学内研究施設として、ミシガンでは教育学大学

院の高等教育学科として。しかし、ここでは大学とは縁が切れた形で存続している。

ＮＣＨＥＭＳは、大学教育評価のシンクタンクのような機関として活動しており、ユー

ルとジョーンズという全米に名をとどろかせている研究者の名前とともに有名である。場

所はメインキャンパスから２０分程度歩いた、リサーチパークや家族宿舎のある東キャン

パスの一角にある。研究所群第２ビルの地下半分近い１６部屋に１２人が働いている。少し

前まで、西部諸州高等教育コミッションの事務局もこの建物にあった。

エール氏は、ハワイに出張中で不在であった。われわれの当初の訪問の目的は、大学の

パフォーマンスのアセスメントに使う質問紙の見本を入手することであったが、出版部マ

ネージャーのクララさんに連れられて行った部屋で多数の大学の教育評価に関する刊行物

をすべて拝見した後、多数の資料を寄贈してもらった。この研究所はアメリカの大学教育

評価とアカウンタビリティーに関する研究のメッカといってよかろう。その部屋はこの領

域の資料に満ちあふれ、目がくらむ思いがした。クララさんは上品な婦人で、親切にも、

帰宅の途中に２人を愛用のホンダ車に乗せてバスターミナルまで送ってくれた。

３月８日（金）は移動日であった。先日までの温暖な気候とはうって変わって、この日

は雪が降ったが、午後の飛行機に乗るまでに時間があったのでコロラド州議事堂を見学し

た。金箔をふんだんに使った荘厳な建物で、知事と財務長官もここにいるという。折しも

上院と下院が開会中であった。議員の弁論の模様を参観できたのは幸いであった。

コロラド州を訪問したのは初めてであったが、デンバーとボールダーは想像以上の都市

であった。高層ビルが建ち並ぶデンバーの中心部は見事に整備され、１６番ストリートは約

２キロにわたりモールとなっており、瀞酒なレストランやショップがたち並んでいた。車

を閉め出した道路の中央には一列に大きな木が植えられ、夜は木に飾り付けられた豆電球

のイルミネーションが美しい。その道に、唯一の交通機関として無料のバスが２つのバス

ターミナルの間を結ぶ専用レーンを走っている。旅行者や買い物をする人にはとても便利

である。サンフランシスコで見かけた路上生活者はどこにも見あたらなかった。

６年前に完成したデンバー空港の規模にも驚かされた。６本の滑走路をもち、羽田のビ

ッグバードと同等規模のビルが４つ並行に配置され、各ビルの中央部を串差しにする形で

無料の地下鉄が走っている。セキュリティチェックが厳しかったこともあり、端のビルで

チェックインしてから飛行機に乗るまでに１時間の余裕が必要だという。デンバー市はよ

くもこのような巨大な空港を作ったものだ。出発地の成田空港とのあまりの違いに樗然と

した。滑走路は別にしても、デンバーやサンフランシスコの空港と比べて、経済大国日本

の玄関成田の空港ビルはあまりにも貧弱すぎる。コロラド州やデンバー市の、アメリカの
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中心地を目指す意気込みと都市づくりのグランドデザインが垣間見られる思いがした。

両名ともコロラドを近い将来、再度訪問しようと語り合って帰国した次第である。１週

間余りの短い旅行ではあったが、安原教授という最高のパートナーに恵まれたお陰で実に

有意義な旅であった。
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第８章　我が国における卒業率と非卒業率の測定

葛城　浩一

ここでは、既存の調査統計及び大学所管のデータを用いて、日本の大学の卒業率及び非卒業

率を多様な角度から算出することを試み、算出に際しての問題点・留意点を明らかにする。

１　先行研究

我が国の大学の卒業率が、一般的に高いことはよく知られている。しかしその実態について、

これまで報告ないし分析はほとんど行われてこなかった。個別大学レベルで、卒業率及び非卒

業率を含む各種データを公表している大学も中にはみられるが、それらは、調査者の意図や資

料選択の基準、統計処理の方法等の相違によって、直接比較するのは極めて困難な状況にある

といえる。

丸山（１９８４）は、『学校基本調査報告書』のデータをもとに、日本の大学の卒業率を算出し

ている。そこでは、各年度の卒業者数を４年前の入学者数で除した値を卒業率としている。し

かし、丸山自身も指摘しているように、この算出方法では、各年度の卒業者数に４年以前に入

学したのではない留年者も含まれるため、厳密には各年度のコーホートの卒業率を求めること

はできない。

一方、小林（１９９９）は、『学校基本調査報告書』の「入学年度別卒業者数」のデータをもと

に、入学年度別の卒業率及び非卒業率の算出が可能であることを示唆している。しかし、大学

には５年制や６年制の課程がある等多様であるため、厳密に推計するには大変な作業を要する

と指摘し、具体的な算出値については示していない。

しかし、小林が算出したであろう値は、『学校基本調査報告書』冒頭部の「調査結果の概要」

「学部卒業者の修業年数別の卒業状況」からうかがうことができる。これは、修業年限４年の

大学学部を対象に、４年以上在学した当該年度の卒業者について入学年度別にその卒業率を算

出したものである。この表をもとに、入学者のほぼ全員が卒業したと考えられる１９９４年度ま

での入学者について、卒業率の推移を示したのが図１である。

これより明らかなように、４年制大学における卒業率は、１９７０年度入学者では９１．１％であっ

たが、その後下降を続け、１９７４年度入学者では８６．５％まで落ち込んだ。翌７５年度入学者から

一転上昇し、１９９０年度入学者では９３％近くにまで迫った。しかし、その後卒業率は減少に転

じつつある。
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図１　入学年度別卒業率の推移
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２　卒業率及び非卒業率の算出

以下では、『学校基本調査報告書』のデータを用い、多様な角度から４年制大学における卒

業率を算出していく。まず、入学者のほぼ全員が卒業したと考えられる１９９４年度入学者に限

定して、在学年数別の卒業状況、卒業率及び非卒業率の計算方法を表１に示した。

表１１９９４年度の４年制大学人学者の卒業率と非卒業率

・項 目 人数 ・割合 説 明

①入学者 数 畠４７，７５０人 １９９４年度

②最低 修業年 数（４年）卒業者 ４４８，８１４人 １９９８年度

③ １年超 過卒 業者 ４１，８７９人 １９９９年度

④２年超過 卒業者 ８，７６２人 ２０００年度

⑤ ３年超過 卒業者 ２，５３０人 ２００１年度

⑥４年以上超 過卒 業者 １，３５０人 ２００２年 度

⑦ 最低修 業年数 での卒業 率 ８１．９％ ②／① ×１００ ４年間在 学

⑧ １年超過 まで の卒業率 ８９．６％ （② ＋③ ）／① ×１００　■ ５年間在 学

⑨ ２年超過 まで の卒業 率 ９１．２％ （② ＋③ ＋④）／ ① ×１００ ６年間在 学

⑲ ３年超過 まで の卒業 率 ９１．６％ （② ＋③ ＋④ ＋⑤ ）／① ×１００ ７年 間在 学

⑪ ４年以 上超過 まで の卒業率 ９１．９％ （② ＋③＋④＋⑤＋⑥）／①×１００ ８年 間以上在 学

⑫非卒業 率 （８年間） ８．１％ 二１００－⑪

⑬非卒 業率 （６年間） ８．８％ １００－⑨

所定の修業年数である４年で卒業した学生、すなわち１９９４年４月に入学して、１９９８年３月

に卒業した学生は、４４万８，８１４人となっており、これは１９９４年４月の入学者数５４万７，７５０
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人の８１・９％にあたる。修業年限を１年超過して卒業した学生、すなわち１９９４年４月に入学し

て、１９９９年度３月に卒業した学生は、４万１，８７９人で、これは１９９４年４月の入学者数の７．６％

にあたる。同様に修業年限を２年超過、３年超過、４年以上超過して卒業した学生は、それぞ

れ８，７６２人、２，５３０人、１，３５０人で、これは１９９４年４月の入学者数の１．６％、０．５％、０．２％に

あたる。

すなわち１９９４年入学者のうち、遅かれ早かれ４年制大学を卒業した者は５０万３，３３５人で、

これは１９９４年４月の入学者の９１．９％にあたる。残る８．１％が８年間の非卒業率となる。

さて、アメリカの連邦教育省統計センター（ＮＣＥＳ）への提出書類には、入学後４年、５年、

６年の卒業者数を記載する欄が設けられている。そこで本稿では、６年間の卒業率を一つの目

安として用いることとする。

なお、アメリカのコロラド大学ポルダー校における１９９４年入学者の４年間、５年間、６年間

での卒業率は、それぞれ３６％、５９％、６４％であった。日本の卒業率と比較すると、かなり低い

ことが分かる。

それでは以下、設置者別、昼夜間部別、専門分野別に卒業率及び非卒業率を算出する。

（Ｄ設置者別

設置者別においても、前述の算出方法と同様に、４年以上在学した当該年度の卒業者につい

て、入学年度別に卒業率及び非卒業率を算出した。表２によると設置者別の卒業率は、私立大

学がもっとも低く、６年間の卒業率は９１・０％である。また国立と公立では９１．７％となっている。

表２１９９４年度入学者の設置者別卒業率及び非卒業率

卒 業 率 非 卒 業 率

４年間 ５年間 ６年間 ７年間 ８年間 ６年間 ８年間

国立 ７８．６％ ８９．０％ ９１．７％ ９２．６％ ９３．２％ ８．３％ ６．８％

公立 ．８０．８％ ８９．７％ ９．１．７％ ９２．４％ ９２．８％ ８．３％ ７．２％

・私立 ８２．８％ ８９．７％ ９１．０％ ９１．４％ ９１．６％ ９．０％ ８．４％

②昼夜別

昼夜間部別においても前述の算出方法と同様に、４年以上在学した当該年度の卒業者につい

て入学年度別に卒業率を算出する。しかし、『学校基本調査報告書』のデータには、４年制昼間

部及び夜間部の入学者に関するデータが存在しない。そこで、４年制昼間部及び夜間部の入学

者に関するデータを次のように加工して算出した。

（１）「６年制全体の入学者数」‥「関係学科別入学者数」の中の「医学」「歯学」「獣医学」入学者数の合託なお

「獣医学」入学者数は「獣医学・畜産学」入学者全体－４年制の「獣医学・畜産学」入学者数

（２）「５年制全体の卒業者数」‥「全体の入学者」－「４年制全体の入学者」－「６年制全体の入学者」。
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（３）「４年制夜間部の入学者数」‥「全体の夜間部の入学者数」－「５年制全体の入学者数」。

（４）「４年制昼間部の入学者数」：「４年制全体の入学者」－「４年制夜間部の入学者数」。

上記の数値を用いて昼夜別の卒業率及び非卒業率を算出したのが表３である。それによると、

４年制昼間部の６年間の卒業率は９１・９％であり、全体の値よりも高い値を示している。一方夜

間部の非卒業率はきわめて低く、７７・９％である。夜間部の非卒業率の低は、昼間部への転部も

一因として考えられる。

表 ３ １９９４年度 入 学者 の昼 夜 別 卒 業 率及 び非 卒 業率

卒 業率 非卒 業率

ｌ ４年間 ｌ

ｌ ８２．９％

ｌ ６４．１％

５年間

９０４％

６年間

９１．９％

７年間 ８年間 ６年間 ８年間

昼間

夜 間

９２．３％ ９２．５％ ８．１％ ７．５％

７４．９％ ７７．９％ ７９．０％ ７９．７％ ２２．１％ ２０．３％

③専門分野別

専門分野別においても、前述の算出方法と同様に、４年以上在学した当該年度の卒業者につ

いて入学年度別に卒業率を算出する。専門分野別の算出において問題となるのは、「教養課程」

に入学した学生の取扱いである。これらの学生は、２年次以降に所属学部学科を決定するため、

その進学分野を『学校基本調査報告書』から把握することはできない。そのため、専門分野別

の卒業率及び非卒業率の算出は、算出式の分母となる各分野の入学者数には「教養課程」学生の

値を含んでいないにも関わらず、分子となる卒業者数にはその値を含んだ形で行なわざるを得

ず、算出結果はいささか正確さに欠けるものとなる。このことをふまえた上で専門分野別に卒

業率及び非卒業率を算出したのが表４である。

表 ４ １９９４年 度 入 学 者 の 専 門 分 野 別 卒 業 率 及 び 非 卒 業 率

ｌ

ｔ

卒 業 率 非 卒 業 率

４年間 ５年間 ６年間 ７年間 ８年間 ６年間 ８年間

人文 ｌ

社会 ｌ

８３．７％ ｌ

８２．９％ ｌ

９１．３％ ９２．７％ ９３．１％ ９３．３％ ７．３％ ６．７％

９０．７％ ９２．３％ ９２．７％ ９２．９％ ７．７％ ７．１％

．理学 ８０．８％ ９０．１％ ９２．４％ ９３．２％ ９３．６％ ７．６％ ６．４％

■工学 ７９．２％ ８８．７％ ９１．０％－ ９１．７％ ９２．１％ ９．０％ ７．９％

農 学 ８７．９％ ９４．３％ ９５．５％ ９５．９％ ９６．１％ ４．５％ ３．９％

保障 ８７．１％ ９４，１％ ９６．１％ ９６．６％ ９６．９％ ３．９％ ３．１％

商船 ６４．９％ ７５．７％ ７９．３％ ８２．０％ ８３．３％ ２０．７％ １６．７％

家政 ９４．８％ ９６．１％ ９６．４％ ９６．４％ ９６．５％ ３．６％ ３．５％

教 育 ８８．９％ ９３．８％ ９５．０％ ９５．３％ ９５．５％ ５．０％ ４．５％

ｌ 芸術 ８４．１％ ８９．３％ ９０．３％ ９０．５％ ９０．５％ ９．７％ ９．５％

その他 ｌ 鱒２．６％ ９１．１％ ９２．５％ ９２．８％ ９３．１％ ７．５％ ６．９％

※「その他」の分野の入学者数は「教養課程」への入学者数を減じてある。
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表４によると、専門分野別で６年間の卒業率が低いのは商船で７９．３％、次いで芸術で９０．３％

である。商船の値の低さが際立ってはいるが、商船は２学部しか存在しないことに留意する必

要があろう。一方、卒業率が高いのは保健、家政、農学で、それぞれ９６．１％、９６．４％、９５．５％

である。

また、専門分野別卒業率を設置者別にみたものが表５である。一見して分かるように、国立

大学の１１分野中５分野で１００％を越えている。これは、卒業者数が入学者数を上回っている

ことを意味する。既に指摘したように、データの性格上、各分野の入学者と卒業者の母集団は

若干異なっており、「教養課程」入学者の占める割合が大きくなれば、こういった事態も当然起

こりうる。

なお、『学校基本調査報告書』によれば、１９９４年度の「教養課程」への入学者数は、７，６７８名

であり、その内訳は、国立大学５，９７８名、私立大学１，７００名である。これを１９９４年度入学者

数に占める割合でみてみると、全体で１．４％、国立大学で５．５％、私立大学で０．４％である。「教

養課程」学生の進学する特定の分野では、表中の卒業率の値は、本来の値よりも高く算出され

る。そのため、「教養課程」学生の存在しない公立大学以外の、国私立大学、特に国立大学につ

いては、表中の値よりも若干低く見積もる必要があろう。

表５　１９９４年度入学者の設置者別×専門分野別卒業率

国 立 大 学 の 卒 業 率 公 立 大 学 の 卒 業 率 私 立 大 学 の 卒 業 率

６年間 ８年間 ６年間 ８年間 ６年間 ８年間

人文 １０１．５％ １０３．４％ ８９．５％ ９０．９％ ９２．１％ ９２．５％

社会 １０３．０％ １０５．２％ ９２．４％ ９３．５％ ９１．４％ ９１．９％

理 学 ９８．３％ １００．１％ ９０．２％ ９１．０％ ８８．７％ ８９．５％

工学 ９３．６％ ９５．６％ ８９．１％ ９０．７％ ８９．８％ ９０．５％

農 学 ９８．９％ ９９．９％ ９４．４％ ９６．１％ ９２．７％ ９２．９％

保障 １０８．３％ １０８．７％ ９１．９％ ９２．０％ ９４．１％ ９５．０％

商船 ７９．３％ ８３．３％

家政 ９５．３％ ９６．１％ ９７．７％ ９７．９％ ９６．３％ ９６．４％

教 育 ９５．０％ ９５．９％ ９９．３％ ９９．３％ ９４．７％ ９４．９％

芸術 ９６．６％ ９６．９％ ９１．９％ ９２．６％ ８９．９％ ９０．１％

その他 １０６．６％ １０８．２％ ９５．３％ ９６．８％ ９０．１％ ９０．５％

しかし、一口に「若干高く見積もる」といっても、それがどの程度高く見積もればよいのか

分からなければ、せっかく算出した値も、比較の指標としての機能を果たしえないことになる。

そこで一つの試みとして、唯一筆者が「教養課程」を持つ大学として把握している東京大学の学

生を、算出の過程に考慮してみたい。入学定員から、概数ではあるが、各分野への進学者数を

把握することができるため、その定員数を、算出式の分母となる各分野の入学者数に加えるこ

とによって算出したのが表６である。東京大学には、商船、家政、芸術に該当する学部はない

ため、表にはそれ以外の８分野について示している。
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表６　東京大学の学生を各分野の入学者数に加えた場合の１９９４年度入学者の卒業率

全 体 の 卒 業 率 国 立 大 学 の 卒 業 率

６年間 ８年間 ６年間 ８年間

人文 ９２．３％ （－ ０．４％ ） ９２．９％ （－ ０．４％ ） ９６．５％ （－ ５．０％ ） ９８．３％ （－ ５．１％ ）

社会 ９１．８％ （－ ０．５％ ） ９２．５％ （－ ０．４％ ） ９６．７％ （－６．３％ ） ９８．８％ （－ ６．４％ ）

理 学 ９０．９％ （－ １．５％ ） ９２．１％ （－ １．５％ ） ９４．３％ （－４．０％ ） ９６．０％ （－ ４．１％ ）

工学 ９０．１％ （－ ０．９％ ） ９１．２％ （一０．９％ ） ９０．８％ （－２．８％ ） ９２．６％ （一 ３．１％ ）

農 学 ９３．８％ （－ １．７％ ） ９４．３％ （－ １．８％ ） ９４．９％ （－４．０％ ） ９５．８％ （－４．１％ ）

保障 ９５．２％ （－ ０．８％ ） ９６．０％ （－０．９％ ） １０２．１％ （－ ６．２％ ） １０２．４％ （－６．３％ ）

教 育 ９４．７％ （－０．３％ ） ９５．３％ （－０．２％ ） ９４．６％ （－０．４％ ） ９５．４％ （－０．５％ ）

その他 ９０．３％ （－２．２％ ） ９０．９％ （－２．２％ ） ８９．５％ （－ １７．１％ ） ９０．９％ （－ １７．３％ ）

※　カツコ内の値は、表４の値を基準とした変動を示している。

これによれば、東京大学の学生を各分野の入学者数に加えた場合、そうでない場合よりも、

全体で０．２％～２．２％の値の減少がみられる。国立大学では０．４％～１７．３％の値の減少がみられ、

卒業率が１００％を超えるのは保健分野のみとなる。なお、東京大学の１９９４年度の入学定員は

３，５８６名であり、これは、「教養課程」入学者全体の４６．７％、国立大学の「教養課程」入学者の

６０．０％にあたる。残りの４，０９２名（うち国立大学学生２，３９２名、私立大学学生１，７００名）につ

いてはその所属大学が把握できないので、分野は限定できないが、やはりこれと同程度のイン

パクトを持つものと思われる。

３　広島大学の事例

ここでは、個別大学レベルでの卒業率及び非卒業率の算出を行ない、マクロレベルでは把握

することのできなかった算出上の問題点・留意点を明らかにする。なお分析は、４年制学部・

学科に限定して行うこととする。そのため、６年制である医学部医学科、歯学部歯学科、及び

５年制である法学部第二部、経済学部第二部については、分析から除外している。

さて、表７は、広島大学が文部（科学）省に提出したデータをもとに算出した、４年制学部

全体及び各学部における卒業率と非卒業率の値である。これによれば、広島大学４年制学部全

体の６年間の卒業率は９４．４％である。表２に示したように、４年制国立大学全体の６年間の卒

業率は９１．７％であるから、広島大学の卒業率は相対的に高い値であるといえよう。但し、４年

制国立大学の値には、４年制夜間部の学生数も含まれていることには留意する必要があろう。

また、広島大学の各学部の６年間の卒業率をみると、理学部で８９．５％、工学部、生物生産学

部で９１．０％と、理工系で低い値を示している。一方、高い値を示しているのは、医学部や学校

教育学部である。但し、医学部ではその値は１００％を超える値を示している。医学部以外でも、

学科レベルでは、教育学部心理学科（１２７．０％）、学校教育学部聾学校教員養成課程（１０６．３％）

で卒業率が１００％を超えている。
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特に個別大学で卒業率及び非卒業率の算出を行う場合、母数が少ないために、このような事

例が往々にして顕在化してくる。広島大学には２年次以降に所属学部や学科を決めるシステム

は存在しないため、こうした事例には、学内の学生の異動によって、データ上、該当年度の卒

業者数が入学者数を上回ったか、あるいは文部（科学）省への提出データ自体に誤りがあった

か、のいずれかの要因が起因しているものと考えられる。現時点では、各大学所管の学生個々

人についてのデータを利用しない限り、正確な卒業率及び非卒業率を算出することは不可能で

ある。

表７　文部（科学）省提出デ」タをもとに算出した、広島大学における１９９４年度入学者の卒業率と非卒業率

卒 業 率 非 卒 業 率

４年間 ５年間 ６年間 ７年間 ８年間 ６年間 ８年間

全体 ８６．１％ ９２．８％ ９４．４％ ９５．０％ ９５．７％ ５．６％ ４．３％

総 合科学部 ８７．３％ ９３．１％ ９４．２％ ９４．７％ ９４．７％ ５．８％ ５．３％

文 学部 ７７．５％ ８８．４％ ９１．９％ ９２．５％ ９４．２％ ８．１％ ５．８％

教育学部 ９１．１％ ９５．３％ ９５．５％ ９６．１％ ９７．１％ ４．５％ ２．９％

榔 部 ９３．６％ ９８．４％ ９８．９９ち ９８．９％ ９８．９％ １．１％ １．１％

法学部 ８４．５％ ９３．４％ ９５．０％ ９５．０％ ９５．６％ ５．０％ ４．４％
一　経 済学部 ８７．３％ ９２．６％ ９３．１％ ，９４．７％ ９４．７％ ６．９％ ５．３％

理 学部 ８２．４％ ８７．５％ ８９．５％ ９０．９％ ９１．６％ １０．５％ ８．４％

医学部 １０２．２％ １０７．１％ １０８．２％ １０８．２％ １０８．７％ － ８．２％ －８．７％

工学部 ７８．２％ ８７．９％ ９１．０％ ９１．８％ ９２．７％ ９．０％ ７．３％

生物生産学部 ８３．５％ ８８．７％ ９１．０％ ９１．７％ ９２．５％ ９．０％ ７．５％

※　医学部の値は、医学科を除く総合薬学科、保健学科からなる値である。表８も同様。

そこで、広島大学教務課所管の学生の異動データをもとに、再度４年制学部全体及び各学部

における卒業率と非卒業率の値を算出した（表８を参照）。なお、文部（科学）省提出データで

は、同一大学内での転学部・転学科・転部等（以下、転籍）についてのデータは極めて乱暴に

扱われているため１、専門分野別の卒業率は正確さに欠けたものとなる。加えて、編入学及び学

士入学等の入学者数及び卒業状況についてのデータは極めて不十分であり２、編入学者等を考慮

した卒業率を算出することは不可能である。しかし、教務課所管のデータであれば、転籍者及

び編入学者等を考慮に入れた卒業率を正確に算出することが可能である。

まずは、転籍者及び編入学者を考慮に入れない、１９９４年度入学者の卒業率をみていきたい（表

８左「卒業率（正規入学者のみ）」を参照）。表７の値と異なる値を示しているのは、文学部、

学校教育学部、法学部、理学部、医学部の計５学部であり、その誤差は、医学部を除いて１％

１文部（科学）省提出データには、入学に関するデータは転籍前の所属学部学科の欄に記載されて
いるのに対し、卒業に関するデータは転籍後の所属学部学科の欄に記載されている。

２文部（科学）省提出データには、「短期大学」「高等専門学校」「専修学校（専門課程）」からの編
入学者数を記載する欄は設けられているのに対し、「大学」から「大学」への編入学者数、及び学士
入学者数を記載する欄は設けられていない。
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前後にとどまっている。医学部では１２．０％（８年間）値が減少し、卒業率も９６・７％に落ち着い

ている。

なお、１９９４年度入学者に相当する転籍者は４名である。彼らを考慮に入れた卒業率で、それ

を考慮に入れない卒業率と差がみられるのは、法学部と理学部のみであり、その誤差について

は０．５％以下である（表８中央「卒業率（転籍者込）」を参照）。先に、文部（科学）省提出デ

ータにおいて、１００％を超える卒業率が算出された要因として、学内からの移動によって卒業

者数が入学者数を上回ったか、あるいは文部（科学）省への提出データ自体に誤りがあったか、

という２つの可能性を示唆したが、少なくとも本稿の広島大学の事例についていえば、後者の

要因によるものといえる。

・最後に編入学者等を考慮に入れた卒業率をみてみよう（表８右「卒業率（編入学者等込）」を

参照）。編入学者等を考慮に入れた卒業率で、それを考慮に入れない卒業率と差がみられるのは、

法学部、理学部、医学部、工学部の計４学部である。その誤差については０．５％以下ではある

が、編入学者等を考慮に入れない場合よりも卒業率に若干の増加傾向がみられる。こうした知

見の蓄積は、学部・学科間の壁を低くし、学生の流動性を高めるような方策↑の契機にもなろ

う。

表８　教務課所管のデータをもとに算出した、広島大学における１９９４年度入学者（もしくは

それに相当する）の卒業率と非卒業率

卒 業 率 （正 規 入 学 者 の み ） 卒 業 率 （転 籍 者 込 ） 卒 業 率 （編 入 学 者 等 込 ）

６年間 ８年間 ６年間 ８年間 ６年間 ８年間

全体 ９３．６％ ９４．８％ ９３．５％ ９４．８％ ９３．６％ ９４．８％

総合科学部 ９４．２％ ９４．７％ ９４．２％ ９４．７％ ９４．２％ ９４．７％

文 学部 ９３．１％ ９５．４％ ９３．１％ ９５．４％ ９３．１％ ９５．４％

教 育学部 ９５．５％ ９７．１％ ９５．５％ ９７．１％ ９５．５％ ９７．１％

榔 部 ９８．７％ ９８．７％ ９８．７％ ９８．７％ ９８．７％ ９８．７％

法学部 ９４．５％ ９５．０％ 占４．０％ ９４．５％ ９４．１％ ９４．６％

経済学部 ９３．１％ ９４．７％ ９３．１％ ９４．７％ ９３．１％ ９４．７％

理 学部 ８８．９％ ９０．５％ ８８．９％ ９０．６％ ８８．９％ ９０．６％

医学部 ９６．７％ ９６．７％ ９６．７％ ９６．７％ ９７．１％ ９７．１％

工学部 ９１．０％ ９２．７％ ９１．０％ ９２．７％ ９１．２％ ９２．９％

生物生産学部 ９１．０％ ９２．５％ ９１．０％ ９２．５％ ９１．０％ ９２．５％

４　まとめと考察

以上、本稿では、既存の調査統計及び大学所管のデータを用いて、重要なＰＩの一つである

卒業率及び非卒業率を算出し報告した。専門分野別にはやや困難としても、全国レベルで、設

置者別・昼夜間部別等、算出が可能であることを示し、実際に数値を示した。しかしその算出

過程にはいくつかの問題点・留意点が内在する。

－９８－



まず、同一機関内の転籍者等の問題がある。『学校基本調査報告書』では、２年次以降に所属

学部学科を決定する大学の学生を含む転籍者は、転籍後の所属学部学科の卒業生として扱われ

るため、入学時と卒業時の所属学部学科が必ずしも一致しなくなる。

第２に、編入学者等の問題がある。『学校基本調査報告書』には、「大学」から「大学」への

編入学者、及び学士入学者に関する数値は掲載されていない。特に「大学」から「大学」への編

入学者数は、編入学者全体の約２割を占めており、決して無視できるものではない。

第３に、そもそも各大学から文部科学省に提出されているデータ自体の信憩性の問題がある。

広島大学が文部（科学）省に提出したデータをみる限り、１大学間でさえ、データ整備が統一

的な定義のもとでなされているようにはみえなかった。

このように、既存データからの卒業率及び非卒業率の算出過程には、多様な問題点が内在し

ている。そのため算出された値は、概数として参照する程度に留めておくほうが賢明かと思わ

れる。しかし、今回試みたような粗いレベルでの算出でさえ、蓄積がほとんどないという日本

の現状を考えると、一つの目安としては十分意味を持つものであろう。なお、表８に示したよ

うに、大学所管のデータを用いることによって、転籍者や編入学者等をも考慮に入れた正確な

卒業率及び非卒業率の算出は可能である。

もちろん、そうして算出されたＰＩ自体が、そもそもＰＩとしての妥当性を持ち得ているのか

といった問題や、算出されたＰＩをどのように解釈し、使用するのかといった問題等について

も考慮しておく必要がある。最後にこうした問題について若干の考察を加えたい。

まず前者の問題について、例えばオーストラリアでは、教育省が、多様なＰＩを掲載した報

告書を、１９９４年以降隔年で公表している。掲載されているＰＩの項目数は、１９９４年の４１項目

から、１９９６年には６８項目、１９９８年には３６０項目と増加し続けるが、２０００年には２８７項目に

減少している。このような項目選定の過程で「何を測定すべきか」という議論は十分なされて

いるものと思われる。

しかもそのＰＩの多くは、卒業４ヶ月後の卒業生に対して行なわれる　ｔｈｅ Ｇｒａｄｕａｔｅ

ＤｅｓｔｉｎａｔｉｏｎＳｕｒｖｅｙ（ＧＤＳ）及びｔｈｅＣｏｕｒｓｅＥｘｐｅｒｉｅｎｃｅＱｕｅｓｔｉｏｎｎａｉｒｅ（ＣＥＱ）から得られたも

のである。調査によってデータを収集するため、既存データを使用する場合に生じるようなデ

ータの制約にとらわれることなく、議論に集中できたものと思われる。

なお、２０００年の報告書には、卒業率はインジケータとして取り上げられていない。オースト

ラリアでは学生の移動が激しいために、卒業率が必ずしも有効な指標として機能し得ないと判

断されているためである。

後者の問題について、ＰＩの解釈の問題は極めて重要な問題である。例えば卒業率は、効率の

点からいえば、値の高いほうが優れているといえる。しかし、質の点からいえば、成績評価や

退学の基準の厳格さを示す指標として、値の低いほうが優れていると考えることもできる。こ

れは、特に国際比較をする際には留意したい点である。

また、ＰＩの使用の問題に関しては、機関間相互比較は非常に興味深いが、慎重に行う必要が

ある。それはＰＩの多くが、社会的、政治的、経済的文脈に負うところが大きいためである。

－９９－



高等教育機関への入学資格試験があり、入学者や大学教育の質が全国的に一定の水準に保たれ

ているイギリスやオーストラリアでさえ、相互比較は、同程度のプロフィールを持つ大学グル

ープ間もしくはベンチマーキング大学間でなされている。日本やアメリカのように機関間の多

様性が大きいシステムでは、なおさら慎重に行う必要があろう。
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第９章　我が国における大学生の教育達成度のアセスメント

藤井　宣彰

葛城浩一

作田　良三

岡田　典子

山崎　博敏

本章では、西日本の５つの大学の学部生に試行的に実施した大学生の達成度に関する標

準テストの結果を分析し、日本の大学教育の成果を検討する。

１．調査の方法と内容

２００３年１月から１２月にかけ、西日本の５つの大学の学生を対象として、「学力調査」

および「高校・大学生活の状況に関する質問」からなる調査を実施した。調査を行った時

期は、国立Ａ大学が２００３年１月、私立Ｂ大学が２００３年５月、国立Ｃ大学と国立Ｄ大学

が２００３年１１月、国立Ｅ大学が２００３年１２月である。

学力調査には、ＳＡＴＩＩ：ｍａｔｈ ＬｅｖｅｌＩＣの問題を使用した。本来ＳＡＴＩＩ：ｍａｔｈ Ｌｅｖｅｌ

ＩＣでは５０題の出題に対し、制限時間を１時間と設定している。しかし本調査では、平

常の授業時間の一部を割いて「高校・大学生活の状況に関する質問」も行ったため、数学

の出題数を半分の２５題とし、それぞれを調査票Ａと調査票Ｂとし４０分間で実施した。

表９－１、表９－２は、本調査の実施状況を示している。有効サンプル数は６２０であっ

た。そのうち、調査票Ａが３３０、調査票Ｂが２９０である。大学別には、Ａ大学が１６９、Ｂ

大学が１５５、Ｃ大学が５５、Ｄ大学が８０、Ｅ大学が１６１である。なお、各大学とも、調査

票Ａ、Ｂの回答状況に有意な差異はみられなかった。

表９－１　調査票の状況

国立 Ａ大学 私立 Ｂ大学 国立 Ｃ大学 国立 Ｄ 大学・国立 Ｅ大学 計

調査票 Ａ ・８７（２６．４） ７６（２３．０） ２６ （７．９） ４１（１２．４） １００（３０．３） ３３０（１００．０％）

調査票 Ｂ ８２（２８．３） ７９（２７．２） ２９（１０．０） ３９（１３．４） ６１（２１．０） ２９０（１００．０％）

計 １６９（２７．３） １５５（２５．０） ５５ （８．９） ８０（１２．９） １６１（２６．０） ６２０（１００．０％）

表９－２　学力調査の回答状況

人数 ％

一部回答 ３１９ ５１．５
全問回答 ３０１ ４８．５

計 ６２０ １００．０
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２．調査対象校の入試科目

各調査対象校の入試状況は表９－３に示している。

Ａ大学の入試科目は、一般選抜の場合、大学入試センター試験は５教科６科目で、個別

革験は前期が２科目（実技系は実技）、後期は小論文・面接・実技のいずれかである。推

薦入試では、大学入試センター試験を廃さず小論文と面接となっている。

Ｂ大学は、調査校の中で唯一の私立で、一般選抜（Ａ日程）での入試科目は、国語、社会、

英語から２科目選択となっており、数学は受験科目になっていない。

表９－３　入試形態

入試形態 回答者数 ％ 入試科 目

国立 前期 １０３ ６１．３セ ンター ：５教科 ６科 目

大学 個別前期 ：２科 目又は実技

後期 ２１ １皇．５個別後期 ：小論文又 は面接又は実技

推薦 ４４ ２６．２小論文 ・面接

計 １６８ １００．０

私立

Ｂ大学

日程 ５２ ３５．９国語 ・社会 ・英語 よ り２科 目選択

Ｂ 日程 ７ ４．８小論文 ・面接

推薦 ８１ ５５．９小論文 ・面接

社会人・帰国子女選抜等 ５ ３．４面接

計 １４５ １００．０

国立 前期 ２８ ５０．９セ ンター ：５教科 ６科 目

Ｃ大学 個別前期 ：１又は ２科 目又は実技

後期 １４ ２畠．５個別後期 ：小論文又は面接又 は実技

推薦 １３ ２３．６小論文 ・面接 （セ ンター試験 を課す学科 もあ り）

計 ５５ １００．０

国立 前期 ５６ ７０．０セ ンター ：５教科 ６科 目

Ｄ大学 個別前期 ：１又 は ２科 目又 は実技

後期 ２０ ２５．０個別後期 ：小論文又 は面接又は実技

推薦 １ １．３小論文 ・面接 （セ ンター試験を課す学科 もあ り）

社会人 ・帰国子女選抜等 ３ ３．８小論文 ・面接

計‾ ８０ １００．０

国立 前期 ９３ ６４．１セ ンター ：５教科 ５又．は ６科 目

Ｅ大学 個別前期 ：１又 は ２科 目 （小論文又は調査書又は

面接 を課す学科 もあ り）

後期 ２４ １６．６ 小論文 ・調査書 ・面接 のみの学科 もあ り

個別後期 ：■小論文又 は面接又は調査書

推薦 ２７ １８．６小論文 ・面接 （セ ンター試験 を課す学科 もあ り）

社会人 ・帰国子女選抜等 １ ０．７小論文 ・面接

計 １４５ １００．０

Ｃ大学は、一般選抜の場合、大学入試センター試験で５教科６科目を課している。個別
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試験は前期が１又は２科目（実技系は実技）、後期は小論文・面接・実技のいずれかであ

る。推薦入試は、大学入試センター試験を課す選抜方法と課さない選抜方法があり、いず

れの方法でも小論文と面接が課されている。

Ｄ大学の入試科目も、Ｃ大学とほぼ同様である。社会人・帰国子女選抜等では、学力試

験は課されず、小論文と面接により選抜が行われる。

Ｅ大学は、一般選抜において、大学入試センター試験で５教科６科目を課す学科と５科目

を課す学科がある。前期でも小論文・面接・調査書を課す学科が多い。後期では、小論文・

面接・調査書により選抜が行われる。推薦入試は、大学入試センター試験を課す選抜方法

と課さない選抜方法があり、いずれの方法でも小論文と面接が課されている。社会人・帰

国子女選抜等では、学力試験は課されず、小論文と面接により選抜が行われる。

３．回答者の属性

回答者の属性を表９－４に示す。専門分野はＣ大学を除いて文系が多い。性別ではＡ大

学とＢ大学が男女同数で他の大学は女性が多い。学年別ではＤ大学は３年生が多く、他

の大学は１、２年生が中心である。現浪別ではＢ大学で現役が圧倒的に多い。センター試

験を受験した者は、Ｂ大学は３６．７％であるが、他の大学はほとんどの学生が受験している。

表９－４　回答者の属性

Ａ 大 学 Ｂ 大 学 Ｃ 大 学 Ｄ 大 学 Ｅ 大 学 計

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％

専 門 分 野

文 系 １１８ ６９．８ １５５ １００．０ ２３ ４１．８ ６１ ８５．９ １０４
‾６８．９

４６１ ７６．７

理 系 ５１ ３０．２ ０ ０．０ ３２ ５８．２ １０ １４．１ ４７ ３１．１ １４０ ２３■．３

計 １６９ １００．０ １５５ １００．．０ ５５１００．０ ７１１００．０ １５１１００．０ ６０１１００．０

性 別

男 ８５ ５０．６ ７４ ５０．■０ ２３ ４１．８ ２５ ３１．３ ７１ ４６．４ ２７８ ４６．０

女 ８３ ４９．４ ７４ ５０．０ ３２ ５８．２ ５５ ６８．８ ８２ ５３．６ ３２６ ５４．０

計 １６８ １００．０ １４８ １００．０ ５５ １００．０ ８０ １００．０ １５３ １００．０ ６０４ １００．０

学 年

１年 １６ ９．５ １２８ ８８．３ ０ ０．０ １ １．３ ３９ ２５．８ １８４ ３０．８

２年 １４４ ８５．７ １１ ７．６ ４６ ８３．６ ０ ０．０ ５３ ３５．１ ２５４ ４２．５

３年 ７ ４．２ ２ １．４ ５ ９．１ ６７ ８４．８ ３７ ２４．５ １１８ １９．７

４年 １ ０．６ ４ ２．８ ４ ７．３ １０■１２．７ ２２ １４．６ ４１ ６．９

５年 ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ １ １．３ ０ ０．０ １ ０．２

計 １６８ １００．０ １４５ １００．０ ５５ １００．０ ７９ １００．０ １５１１００．０ ５９８ １００．０

現 役 ・　浪 人

現 役 １４０ ８２．８ １３９ ９５・て２ ４４ ８０．０ ６７ ８３．８ １００ ６５．４ ４９０ ８１．３

浪 人 ２７ １６．０ ５ ３．４ １０ １８．２ １１ １３．８ ４９ ３２．０ １０２ １６．９

編入 学 等 ２ １．２ ２ １．４ １ １．８ ２ ．２．５ ４ ■２．６ １１ １．８

計 １６９ １００．０ １４６ １００．０ ５５ １００．０ ８０ １００．０ １５３ １００．０ ６０３ １００．０

セ ン タ ー

試 験

受験 した １５１ ８９．３ ５４ ３６．７ ４７
＿８５．５

７８ ９７．５ １４９ ９７．４ ４７９ ７９．３

受 験 して

いない
１８ １０．７ ９３ ６３．３ ８ １４．５ ２ ２Ｊ５ ４ ２．６ １２５ ２０．７

計 １６９ １００．０ １４７ １００．０ ５５ １００．０ ８０ １００．０ １５３ １００．０ ６０４ １００．０
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高校時代、得意だった教科として数学を選んだ者は文系と理系で大きく異なる。数学を

選んだ者の割合は、Ａ大学とＤ大学では理系が文系の約３倍で、Ｃ大学とＥ大学では約２

倍である。Ｂ大学では１５．１％と低くなっている（表９－５）。

高校時代に履修した数学の科目では、国立大学であるＡ、Ｃ、Ｄ、Ｅ大学の学生のほとん

どは、数学Ⅰ・Ａおよび数学Ⅱ・Ｂを履修していた。しかし、私立大学であるＢ大学では、

数学Ａと数学Ⅱの履修率が他大学より低く、数学Ｂを履修した者は約半数である。文系で

数学Ⅲ・Ｃを履修した者は、どの大学でも３０％に満たない（表９－６）。

受験勉強した科目は、大学入試の科目との関連が強い。しかし数学Ⅰ・Ａにおいて、Ａ大

学とＣ大学では文系よりも理系の方が受験勉強をした者の割合が低くなっている。これは

両大学では、理系に推薦入試で入学した者が多いためであろう。数学Ⅱ・Ｂでは、Ａ大学、

Ｃ．大学およびＤ大学では文理による差は小さい。だがＥ大学では文系で数学Ⅱ・Ｂ　を受

験勉強した者の割合は理系の半分以下セある。Ｂ大学では入試で数学が課されていないた

めに、数学Ⅰで２０％にも満たない（表９－７）。

表９－５　高校の教科で得意だった割合（％）

Ａ 大 学 Ｂ大 学 Ｃ 大学 Ｄ 大学 Ｅ 大学

文 系 理 系 計 文 系 文 系 理 系 計 文 系 理 系 計 女 系 理 系 計

国語 ５６．０ １７．６ ４４．３ ５０．０ ５６．５ ３４．４ ４３．６ ４４．８ ０．０ ３８．２ ４７．１ １５．６ ３７．６

数 学 ２２．４ ６８．６ ３６．５ １５．１ ２１．７ ３７．５ ３０．９ ３４．５ １００．０ ４４．１ ２４．０ ４０：０ ２８．９

英 語 ６７．２ １９．６ ５２．７ ３１．５ ５６．５ ２５．０ ３８．２ １７．２ １０．０ １６．２ ４１．３ ２０．０ ３４．９

理 科 ２２．４ ７６．５ ３８．９ ２１．２ １３．０ ウ５．０ ４９．１ ２７．６ ５０．０ ３０．９ ２７．９ ６２．２ ３８．３

社 会 ５１．７ １５．７ ４０．７ ５９．６ ５２．２ ３１．３ ４０．０ ４１．４ ４０．０ ４１．２ ５０．０ ３１．１ ４４．３

表９－６　　高校で履修していた割合（％）

Ａ 大 学 Ｂ 大 学 Ｃ 大 学 Ｄ 大 学 Ｅ 大 学

文 系 理 系 計 文 系 文 系 理 系 計 文 系 理 系 計 文 系 理 系 計

数 学 Ⅰ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ ９８．１ １００．０ ９８．７

数 学 Ａ １００．０ ９８．０ ９９．４ ８４．４ １００．０ ９３．５ ９６．３ １００．０ １００．０ １００．０ ９５．２ ９５．７ ９５．４

数 学 Ⅱ ９９．２ １００．０ ９９．４
‾　８５．８

１００．０ ９３．５ ９６．３ １００．０ １．００．０ １００．０ ９５．■２ ９７．９ ９６．０

数 学 Ｂ ９７．５ ９４．１ ９６．４ ５３．６ １００．０ ■　８３．９ ９０．７ ９８．４ １００，０ ９８．６ ７９．８ ８９．４ ８２．８

数 学 Ⅲ １４．４ ８８．２ ３６．７ １７．１ １３．０ ６１．３ ４０．７ １６．４ ７０．０ ２３．９ ２７．９ ７４．５ ４２．４

数 学 Ｃ １４．４ ８６．３ ３６．１ １１．４ １３．０ ５４．８ ３７．０ ８．２ ７０．０ １６．９ ２０．２ ６８．１ ３５．１

表９－７　受験勉強をした割合（％）

Ａ 大 学 Ｂ 大 学 Ｃ 大 学 Ｄ 大 学 Ｅ 大 学

文 系 理 系 計 文 系 文 系 理 系 計 文 系 理 系 計 文 系 理 系 計

数 学 Ⅰ ８８．３ ６８．２ ８２．６ １８．３ ９１．３ ７７．４ ８３．３ ８１．４ ８８．９ ８２．４ ８７．５ ６７．４ ８１．３

数 学 Ａ ８８．３ ６５．９ ８１．９ １９．７ ９１．３ ■８０．６ ８５．２ ８１．４ ８８．９ ８２．４ ５２．９ ６９．６ ５８．０

数 学 Ⅱ ７５．７ ６８．２ ７３．５ １３．４ ７８．３ ■　８０．６ ７９．６ ７９．７ ８８．９ ８０．９ ３２．７ ６５．２ ４２．７

数 学 Ｂ ７３．０ ６５．９ ７１．０ １４．８ ７８．３ ７７．４ ７７．８ ７８．０ ８８．９ ７９．４ １８．３ ６５．２ ３２．７

数 学 Ⅲ ５．４ ５２．３ １８．７ ３．５ ０．０ ２２．６ １３＿．０ ５．１ ４４．４ １０．３ ４．８ ５０．０ １８．７

数 学 Ｃ ４．５ ５２．３ １８．１ ３．５ ０．０ １９．４ １１．１ ５．１ ２２．２ ７．４ １．９ ４５．７ １５．３
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４．正答数の分布と平均値

表９－８は全体及び各大学別の正答数の平均値・標準偏差と最頻値を示している。

全体の平均値は１５・４で、最頻値は１６であった。大学別には、国立Ａ大学が最も正答数

が多く、私立のＢ大学が最も少なかった。国立のＣ大学，Ｄ大学，Ｅ大学の正答数は、ほ

ぼ同程度で、Ａ大学より少し低い。なお、５つの大学の間で、正答数の平均値には有意な

差がある。

表 ９ － ８　 正 答 数 の 平 均 値 ・標 準 偏 差 と 最 頻 値

平 均 値 標 準 偏 差 最 頻 値

全 体 １５．４ ５．９ １６

Ａ 大 学 １９．３ ３．８ ２１
Ｂ 大 学 ８．５ ５．０ １０
Ｃ 大 学 １６．５ ４．２ １６
Ｄ 大 学 １７．２ ３．９ １６

Ｅ 大 学 １６．８ ４．０ １６

図９－１の６つの図は、数学の正答数の分布である。

図９－１　５つの大学の数学テストの正答数分布

正答数分布（大学計）
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正答数分布（Ｂ大学）
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正答数分布（Ｄ大学）
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表９－９は、文理別に見た正答数分布の比較である。いずれの大学も理系の正答率が高

くなっているが、Ｃ大学では有意差が見られなかった。

表９－９　文理別大学別の正答数の平均値・標準偏差と最頻値

文　 系 理　 系

平 均値 標 準 偏 差ｒ 最頻 値 平均 値 標 準偏 差 最 頻 値

全 体 １４．２ ５．９ １６ １９．３ ４．２ ２２
Ａ大 学 １８．６ ３．７ ２１ ２０．８ ３．７ ２３

Ｂ大 学 ８，５ ５．０ １０

Ｃ大 学 １５．９ ２．７ １７ １７．０ ５．０ ２０
Ｄ大 学 １５．９ ２．７ １６ １７．０ ５．０ ２５
Ｅ大 学 １６．０ ３．９ １６ １８．７ ３．２ １９

図９－２は、全体及び大学別の、文系理系別の分布である。全体的に、正規分布の形状

を呈しているといえる。

図９－２ 文理別の正答数分布

正答数分布（大学計／文系）
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５．回答者の特性による正答数の差の検定

表９－１０は、回答者の属性別に正答数の平均値の差の検定を行った結果である。

大学別の平均点に有意な差があり、Ｂ大学の平均値が低い。文理別では、理系の方が

文系よりも平均値が高い。５大学合計で約５点の差があり、各大学ごとに比較した場合で

もＣ大学を除き有意な差がある。性別では、男性の方が女性よりも平均点が高いが、Ｂ大

学とＣ大学では有意な差がない。入試形態別では、Ａ大学、Ｂ大学およびＣ大学で有意な

差があり、特に推薦入試入学者の平均値が低い。高校所属学科別では、普通科出身者の平

均イ直が職業科や総合学科出身者よりも高い。Ａ大学、Ｂ大学およびＣ大学でも有意な差が

ある。

なお表中で標準偏差が表記されていない箇所は、該当する回答者が１人で標準偏差が計

算されていない場合である。

表９－１０　回答者の属性別の得点

平均 値 標 準 偏 差 検 定

大学 別 大 学 １９．３ ３．８ ＊　＊　＊

Ｂ 大 学 ８．５ ５

Ｃ大 学 １６．５ ４．２

Ｄ 大学 ・１７．２ ３．９

Ｅ 大 学 ■１６．８ ４

文理 別 大 学 文 系 １８．６ ３．７ ＊　＊　＊

理 系 ２０．８ ３．７

Ｃ大 学 文 系 １５．９ ２．７

理 系 １７ ５

Ｄ 大学 文 系 １６．６ ３．４ ＊　＊　＊

理 系 ２１．８ ３．立

Ｅ 大 学 文 系 １６ ３．９ ＊ ＊　＊

理 系 １８．７ ３．２

計 文 系 １４．２ ５．９ ＊　＊　＊

理 系 １９．３ ４．２

性別 大 学 男性 ２０．１ ３．９ ＊　＊

女性 １８．４ ３．６

Ｂ大 学 男性 ８．６ ５．０

女性 ８．６ ５．１

Ｃ大 学 男性 １７．０ ５．１

女性 １６．２ ３．５

Ｄ 大 学 男性 ２０．２ ３．４ ＊＊ ＊

＊＊ ＊

女性 １５．９ ３．３

Ｅ大 学 男 性 １８．２ ３．２

女性 １５．＿７ ４．１

計 男 性 １６．３ ６．３ ＊　＊

女性 １４．９ ５．４
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入試 形 態 別　 大 学 ｌ　　ｌ孝　　ｌ
前期 ２０ ３．∂ ＊　＊　＊

麦期 ２０．２ ３

推 薦 １７．１ ４．６

Ｂ 大学　 ｌ 日程 １０．４ ５．１ ＊ ＊　＊

Ｂ 日程 １０．９ ６．６

推 薦 ７．２ ４．４

社会 人 ・帰 国子 女 選 抜 等 ９．８ ５．８

Ｃ 大学 前 期 １７．４ ３．４ ＊　＊　＊

後 期 １８．１ ３．４

推 薦 １２．９ ４．９

Ｄ 大学 前 期 １７．３ ３．８

後 期 １７．３ ４．４

推 薦 １７ －
社 会人 ・帰 国子 女 選 抜 等 １５ １

Ｅ大 学 前 期 １６．９ ３．７

後 期 １７．２ ４．３

推 薦 １６．４ ４．４

社 会 人 ・帰 国 子 女選 抜 等 １６ －

高 校所 属 学 科別 大 学 普 通 科 １９．５ ３．５ ■＊　＊　＊

職 業科 ９ １．４

総 合学 科 １６．３ ７．５

そ の他 １８ ５．３

Ｂ 大 学 普 通 科 ９ ４．９ ＊

職 業 科 ６．２ ５．１

総 合 学 科 ５．９ ４

そ の他 １１ ５．３

Ｃ大 学 普 通科 １７．１ ３．６ ＊　＊　＊

職 業科 ９．８ ４．４

総 合 学科 １２ －

そ の 他 ２０．３ ０．６

Ｄ 大学 普 通 科 １７．２ ３．９

総 合 学 科 １８ ー
そ の他 ２０ １．４

Ｅ大 学 普 通科 １７．２ ３．７

職 業科 １２．７ ４

総 合 学科 １６ －

そ の他 １６．ウ ４．３

計 普通 科 １６．１ ５‾．６ ＊　＊　＊

職 業科 ８．８ ５．１

総 合 学科 ８．９ ６．３

そ の 他 １６．５ ４．９

注 ‥＊＊＊ ：０．１％水準、 ＊＊ ‥１％水準 、＊ ‥５％水準で有意であることを示す。以下の表 も同様。
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この結果から、正答数は入試および高校時のカリキュラムと関係があることが予想され

る。そこで、高校での数学の履修状況との関係を調べた。

表９－１１をみると、高校での文系理系の違いが現れる数学Ⅲ・Ｃおよび数学Ｂを履修

した者は、Ｂ大学を除いて履修しなかった者よりも有意に平均値が高い。

表９－１１　　高校での数学履修と正答数

平均 値 標 準 偏 差 検 定

大 学 数 学 Ⅰ 履 修 して いな い
ー － －

履 修 した １９．３ ３．８

数 学 Ａ 履 修 して い な い ２声．０

履 修 した １９．３ ３．８

数 学 Ⅱ 履 修 して い な い １２．０

履 修 した １９．３ ３．８

数 学 Ｂ 履 修 して い な い １４．７ ６．１ ＊　＊

履 修 した １９．４ ３．７

数 学 Ⅲ 履 修 して い な い １８．２ ３．６ ＊　＊　＊

履 修 した ２１．０ ３．７

数 学 Ｃ 履 修 して い な い １８．１ ３．８ ＊　＊ ＊

履 修 した ２１．３ ３．０

Ｂ 大学 数 学 Ⅰ 履 修 して い な い － － －
履 修 した ８．７ ５．１

数 学 Ａ 履 修 して い ない ５．０ ４．１ ＊　＊　＊

履 修 した ９．４ ５．０

数 学 Ⅱ 履 修 して い ない ５．５ ４．７ ＊　＊

履 修 した ９．２ ５．０

数 学 Ｂ 履 修 して い ない ７．３ ４．７ ＊　＊

履 修 した ９．９ ５．１

数 学 】Ⅱ ・ 履 修 して い ない ８．７ ５．２

履修 した 鱒・β ４．７

数 学 Ｃ 履修 して い ない ８．６ ５．１

履修 した ９．６ ４．９

Ｃ大 学 数 学 Ⅰ 履修 してい な い ７．０ 一 ＊

履修 した １６．６ ４．１

数 学 Ａ 履修 してい な い ７．０ １．４ ＊　＊ ＊

履修 した １６．８ ３．９

数 学 Ⅱ 履修 して い な い・ ９．５ ２．１ ＊　＊

履修 した １６．７ ４．１

数 学 Ｂ 履修 して い な い ９．８ ４．４ ＊　＊　＊

履修 した １７．１ ３．６

数 学 Ⅲ 履 修 して い な い １４．７ ３．５ ＊　＊ ＊

履 修 した １９．１ ４．０

数 学 Ｃ 履 修 して い な い １４．９ ３．９ ＊　＊　＊

履 修 した １９．２ ３．４

Ｄ 大学 数 学 Ⅰ 履 修 して い な い ー － －
履 修 した １７，２ ３．９

数 学 Ａ 履 修 して い．な い ー － ー
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履 修 し た １７．２ ３．９

数 学 Ⅱ 履 修 し て い な い
－ ー 一

履 修 し た １７．２ ３．９

数 学 Ｂ 履 修 し て い な い １８．０ －

履 修 した １７．２ ３．９

数 学 Ⅲ 履 修 して い な い １６．２ ３．３ ＊　＊　＊

履 修 した ２０．６ ３．６

数 学 Ｃ 履 修 して い な い １６．４ ３．３ ＊　＊　＊

履 修 した ２１．４ ３．６

Ｅ 大 学 数 学 Ⅰ 履 修 して い な い １６．０ １．４

履 修 した １６．８ ４．０

数 学 Ａ 履 修 して い な い １５．３ ２．３

履 修 した １６．８ ４．０

数 学 Ⅱ 履 修 して い な い １４．１ ３．２

履 修 した １６．９ ４．０

数 学 Ｂ 履 修 して い な い １４．２ ３．４ ＊ ＊　＊

履 修 した ．１７．３ ３．９

数 学 Ⅲ 履 修 して い な い １５．３ ３．９ ＊ ＊ ＊

履 修 した １８．８ ３．１

数 学 Ｃ 履 修 して い な い １５．６ ３．８ ＊　＊　＊

履 修 した １９．０ ３．３

計

／／

数 学 Ⅰ 履 修 して い な い １３．０ ５．３

履 修 した １５．６ ５．８

数 学 Ａ 履 修 し て い な い ８．２ ６．２ ＊　＊　＊

履 修 し た １６．０ ５．５

数 学 Ⅱ 履 修 し て い な い ８．０ ５．６ ＊　＊　＊

履 修 し た １６．０ ５．５

数 学 Ｂ 履 修 し て い な い ９．８ ５．５ ＊　＊ ＊

履 修 した １６．９ ５．０

数 学 Ⅲ 履 修 して い な い １４．３ ５．５ ＊　＊　＊

履 修 した １８．５ ５．２

数 学 Ｃ 履 修 して い な い １４．３ ５．６ ＊　＊　＊

履 修 した １９．２ ４．７
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また、受験時に勉強した科目の違いでは（表９－１２）、多くの科目で受験勉強をした者

がしなかった者よりも平均値が高くなっている。ただし、Ｄ大学ではサンプル数が少ない

こともあり、有意な差がない。

表９－１２　　数学の受験勉強と得点

平 均 値 標 準 偏 差 検 定

大 学 数 学 Ⅰ 勉 強 し て い な い １８．６ ５

勉 強 した １９．４ ３．ｒ７

数 学 Ａ 勉 強 して い な い １８．８ ５

勉 強 した １９．３ ３．７

数 学 Ⅱ 勉 強 して い な い １８．５ ４．５

勉 強 した １９．５ ３．７

数 学 Ｂ 勉 強 して い な い １８．７ ４．４

勉 強 した １９．５ ３．７

数 学 Ⅲ 勉 強 して い な い １８．７ ３．９ ＊　＊　＊

勉 強 した ２１．４ ３．３

数 学 Ｃ 勉 強 して い な い １８．７ ４ ＊　＊　＊

勉 強 した ２１．８ ２．７

大 学 数 学 Ⅰ 勉 強 して い な い ７．９ ４．７ ＊　＊　＊

勉 強 した １２．６ ５

数 学 Ａ 勉 強 して い な い ７．９ ４．７ ＊　＊　＊

勉 強 した １２．４ ４．９

数 学 Ⅱ 勉 強 して い な い ８．１ ４．８ ＊　＊　＊

勉 強 した １２．８ ５．２

数 学 Ｂ 勉 強 して い ：な い ８．２ ４．８ ＊　＊　＊

勉 強 した １２ ５．２

数 学 Ⅲ 勉 強 し て い な い ８．８ ５．１

勉 強 し た ９ ３．５

数 学 Ｃ 勉 強 し て い な い ８．８ ５．１

勉 強 し た ６．６ ３

Ｃ大 学 数 学 Ⅰ 勉 強 し て い な い １３．２ ５．３ ＊

勉 強 した １７．１ ３．８

数 学 Ａ 勉 強 して い な い １４．０ ５．０

勉 強 した １６．９ ４．０

数 学 Ⅱ 勉 強 して い な い １４．３ ４．３

勉 強 した １７．０ ４．１

数 学 Ｂ 勉 強 して い な い １β．７ ４．６ ＊　＊

勉 強 した １７．３ ３．８

数 学 Ⅲ 勉 強 して い な い １６．０ ４．１ ＊

勉 強 した １９．９ ３．８

数 学 Ｃ 勉 強 して い な い １５．９ ４．１ ＊　＊

勉 強 し た ２１．２ １．８

大 学 数 学 Ⅰ 勉 強 し て い な い １７．４ ３．９

勉 強 し た １７．２ ４．０

数 学 Ａ 勉 強 し て い な い １７．４ ３．９

勉 強 した １７．２ ４．０

数 学 Ⅱ 勉 強 して い な い １７．３ ３．８

勉 強 した １７．３ ４．０
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数 学 Ｂ 勉 強 して い な い １７．３ ３．７

勉 強 した １７．３ ４．０

数 学 Ⅲ 勉 強 して い な い １７．０ ３．６

勉 強 した １９．６ ５．７

数 学 Ｃ 勉 強 して い な い １７．１ ３．８

勉 強 した １９．３ ５．６

Ｅ大 学 数 学 Ⅰ 勉 強 して い な い １７．６ ４．０

勉 強 し た １６．５ ３．９

数 学 Ａ 勉 強 し て い な い １６．２ ４．１

勉 強 し た １７．１ ３．８

数 学 Ⅱ 勉 強 し て い な い １５．６ ４．３ ＊ ＊　＊

勉 強 し た １８．１ ３．０

数 学 Ｂ 勉 強 し て い な い １５．８ ４．０ ＊　＊　＊

勉 強 し た １８．６ ３．０

数 学 Ⅲ 勉 強 し て い な い １６．４ ４．０ ＊

勉 強 し た １８．３ ３．１

数 学 Ｃ 勉 強 し て い な い １６．５ ４．０

勉 強 し た １８．２ ３．３

計 数 学 Ⅰ 勉 強 し て い な い １１．８ ６．６ ＊　＊　＊

勉 強 し た １７．４ ４．３

数 学 Ａ 勉 強 し て い な い １２．４ ６．４ ＊ ＊　＊

勉 強 した １７．５ ４．３

数 学 Ⅱ 勉 強 して い な い １写．８ ６．２ ＊　＊　＊

勉 強 した １８．０ ４．１

数 学 Ｂ 勉 強 して い な い １３，２ ６．１ ＊　＊　＊

勉 強 した ・ １８．０ ４．２

数 学 Ⅲ 勉 強 して い な い １４．９ ５．８ ＊　＊　＊

勉 強 した １９．１ ４．６

数 学 Ｃ 勉 強 して い な い １５．０ ５．７ ＊　＊　＊

勉 強 した １９．２ ５．０
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６．日米比較

今回の調査に使用した試験問題のアメリカでの正答率が、各問題毎に示されている。こ

の数値はアメリカで１９９７年１２月に実施されたテストを受験した学生から、ランダムに選

ばれた９，９９９人の学生のサンプルに基づいて得られたものである。この数値と今回の５大

学の学力調査の結果を比較して示したのが表９－１３である。

日本の大学計の場合、全５０問のうち３４問の正答率がアメリカよりも高くなっている。

大学別に比較すると、Ａ大学では４５問、Ｃ大学では４０問、Ｄ大学では３７間、Ｅ大学で

は３９問の正答率がアメリカよりも高くなっている。しかしＢ大学では、１問（Ｂ２１）を除

く．全ての問題でアメリカよりも低くなっている。正答数の平均値の検定は示せないが、５０

の問題についての正答率から、Ｂ大学以外の学生の正答率はアメリカの受験者よりも高く、

Ｂ大学の学生の正答率はアメリカの受験者よりも低いことが明らかである。

なお、どの大学に対してもアメリカの正答率が高くなっている問題が５つある。その間

題の内容を説明し、アメリカの正答率が上回った理由について高校教育のカリキュラムの

側面から考察すると以下の通りである。

Ａ２３は、「逆関数」を求める問題である。「逆関数」は日本では数Ⅲで学習する内容であ

る。文系学生は通常数Ⅱ・Ｂまでしか履修しないため、文系の学生は「逆関数」の意味を

理解できず、正答できなかったものと考えられる。

Ｂ４は、中学段階で学習する初歩的な平面幾何の問題である．。この問題には図が付されて

おらず、文章のみで出題されているため、問題の意味を日本の学生が十分に理解できなか

ったものと考えられる。

Ｂ５およびＢ２０は、数Ⅱで学習する指数を用いる問題である。またＢ１３は、数Ⅰで学習

する初歩的な三角法の問題である。これらの問題は電卓がなくても正答することが可能で

あるが、関数電卓を利用した場合には簡単に答えることができる。本調査ではアメリカと

異なり電卓を使用していないため、正答率が低くなった可能性がある。

また、Ｂ大学の正答率がアメリカにおける正答率を上回っている問題は、Ｂ２１の１間で

ある。Ｂ２１の正答率は、アメリカの１４％に対し、Ｂ大学は１９．０％である。低い水準での僅

差ではあるが、原因として、以下のような理由が考えられる。Ｂ２１は、中学校で学習する

平易な関数の問題である。日本の中学校では、数学について全員が同じ内容を学習する。

Ｂ大学の学生についても、中学校では全員が数学を履修していたと考えられる。そのため、

正答率がアメリカを上回ったものと考えられる。
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表９－１３　　ＳＡＴⅡ数学：ｍａｔｈ ＬｅｖｅｌＩＣ　の正答率

問 題 分 野 ア メ リ カ 受 験 生　の 正 答 率 日本 の

大 学 計

Ａ 大 学 Ｂ 大 学 Ｃ 大 学 Ｄ 大 学 Ｅ 大 学

１ 代 数 ９２％ β且 β％ タ７７％ ８２．９％ Ｊββ．β％ β７β％ タ∂．β％

２ 代 数 ９３％ タよβ％ タβ．タ％ ８５．５％ Ｊββ．β％ Ｊββ．β％ ββ．β％

３ 代 数 ６５％ ββ．７％ タβ．β％ ６０．５％ タβ．β％ βｇ．７％ タ４．β％

４ 代 数 ８６％ ββ．タ％ Ｊββ．β％ ６８．４％ Ｊββ．β％ β７β％ β久β％

５ 代 数 ８８％ ８４．署％ ββ．７％ ６５．８％ 且ｇ．β％ ８２．９％ 皮２．β％

６ 立 体 幾 何 ７８％ ββ．β％ βユタ％ ６４．５％ ββ．∂％ β２．β％ β∂．β％

７ 平 面 幾 何 ８０％ ７２．１％ タ４．β％ ４２．１％ ６５．４％ ７３．２％ ７７．０％

８ 関 数 ８６％ ８０．９％ β４．β％ ４７．４％・ ８４．６％ タ２．７％ β且β％

９ 代 数 ７１％ ６６．４％ ７β．２％ ２８．９％ ６９．２％ ７０．７％β２ β％

１０ 平 面 幾 何 ８０％ ７１．８％ タ４．β％ ４４．７％ ７６．９％ ７３．２％ ７１．０％

１１ 統 計 ６８％ βＪ．β％ タβ．β％ ５７．９％ ββ．β％ βｇ．タ％ タｇ．β％

１２ 三 角 法 ６０％ ａ２．４％ ７且 タ％ ３４．２％ ７タ．Ｊ％ ７β．７％ βａ ♂％

１３ 代 数 ６３％ βタ．２％ ββ．タ％ ３２．９％ βタ．β％ ７且２％ ７２．β％

１４ 関 数 ７２％ ６９．１％ ββ．β％ ３４．２％ ７ａβ％ ７β．β％ ７久β％

１５ 坐 標 幾 何 ５７％ ７Ｊ．β％ βタ．７％ ３４．２％ ββ．β％ スタ．２％ ７玖 β％

‘１６ 平 面 幾 何 ５８％ ββ．β％ β∂．Ｊ％ ２６．３％ ７タ．Ｊ％ βＪ．β％ ββ．β％

１７ 代 数 ２４％ ４Ｊ．β％ ββ．タ％ １９．７％４β．β％ ４β．β％ 且鼠 β％

１８ 三 角 法 ４９％ ４８．５％βａ ７％ １７．１％β且ｇ％ ３６．６％∂ａβ％

１９ 立 体 幾 何 ３４％ ４４．β％ βタ．β％ ・１３．２％βＪ．Ｊ％ βａ∂％ ４７β％

２０ 平 面 幾 何 ３７％ ∂タ．４％ β∂．Ｊ％ １４．５％∂７７％ ββ．β％ ββ．β％

２１ 平 面 幾 何 ２５％ ββ．β％ ββ．５％ １７．１％ ７β．タ％ ββ．４％ ７仇♂％

２２ 立 体 幾 何 ５１％ ４１．８％ ββ．タ％ ２１．１％∂７７％ ２９．３％ ４２．０％

２３ 関 数 ２８％ １６．１％ １８．４％ １４．５％ １５．４％ １９．５％ １４．０％

２４ 平 面 幾 何 １９％ ２４．β％ ββ．β％ ７．９％２ａタ％ ｇａβ％ βａβ％

２５ 平 面 幾 何 ２２％ β７β％ ４２．タ％ １３．２％ ββ．β％ βＪ．７％ β且β％

Ｂｌ 代 数 ７６％ ７７β％ タタ．Ｊ％ ４０．５％βタ．７％ βタ．７％ βａタ野

Ｂ２ 坐標 幾 何 ９１％ ８６．９％β∂．Ｊ％ ６４．６％タ且 Ｊ％ タ７４％ βよＪ％

Ｂ３ 坐標 幾 何 ７７％ ββ．β％ タａβ％ ４４．３％タβ．Ｊ％ ββ．７％ タＪ．β％

Ｂ４ 平 面 幾 何 ７７％ ６０．０％ ７４．４％ ４０．５％ ７２．４％ ６４．１％ ５７．４％

Ｂ５ 代 数 ８０％ ４２．４％ ６４．６％ ２１．５％ ２４．１％ ４８．７％ ４４．３％

Ｂ６ 立 体 幾 何 ７５％ ７７タ％ タユタ％ ４３．０％βｇ．β％ β７２％ タよ４％

Ｂ７ 代 数 ７５％ ７鼠 ７％ タ７β％ ４１．８％ タβ．Ｊ％ Ｊββ．β％ β∂．β％

Ｂ８ 代 数 ７１％ ６２．８％ ７尻β％ ２７．８％ ６２．１％ 彷 タ％ ββ．β％

Ｂ９ 統 計 ６５％ ７２．４％ βａ∂％ ４０．５％ ７２．４％ βタ．７％ β且β％

ＢｌＯ そ の 他 ７２％ ７ａ２％ βタ．β％ ４６．８％ ７タ．β％ 負えβ％ βよβ％

１１ 平 面 幾 何 ６６％ ７且２％ βタ．β％ ３９．２％ ββ．Ｊ％ タ４．β％ βまβ％

Ｂ１２ 代 数 ７２％ ７２．４％ ββ．β％ ３５．４％ ７２．４％ β７ｇ％ βａタ％

Ｂ．１３ 三 角 法 ６８％ ４６．２％ ５９．８％ １９．０％ ４１．４％ ６６．７％ ５２．５％

Ｂ１４ 代 ・数 ５２％ ∂７β％ ： スタ．β％ ３５．４％ ∂β．β％ ４８．７％ ７２．∫％

１５ 統 計 ５３％ ６ｇ．Ｊ％ β４．Ｊ％ ３５．４％ ７２．４％ ７ａタ％ ５２．５％

Ｂ１６ 立 体 幾 何 ５１％ ７β．β％ βａβ％ ３２．９％ βタ．β％ βタ．７％ ββ．β％

Ｂ１７ 平 面 幾 何 ５１％ β７β％ β且β％ ２４．１％ β２．∫％ β４．β％ βＪ．β％

Ｂ１８ 坐標 幾 何 ３８％ βタ．Ｊ％ ７タ．β％ ２４．１％ ７∂．β％ β７２％ β之β％

Ｂ１９ 坐標 幾 何 ２５％ ４タ．β％ β７Ｊ％ ２１．５％ β４．Ｊ％ 房鼠β％ ４タ．ｇ％

Ｂ２０ 代 数 ２５％ １３．１％ １４．６％ ６．３％ ６．９％ ．２３．１％ １６．４％

Ｂ２１ 関 数 １４％ ４β．７％ βよ４％ Ｊタ．β％ β７β％ ∂Ｊ．β％ β７ ７％

Ｂ２２ そ の 他 ４２％ ∂４．Ｊ％ 花 β％ １５．２％ β且β％ ７妻．４％ Ｊ久 ７％

Ｂ２３ ．そ の 他 ３２％ ２６．９％βタ．β％ １２．７％ β７β％ ３０．８％ ２１．３％

Ｂ２４ 坐 標 幾 何 １９％ β４．Ｊ％ ∂β．Ｊ％ １１．４％ ２７β％ ４ａ２％ βタ．タ％

Ｂ２５ 代 数 ２７％ βａβ％ タタ．β％ ２１．５％βＪ．β％ ββ．タ％ ２４．６％

※出典：１０ＲｅａｌＳＡＴⅡ：ＳｕｂｊｅｃｔＴｅｓｔｓ。イタリックの数字は、日本が高いことを示す。
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７．考察

本章では、アメリカで使われている大学生の達成度に関する標準テストを、西日本の　５

っの大学の学部生を対象として試行的に実施した。今回の調査では、基礎的な数学の学力

という限られた指標について、限られた大学で調査を行ったにすぎない。しかし分析の結

果、文系と理系、大学入学以前の数学の学習状況により正答数は大きく異なっていること

が明らかになった。国立４大学と私立Ｂ大学の間の正答数の格差は非常に大きく、私立文

系のＢ大学の数値はアメリカの大学生を／下回ることが明らかとなった。

我が国の大学教育の質を検討するためには、学生の能力の実態を把握することが不可欠

であると考えられる。そのために、さらに多くの大学で多様な指標を用いたアセスメント

を実施することが望まれる。
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